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論文要旨 
 
本論文は日本の地方分権改革と地方財政制度の動態について分析する。戦後の制度形成
期以降 1990 年代に入るまで、日本の地方行財政制度は安定的に維持されてきたといってよ
い。しかし 1990 年代半ば以降、相次いで地方分権改革が試みられている。ただし、財政面
での分権化はなかなか進んでおらず、改革はスムーズに進展しているわけではない。 
このような背景を基にして、本論文はなぜ地方分権改革が行われるようになったのかと
いう問いと、なぜ 1990 年代まで地方行財政制度が安定的に維持されてきたのかという問い
を提示する。そして、この問いを明らかにする中で 1990 年代半ば以降の断続的な地方分権
改革の政治過程を整合的に説明する。さらに、地方財政制度の変化と維持にとって地方政治
家の行動が果たす役割がどのようなものかという点と、地方財政制度の運営における政治
家と官僚の関係についても明らかにする。 
本論文は理論枠組みとして、地方財政制度を国会議員と地方政治家の戦略的行動によっ
て成立する「均衡としての制度」として位置づける。この均衡としての制度を成立させるた
めに重要となるのが、中央政府から地方政府への財政移転や財源確保に関する確実性につ
いての地方政治家の認識である。本論文では国会議員と地方政治家は地方財政に関する契
約関係にあると考える。このとき国会議員が確実に地方政府に財政移転を行ってくれるの
かどうかを地方政治家は認識し行動することになる。 
国会議員の行動は、選挙制度と政党組織に規定される。中選挙区制度下では、国会議員が
選挙区への利益分配を志向しており、地方政治家は国会議員の集票にも貢献していた。地方
交付税と補助金という財政移転制度が、この国会議員の利益分配を媒介していた。つまり、
選挙制度のもたらす国会議員の分配志向と地方財政制度が結びつき、地方政治家は国から
の財政移転に関するコミットメントが確実であると認識することにつながった。よって地
方財政制度の安定がもたらされた。 
選挙制度改革が行われると小選挙区制の下で国会議員の選挙区への分配志向は小さくな
り、地方政治家への集票依存もまた小さくなる。これにより、国会議員は地方分権を志向す
るようになる。しかし、財政的分権化にはコミットメント問題が存在している。よって地方
分権改革が行われる中でも財政面の分権化には、地方政治家は必ずしも賛同しない。つまり、
地方政治家が同意しない限り財政的分権化が進展しない。そして中央政府からの財源面で
の保証が明確に示された場合にのみ、地方政治家が財政的分権化に同意し、改革が進むこと
になる。 
以上の理論枠組みから導かれる仮説が成り立つことを、具体的な論証部分では示してい
く。 
第３章では、戦後日本の地方財政制度を概観し、国会議員と地方政治家の双方にとって地
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方財政制度が政治的利益をもたらすものであったことを示す。つまり中選挙区制度下では
中央地方間の財政上のコミットメント問題は解決しており、特に財政面での地方分権化を
志向するような動機を国会議員はもとより地方政治家も有さなかったことを示す。 
第４章では、地方財政計画の策定過程を計量的に分析し、選挙サイクルや内閣支持率の影
響を受けていることが明らかになる。また選挙制度改革の影響が地方財政計画の策定にも
及んでいることを示す。つまり、地方財政運営は政権政党の政治的要因に規定されていたこ
とが示される。 
第５章では、国会議員の地方行財政に関して有している政策選好とその変化について分
析する。衆議院の選挙制度改革以前の中選挙区制度下では、国会議員は地方分権を重要な政
策課題だとは認識していなかった。しかし 1990 年代に入って特に選挙制度改革後に国会議
員は地方分権を提唱し始めたことを衆議院内での議論と選挙における公約データから示す。 
第６章では、1990 年代後半以降の地方分権改革を第一次分権改革、三位一体改革、第二
次分権改革に分けて事例分析を行う。三回の改革のいずれにおいても行政面、財政面での地
方分権化が目指されながら、三位一体改革においてのみ財政的な分権化が進んだ要因は、地
方政治家の賛同を得ることができた点であることを示す。つまり、中央政府の与えるコミッ
トメントが確実であると地方政治家が認識し賛同したことによって、財政的な分権改革が
可能となったことが明らかになる。 
第７章では、第６章にて分析した三位一体改革について、特に地方政治家が財政面での分
権化に賛同する行動をとった点に注目し、全国知事会の補助金削減案の作成過程について
の計量分析を行う。分析結果からは、各知事の決定がそれぞれの議会との関係に規定されて
いるほか、任期や経歴といた知事の個人的な属性も影響を与えている点が示される。また他
の知事との政策組織への加入経験を有していいたか否かという点も行動に影響を与えてい
る点が示される。 
第 8 章に結論として本論文全体の議論をまとめた上で、分析から得られた日本政治と比
較政治学に対する含意について示す。 
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第 1 章 問題提起 
 
 国家における中央政府と地方政府との間の権限配分と財源配分の制度配置は、どのよう
な要因に基づいて成立しているのか。またなぜ変化するのか。本論文は、中央政府と地方政
府の権限と財源をめぐる関係の動態に焦点を当てる。特に、中央地方関係の変化として観察
される地方分権改革が起きている日本の事例に注目する。 
日本では 1990 年代以降、「地方分権」を志向するとされる諸改革が実施されてきた。こ
れらの諸改革は、権限移譲や大規模な市町村合併の実施など行政面のみならず、財政面にも
及ぶものである。1993 年に「地方分権推進に関する決議」が国会で議決されて以降、地方
分権が本格的に政策課題として検討されるようになった。1995 年には、地方分権推進法が
国会で成立して地方分権推進委員会が設置され、1999 年の「地方分権一括法」の成立につ
ながっている。また小泉政権期には三位一体改革が行われ、中央政府から地方政府への税源
移譲と国庫補助負担金改革、さらに地方交付税の削減がセットで実施されている。三位一体
改革以降も、第二次分権改革として、新たに地方分権改革推進委員会が組織され、四次にわ
たる勧告を提出した。この結果、国の出先機関の改革のほか一部の権限移譲、設置基準など
の義務付け・枠付けの見直しを反映した第一次から四次にわたる「地方分権一括法（地域主
権一括法）」が成立している1。 
このように、日本では 1990 年代半ば以降、地方分権改革の動きが活発化してきた。しか
し、地方分権の動きは日本に限定された政治現象ではない。地方分権は、先進国・発展途上
国を問わず政策課題とされており、多くの国で進められているものである2。ただし、この
「分権化」という言葉はその内容自体が多義的である。そもそも、「地方分権改革」という
以前に「分権」・「分権化」が何を指し、またその逆である「集権」・「集権化」が何を指すの
かを明らかにしておく必要がある。 
一般に、中央地方関係において集権的・分権的という言葉が用いられるときには、地方政
府が中央政府から統制をどの程度受けているのか、言い換えればどの程度地方政府が中央
                                                   
1 1999 年に成立した地方分権一括法の正式名称は「地方分権の推進を図るための関係法律
の整備等に関する法律」であり、地方自治法をはじめとする 475 の法律の改正と廃止を一
括して行ったものである。なお、第二次分権改革における一次から四次の地方分権一括法の
正式名称は「地域の自主性及び自立性を高めるための改革の推進を図るための関係法律の
整備に関する法律」である。 
2 世界各国での地方分権改革の流れについてまとめたものとして、Kim and Vammalle 
(2012)、片山（2013）等を参照。 
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政府に対して自律的に政策形成を行うことが可能であるのかということを指す。ただし、こ
の中央政府からの統制と地方政府の自律性の程度が具体的に何によって決定されるのか、
どのような指標を用いることで整理が可能なのか、という点に留意する必要がある。 
これまで中央地方関係は、集中―分散と融合―分離という二軸を用いることで整理されて
きた（天川 1986；建林・曽我・待鳥 2008；曽我 2013）。集中―分散とは、中央政府と地方
政府における資源配分によって表される軸である。つまり、職員数といった人的資源や予算
歳出といった金銭的資源の割合を指標として、地方政府に対して中央政府の割合が高い場
合には集中的であり、地方政府の有する割合が高い場合には分散的となる。融合―分離の軸
は、公的サービスの供給において中央政府と地方政府がどの程度協働しているのか、重複し
た政策領域をどの程度共管しているのかといった程度を表す。行政的側面では中央政府と
地方政府の行う公的サービスの分野や範囲に重複が多くなれば融合的となる。逆に中央政
府と地方政府の行うサービスが、政策領域によって明確に分割されていれば分離的となる。
また中央政府の仕事の多くを地方政府に実施委任している場合には、融合的になるだろう。
財政的側面から見ると、地方政府の歳入のうちで中央政府からの移転財源の占める割合（一
般補助金［地方交付税］や個別補助金）が高いと融合的、低いと分離的となる。 
このように集中―分散、融合―分離という二軸に依拠すれば、中央地方関係が集中的かつ
融合的であれば、中央政府の地方政府への統制は強まることにつながるので集権的である
とされる。他方、分散的かつ分離的であれば、地方政府の自律性が高まるので中央地方関係
は分権的とされる3。 
上記に整理した集中―分散と融合―分離の二軸のモデルで示される場合には、分権と集権
の概念は合成的な指標として用いられている。このため各国の中央地方関係の相対的な位
置づけを理解するには適しているものの、分権化・集権化といった変動を捉えるには困難が
生じる。そこで本論文では、中央地方関係の動態に注目するために以下のように 3 つの側
面に分けて理解する。それは、中央地方関係の政治的側面・行政的側面・財政的側面である。
そして、地方分権改革の展開についても政治的分権・行政的分権・財政的分権に分けて議論
                                                   
3 この二軸に加えて、総合―分立の軸も加えられることもある。それは政策領域間の分立性
を表す指標であり、日本における教育政策のように中央省庁の領域別の政策が地方政府に
おいて教育委員会を通して実施される場合には、分立性が高いといえる。また省庁別の補助
金の存在、中央政府と地方政府間の政策領域別の技官の人事交流なども分立的な制度とい
える。他方、地方交付税のような一般補助金の存在や首長機関が複数の政策を所管すること
は総合的な制度といえる（曽我 2013：230-231）。本論文では、この政策の総合―分離の問
題には深く立ち入らない。 
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を行っていく4。 
政治的分権とは、地方政府の議会や首長（執政長官）が地方政府の住民によって選出され
ることを保障しているかに関わる。地方政府が住民の意向を反映した自律的な政策決定を
行う上で、これら政治家の任命方式は重要となるためである。国によっては、地方政府の首
長は中央政府など上位政府によって任命される場合がある。また公選であっても選挙に政
党の参加を禁じるなど制限が加えられている場合がある5。よって、上位政府による地方政
府の首長や議会議員などの任命制度が廃止される場合や公選が導入される場合、また地方
選挙における制限事項の緩和が行われる場合には、これを政治的分権化とする。 
行政的分権化とは、中央政府と地方政府の間の行政手続きの簡素化を図ることで、地方政
府の自律性を高めるような施策を指す。これは中央政府が実施している政策や事務事業を
地方政府に移譲すること、また地方政府の政策執行に関し中央政府が課している制限や基
準を緩和することなどが考えられる。 
最後に財政的分権化である。これは地方政府の歳入もしくは自主財源を増加させること
を意味するものとする。地方政府の財源を増加させる手段としては、中央政府から地方政府
への財政移転、新たな地方税目の創設、中央政府から地方政府への税財源の移譲が考えられ
る。しかし、単に中央政府から地方政府への移転財源の金額自体が増加したとしても、財政
的な分権化には当たらない。 
このように地方分権改革を政治的分権化・行政的分権化・財政的分権化と分けて考えた場
合、日本における政治的分権は、戦後改革によって首長と地方議員の公選制が実現されてか
ら変化がなく、1990 年代以降に実施されている地方分権改革は行政面および財政面のもの
であることが分かる6。 
ただし、1990 年代以前にも「地方分権」という言葉は使用されている。例えば、1980 年
代に第二次臨時行政調査会（第二臨調）の主導で進められた行政改革において、「地方分権」
                                                   
4 同様の三分類行っているものとして、Falleti（2010）を参照。 
5 例えば近年韓国においては、地方選挙における政党参加を可能とする法改正が行われて
いる（八島 2009）。日本においても第二次大戦後の改革まで、都道府県知事は中央政府に
よる任命制であり自治官僚であった。また基礎的自治体の首長は、終戦時には、市長は市
会の推薦を受けて内務大臣が選任、町村長は町村会において選出して府県知事が認可する
という形式をとっていた（総務省：地方自治制度の歴史：
http://www.soumu.go.jp/main_sosiki/jichi_gyousei/bunken/history.html）。 
6 占領改革において公選化されていた教育委員会委員が議会による任命および同意制へと
された点は、この分類では「集権化」の類型に入るとも考えられる。しかし本論文では教育
行政と教育委員会制度に関しては分析対象とはせず、首長と地方議会に焦点を絞る。 
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という言葉が使われている。第二臨調の改革の中では、補助金の整理と合理化が提唱され、
福祉分野の国庫補助・負担金の補助率引き下げが行われている。しかし、これらは上記に述
べた地方政府の自律性を高める行政的・財政的な分権化ではなかったといえる。つまり、行
政面、財政面で「集権的」であるという批判を多く受けながらも、日本の中央地方関係は戦
後の制度形成期より 1990 年代以降の制度変化に至るまで大きな変化を経ることなく推移
し、1990 年代に入って改革が始まったのである。 
本論文は日本における地方分権改革の展開に関して、二つの問いを設定する。第一に、な
ぜ日本の中央地方間の諸制度は地方分権改革を通して変化を始めたのかという点である。
言い換えると「何が地方分権をもたらすのか」という問いである。第二に、1990 年代まで
分権改革は進むことなく中央地方関係をめぐる制度の安定はいかにして可能になったのか
という点である。これら二つの問いは、中央地方関係制度が 1990 年代を境として安定から
変化へと局面が移ったことに注目する一方で、それまでの安定化の要因も提示しようとす
るものである。この問題設定は一見すると矛盾をきたすようにも思われる。しかし、本論文
はむしろ中央地方関係制度の安定化をもたらしてきた要因が 1990 年代に入って変化する
ことで、制度変化がもたらされたことを示す。つまり、安定と変化に関する二つの問いは表
裏一体であり、両方の問いに解を与えることで中央地方関係制度の動態を明らかにするこ
とが可能になる。  
上記の地方分権改革の動因を明らかにすることに加えて、本論文では地方分権改革と中
央地方関係に関わる以下の三つの点に関しても検討を行う。 
第一に、1990 年代以降の地方分権改革として進められた諸改革の帰結の違いが、どのよ
うに整合的に説明されるのかという点である。1990 年代半ば以降、第一次分権改革、三位
一体改革、第二次分権改革を通して地方分権改革は進められている。これら改革の中で、行
政的分権化と財政的分権化が同時並行的には進んではいない点に焦点を当てる。言い換え
ると、1990 年代以降の日本の地方分権改革の展開がどのように整合的に説明されるのかと
いう点を問題とする。第一次分権改革で達成された機関委任事務や地方事務官の廃止は、そ
れまでの上下関係であった国と自治体との関係を終わらせたとされる。また第二次分権改
革で進められた国の義務付け廃止などは行政的分権化に当たる。これに対して、三位一体改
革では国庫補助負担金の改革と国から地方への税源移譲が行われているが、これは行政的
な分権化に加えて財政的分権化に該当する。また、三位一体改革では、全国知事会の国庫補
助・負担金改革案作成に見られるように、地方政治家も政策過程に参入している。つまり
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1990 年代以降、日本では地方分権改革が進むにつれて、行政面での分権化は継続的に行わ
れてきた。しかし、他方で財政面での分権化は必ずしも継続的に進んでいるとはいえないの
である。財政面での分権化が可能となったのは三位一体改革でのみであり、第一次分権改革
と第二次分権改革では行われてはいない7。なぜ財政面での分権化は進展しにくいのであろ
うか。また財政面での分権化が進展する条件は何か。本論文ではこういった地方分権改革の
進展状況を規定する要因を明らかにする。 
第二に、中央地方関係、特に地方財政制度に対して地方政治家がどのような影響を与える
のかという点である。地方政治家は、三位一体改革において政策過程に登場した。地方財政
制度を維持させること、また逆に変化させることに対して、地方政治家の認識や行動はどの
ような意味を持つのであろうか。この点を本論文では明らかにする。 
第三に、中央政府による地方財政の運営がどのような要因に基づいていたのかという点
である。これまでの研究は、地方財政運営の中で地方交付税と補助金の個別自治体への配分
に注目してきた。補助金の配分に関して、先行研究は政権党の国会議員による政治的な配分
が行われてきたことを指摘してきたが、地方交付税の配分に関しては自治官僚が公式に従
い配分されてきたとされている。しかし一方で、仮にミクロレベルで地方交付税が配分公式
に従って配分されてきたとしても、他方で地方財政は国家財政との関わりでマクロな意味
を有している。このマクロな意味での地方財政の運営がどのような要因に基づいてのいた
のかという点に本論文では注目する。この問いは、先に示した 1990 年代までの中央地方財
政制度の安定性をもたらした要因が何かという点も関連するものである。 
これまでに示した問題設定の下で、本論文は以下のアクターに注目する。それは国会議員、
首長と地方議員からなる地方政治家、そして自治官僚8である。そして地方行財政制度はこ
れらアクターの三者関係と、その相互作用として成立する制度であることを示す。ここで示
す制度とは、単にアクターの行動を規定する「ルール」ではなく、均衡として理解されるも
のである。つまり、地方行財政制度を国会議員と地方政治家の戦略的行動によって成立する
「均衡としての制度」としてとらえる。この均衡を成立させる上で重要となるのが、地方政
治家が国からの移転財政に関して有しているコミットメントの問題である。国会議員（＝中
                                                   
7 ただし第一次分権改革の中では、自治体の地方債発行がそれまでの自治省による許可制か
ら協議制へと変更されている。 
8 本論文では、地方自治所管官庁に属している官僚に対して自治官僚という言葉を用いる。
自治省は省庁再編によって総務省となっている。本論文では断りの無い限り、自治省と総務
省、自治官僚と総務官僚を同一ものとして扱う。 
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央政府）と地方政治家（＝地方政府）の間には地方財政に関する契約関係が存在し、その契
約にはコミットメント問題が内在している。本論文が提起するコミットメント問題の内容
とは、国会議員と地方政治家が国からの地方政府への財政移転を行う契約を結ぶ際に、地方
財政に財源が確実に移転されるかどうかに関するものである。このコミットメント問題を
解決する手段としては制度的・状況依存的な方法が存在し、これらの解決方法が地方政治家
にとって信頼できるものであると認識されるときに制度は均衡として安定する。他方、この
地方政治家のコミットメント認識に危機が訪れるときには、制度は変化しうる。また制度変
化には、新たな均衡がどのような方向に向かうのかを指し示すフォーカル・ポイントが重要
となる。  
 地方政治家が国会議員からの財政移転が確実になされるかどうかを判断するためには、
国会議員の行動がどのように決定するのかという点が重要になる。国会議員の行動の決定
要因として、重要となるのは選挙制度である。現在日本では、衆議院議員選挙において小選
挙区比例代表並立制が採用されているが、1993 年の総選挙までは複数の当選者が存在する
中選挙区制度を採っていた。中選挙区制度の下で国会議員は、補助金などを通じて個別的な
利益を選挙区に分配しており、同時に地方政治家に集票を依存していた。地方政治家にとっ
ても、国会議員を通じた利益誘導によって再選のための政治的資源とすることができた。ま
た、補助金を通じた地方への利益誘導を支える財政移転システムとして地方交付税制度が
成り立っていた。よって選挙制度とそれに基づく政党の分配システムが制度的に地方への
財政移転を地方政治家に保証してきたといえる。 
しかし、選挙制度改革によって国会議員の個別的な利益分配志向は低下する。また執政制
度や政党組織も集権化し、国会議員にとっては地方への利益分配を強化し移転財政を確保
するインセンティブが低下した。このことが国会議員に既存の中央地方関係を改革する動
機を与える。そしてこの国会議員の誘因構造の変化は、同時に既存の制度に基づく地方政治
家のコミットメント認識を揺るがせることになる。このことにより地方政治家の側にとっ
ても地方分権改革を志向する動機が生まれる。 
しかし、地方分権改革のなかで財政面での改革は必ずしもすべての地方政府にとって財
政的な利得を増加させるとは限らない。このことは、国会議員が地方分権を志向したとして
も必ずしも地方政治家が同意するとは限らず、現状からの変化がすぐに生まれるわけでは
ないことを意味する。地方自治体の一部は、補助金改革や税源移譲といった財政面での分権
化によって総額での財源を減少させる可能性がある。この財源保証の問題は地方政治家に
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とって考慮するべき重要な要因となる。つまり、財政面での地方分権改革にもコミットメン
ト問題が存在しているのである。よって財政面での分権改革が試みられる際には、財源面で
の保障措置を国会議員が取るということが信頼に足るようなコミットメントであると認識
するときに、地方政治家は地方財政改革に賛同する。財源保証のコミットメントが信用性を
持たない場合には、地方政治家は財政面での分権化には賛同しない。地方政府は政策の実施
面で国と結びついており、地方政治家の意向を全く無視した改革は国会議員にとってコス
トが大きい。よって財政面での分権化は、地方政治家の同意なくして進まないのである。
1990 年代以降の分権改革で、こうしたコミットメントが提示されたと地方政治家が認識し
たのは、三位一体改革のときのみであった。このとき、首相の言明や骨太の方針、閣議決定
などによって、税源保証が確実になされると地方政治家たちは認識した。また地方政治家が
コミットメント認識を共有する上では、知事会ほか政策組織を通じた地方政治家間での情
報交換や、個々の地方政治家が抱えている政治的環境に依存した利害が重要な役割を果た
した。地方政治家の間で財源保証のコミットメント認識が共有されることで、潜在的な地域
間対立が障害となることなく、地方政治家の間で補助金改革への賛同が広がり、地方財政の
改革が可能となるのである。 
 
本論文の構成 
 
 以上の問題提起と仮説を踏まえて、本論文は以下の順で論を進めていく。 
第２章では、中央地方関係と地方分権改革に関する先行研究を整理した上で、依拠する理
論枠組みを提示する。理論枠組みの中では、地方財政制度を国会議員と地方政治家の戦略的
行動によって成立する「均衡としての制度」として位置づける。この均衡としての制度を成
立させるために重要となるのが、中央政府から地方政府への財政移転や財源確保に関する
確実性についての地方政治家の認識である。財政移転や地方財政確保の確実性は国会議員
の行動によって決定されるものであり、本論文は国会議員と地方政治家は地方財政に関す
る契約関係にあると考える。このとき国会議員の行動が確実であるか、つまり国会議員の行
動にコミットメントがあるかどうかを地方政治家は認識し行動することになる。この結果、
地方財政制度の変更には地方政治家の同意が必要になる。また国会議員の行動を決定する
ものには、選挙制度と政党組織が考えられる。中選挙区制度下では国会議員が選挙区への利
益分配を志向しており、地方政治家は国会議員の集票にも貢献していた。地方交付税と補助
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金という財政移転制度がこの国会議員の分配を媒介しており、このことで国会議員のコミ
ットメントが確実であると地方政治家が認識することにつながる。よって地方財政制度の
安定がもたらされる。しかし、選挙制度改革が行われると、小選挙区制の下で国会議員の選
挙区への分配志向は小さくなり、地方政治家への集票依存もまた小さくなる。これにより、
国会議員は地方分権を志向するようになる。しかし、財政的分権化には、コミットメント問
題が存在している。よって地方分権改革が行われる中でも財政面の分権化には、地方政治家
は必ずしも賛同しない。つまり、地方政治家が同意しない限り財政的分権化が進展しないこ
とを示す。そして中央政府からの財源面での保証が明確に示された場合にのみ、地方政治家
が財政的分権化に同意し、改革が進むことになる。 
第３章では、戦後日本の地方財政制度を概観する。その上で地方財政制度が中選挙区制度
下の国会議員と地方政治家の双方にとって利益をもたらす制度であった点を実証的に示す。
つまり、中選挙区制下においては、国会議員は地方財政制度を通じて利益を分配していた。
この利益分配を仲介する上で地方財政制度の中で細かな制度改正が行われたことを示す。
この結果、中選挙区制度下での中央地方間の財政上のコミットメント問題は解決しており、
地方分権改革、特に財政面での地方分権化を志向するようなインセンティブを国会議員は
もとより地方政治家にも与えなかったことを示す。 
第４章では、地方財政計画の策定過程を計量的に分析する。地方財政計画は中央政府から
から地方政府への財政移転の大枠を規定するものであり、通説的には自治官僚によって客
観的な配分がされていると考えられている。しかし本章の分析によって、地方財政計画の策
定が、選挙の存在や内閣支持率の影響を受けていることが明らかにされる。また選挙制度改
革の影響が地方財政計画の策定にも及んでいることを示す。つまり、地方財政運営は政権政
党の政治的要因に規定されていたことが示される。 
第５章では、国会議員の地方行財政に関して有している政策選好とその変化について分
析する。衆議院の選挙制度改革の行われる以前の中選挙区制度下では、国会議員は地方分権
を重要な政策課題だとは認識していなかった。しかし 1990 年代に入って、特に選挙制度改
革後に国会議員は地方分権を提唱し始めたことを示す。具体的には、中選挙区制度下と選挙
制度改革後における国会議員の国会内での発言状況と、総選挙での公約における地方分権
の言及を比較し、変化していることを示す。この結果、選挙制度改革を期に国会議員の地方
分権への言及が増加していること、また国会議員が地方財政に対する積極的な姿勢を弱め
ていることが示される。以上の分析を通して、選挙制度改革が中央政府から地方政府への財
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政移転の確実性を揺るがすことにつながったことを明らかにする。 
第６章では、1990 年代後半以降の地方分権改革を第一次分権改革、三位一体改革、第二
次分権改革に分けて事例分析を行う。三回の改革のいずれにおいても行政面、財政面での地
方分権化が目指されながら、三位一体改革においてのみ財政的な分権化が進んだ要因とし
て、地方政治家の賛同を得ることができた点を示す。つまり、中央政府の与えるコミットメ
ントが確実であると地方政治家が認識したことによって、財政的な分権改革が可能となっ
たことが明らかになる。 
第７章では、第６章にて分析した三位一体改革について、特に地方政治家が財政面での分
権化に賛同する行動をとった点に注目し、全国知事会の補助金削減案の削減過程について
の計量分析を行う。知事たちは当初、地方分権化改革に賛成していなかったが、多くの知事
が行動を変更することになった。この要因を計量分析で明らかにする。分析結果からは、各
知事の決定がそれぞれの議会との関係に規定されているほか、任期や経歴といた知事の個
人的な属性も影響を与えている点が示される。また他の知事との政策組織への加入経験を
有していたか否かという点も行動に影響を与えている点が示される。 
最後に結論として、本論文全体の議論をまとめた上で、分析から得られた含意について示
す。
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第２章 先行研究の整理と分析枠組みの提示 
 
本章では、第 1 章にて述べた本論文の問いに答えるために必要となる先行研究を整理し
て分析枠組みを提示する。第一節では地方分権に関わる先行研究を整理し、第二節では分析
枠組みを提示する。 
 
２.１. 先行研究 
 
 本節では、中央地方関係の変化や地方分権改革に関わる比較政治学および日本政治・行政
学における先行研究を取り上げる。その内容は大きく二点に分けられる。第一に地方分権を
もたらすと考えられるマクロな要因である。第二に、具体的な改革アクターについてである。
マクロな変数の要因のみでは、具体的なアクターの行動を説明することが困難であり、より
具体的に改革アクターに注目しなければ、本論文が注目する 1990 年代以降の日本の地方分
権改革に関わる政治過程を説明することはできない。また改革アクターの中でも、官僚や地
方自治を推進するエントレプレナーの行動に注目している諸研究を批判的に検討する。そ
して、地方分権を推進するアクターとして、本論文が国会議員に注目する理由を示す。 
 
２.１.１. マクロな変数の影響 
地方分権改革をもたらすマクロ変数としてまず指摘されているのは、国際的な経済環境
の変化である。多国籍企業の台頭、国際的な資本流動化、貿易自由化の進展など、ヒト・モ
ノ・カネの自由化といった言葉で語られるグローバル化の進展は、排他的に領域を有する国
家のあり方に影響を与える9。またグローバル化の圧力は、先に挙げた多国籍企業や国際機
関、ひいては国際的なＮＧＯなど非国家主体の影響力を拡大し、国家の政策に与える。例え
ば一国の金融政策が他国のまた国際的な金融システムに影響を与え、またその逆も多く存
在していることなどは好例である。こうした国家を「遠心化」する圧力は国際レベルのみな
らず国内レベルでも影響を与えるという。国際的な競争にさらされる企業は、より競争に適
合的な国内制度を志向する。この結果企業は、国家レベルでの画一的な制度や規制、政策実
施よりも、社会経済環境の異なる地方政府がそれぞれに迅速に政策決定を行うことや、地方
                                                   
9 例として Strange (1996)などが挙げられる。 
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政府間競争を促進させるような制度を求めることになる。こうした資本の圧力が地方分権
につながるとされる10。 
  次にマクロな要因として挙げられるのは、福祉国家体制との関わりである。中央地方関係
と福祉国家体制の関係は、分権化よりも集権化の過程で多く議論されてきた。福祉政策を実
施するに当たっては、その前提となるとなる財源が必要になる。国レベルでのサービス水準
を一律化するために、地方政府から中央政府への税財源の集権化が起こり、また中央から地
方政府への財政移転が制度化される。これらは「機能的集権化」として、福祉国家編成の過
程とされてきた11。また日本の場合には特に福祉政策の実施に地方政府が大きく関与してい
る。このことから福祉国家のあり方に変化が生まれれば、中央地方関係にも影響を与えうる
と考えられるのである。また、高齢化社会も福祉国家のあり方に影響を与える。高齢者の増
加は、それぞれの地方政府レベルで異なりなるものの上昇を続けており、高齢者の福祉サー
ビス給付の最前線の自治体の役割の強化が求められているという（新藤 2002：7）。 
 グローバル化の影響と高齢化社会の到来の他には、冷戦の終結、社会経済の成熟など様々
な要因も指摘されている。例えば加茂利男は、上記に挙げた地方分権の要因を指摘した上で、
東京一極集中、政官民の癒着、閉鎖的な政策システムなどに代表される「日本型システム」
の限界が現れていると指摘する（加茂 1993）。加茂によれば、「ポスト大量生産時代」が到
来しつつあり、この状況下では中央政府の統制による政策実施では効率性が低下する。ゆえ
に地方分権がもたらされるとしている12。このほかにも、規範的な意味での価値を有する「自
治」という考え自体が、国民全体に広まったこと自体が地方分権の要因であると指摘される
ことがある。例えば西尾勝は、地方分権改革は、政治改革の流れ、行政改革の流れがあり、
これらが地方分権改革の流れと合わさることで、改革が進展したという（西尾 1998、西尾
2007、佐々木 2013）。 
これまでに挙げた、マクロ要因を指摘する研究群には、下記三点の問題が存在している。
それは第一に、具体的なアクターとの行動との結びつきを欠いている点であり、第二に、日
                                                   
10 新藤・阿部（2006）、北村（2000）を参照。このほか、後に検討するローゼンブルースと
ティースも地方分権の要因としてグローバル化を挙げている（ローゼンブルース・ティース
2012＝Rosenbluth and Thies 2010）。 
11 このような議論として、市川（2012）を参照。 
12 これらは、新自由主義の流行と経済政策の変化に関してホールが述べたような「政策ト
レンド」の変化、もしくは待鳥聡史や徳久恭子が示すようなマクロ・トレンドの変化を要因
として国会議員の政策担当者の政策選好に変化が生まれたこととする議論と関連を持つ
（待鳥 2003、徳久 2006）。 
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本において地方分権や地方財政改革が実施された時期との関係である。そして第三には、地
方分権改革の進行過程との整合性である。 
まず、アクターの行動との関連に関して、これらマクロな要因は、政治アクターの具体的
な行動と結びつけることが難しい。本論文では、国会議員や地方政治家、官僚といった具体
的な政治アクターに焦点を当てる。こうした政治家アクターの行動とその違いをマクロな
要因は説明できない。第二に時間的な整合性の問題である。アイデア要因、グローバル化と
それに伴う企業の競争環境の変化などは、確かに、地方分権や中央地方関係に影響を与えう
る可能性がある。しかし、こうしたマクロな要因は 1980 年代以降すでに指摘されているも
のである。本論文は 1980 年代までの中央地方関係の制度的安定性と 1990 年代以降の変化
の要因は何かという点を問いとして立てている。マクロ要因の指摘に従えば、より早い時期
に、地方分権改革が起こり、また地方財政に変化が生まれてしかるべきである。つまり、
1990 年代以降の変化という点をこれらマクロな要因は説明できないのである。さらに、本
項は 1990 年代以降の分権改革の過程における三つの事例を整合的に説明することも目的
としている。マクロ要因による説明では、時間が進むにつれて要因は強化され不可逆的によ
り強く改革が行われていくことが予測されるはずである。しかし本論文が注目するように、
地方分権改革は必ずしも時間経過に従って進んでいく単線的な過程をとってはいないので
ある。 
  
２.１.２. アクターに注目する研究 
 前項では地方分権改革を規定しうるマクロな要因について検討した。マクロな要因は、ア
クターの行動との結びつきが不明確であり、地方分権と地方財政改革の実施時期、ならびに
複数ある改革過程の違いについても答えることができない。ゆえにこれら課題点を検討す
る上でアクターに焦点を当てた研究に注目する必要があり、以下で整理していく。 
（１）官僚主導による改革 
日本における中央地方関係や地方財政制度に関して、これまで批判的に指摘されてきた
ことが、その集権性である13。とくに自主財源が少なく多くの自治体が地方交付税制度によ
る財政移転を受けている点で日本の地方政府の大半は財政上の自律性も小さく、地方債発
行に関しても長く許可制が取られてきた。また戦後公選化されて以降、都道府県知事の中に
                                                   
13 代表的な文献として、辻（1976）を参照。 
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自治官僚出身者が多いことや、地方政府への出向者が多く存在していることなどが、自治官
僚による統制の現れとであるとされてきた14。さらに地方財政に関わる政策は専門性が高く、
他の省庁の政策形成に見られるような「族議員」の形成による政権党の議員の介入があまり
見られない分野であったとされる15。この点からは地方分権改革においても官僚の影響力が
大きく作用するようにも考えられる。 
こうした官僚の影響力を指摘した研究としては木寺元の研究がある（木寺 2012）。木寺
は、1990 年代に入って市町村合併と機関委任事務の改革が進展し、また 2000 年代に入っ
て三位一体改革の中で地方交付税の削減が進んだ点に注目している。彼はアイデアに注目
した言説的制度論というアプローチをとる。彼によれば、これらの改革は既存制度の問題点
が学問的な論点として浮上し認知されて、規範的に制度改革としての方向性を持った上で、
政策的な専門的知識を有している自治官僚に受容されることで実現したとしている。 
この木寺の自治官僚に焦点を当てた研究には、本論文の問題設定からは二点の問題があ
る。第一には、重要な政治アクターとしての国会議員や、地方政治家の存在を議論から捨象
してしまっている点であり、第二に、官僚の行動の枠組みの設定に関するものである。第一
のアクターの設定に関しては、自治官僚が専門的知識を有している点は確かであり、その専
門知識を動員することで改革が容易になるとは考えられる。しかし、アイデアが自治官僚に
受容されることのみをもってして、分権改革や地方財政改革が可能になるとは言えない。な
ぜならば、政策形成に自治官僚が力を注いだとしても、国会の議決なくして政策は実施でき
ないという単純な事実ゆえである。この意味で、拒否権を有する国会議員、特に政権党議員
の同意なくしては、地方分権や地方財政制度の変更は出来ないのである。 
さらに自治官僚と地方政治家との関係も重要である。自治官僚の存在の根拠のひとつは、
中央政府内部において「地方の声」を代弁する点である16。しかし、カメレオン官庁（神 1986）
と揶揄されるように、自治省は必ずしも常に地方政府の側に立った行動をとるわけではな
く、国の政策の推進者として地方政府に対峙する場合もある。さらに、金井利之によれば、
自治省は、地方分権改革を進めながらも、地方交付税制度やその前提とする総合行政体制と
                                                   
14 例えば、伊地知（1978）、神（1986）などを参照。ただし出向人事自体が、自治省からの
一方的な統制や監視であったという見解には異論もある（稲継 2000；秋月 2000）。 
15 族議員に関する研究の代表例として、猪口・岩井（1987）を参照。彼らは族議員の分類
を行ってリストを作成しているが、その中に「自治族」は含まれていない。 
16 例えば、伊藤大一や秋月謙吾は、出向人事を通じて政策情報を収集し、中央省庁で地方
政府全体としての利益拡大を目指す自治官僚の姿を「疑似トポクラート」と位置付けている。 
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しての市町村制度の存続を求めており、「永遠に未完の」分権改革を志向している（金井
2007）。しかし、だからといって地方政府もしくは地方政治家の意向を全く無視した行動を
自治省がとることは、自らの存在や行動の正統性を喪失させる危険性も有している。 
第二に、自治官僚の行動様式である。これは第一の問題点とも関わる。官僚の行動様式は、
予算拡大（Niskanen 1960）、所掌事務権限の拡大（加藤 1994）、組織存続（戸矢 2002）な
ど多くが議論されている。また自治官僚の具体的な政策形成のあり方に関しても一部では
議論されている（例えば、柴田 1975；幸田 2002）。ここで問題にしたいのは、他の政治ア
クターとどのような関係性にあるかという点である。木寺の述べるように、地方分権改革の
帰結にとって官僚の行動が介在しているとしても、その官僚の行動が国会議員や地方議員
の意向に沿ったものであるのか、反するものであるのかという点が重要となる。仮に他の政
治家アクターの反対を抑える形で、自治省の行動や認識が反映された帰結が地方分権改革
にもたらされているならば、他のアクターに比して自治官僚の重要性は高いといえる。しか
し、他の政治アクターの行動や認識にあわせて自治官僚が自分たちの行動戦略を決定して
いることも考えられる。この場合には、自治官僚は他のアクターの行動を補完しているに過
ぎない。この意味で官僚の行動は、他のアクターとの関係を観察することなく論じることは
出来ないのである。 
（２）地方自治エントレプレナー 
地方分権改革では、地方自治に関わる研究者や一部の地方政治家の存在がクローズアッ
プされ、その存在の重要性も指摘されてきた。例えば、第一次分権改革につながる地方分権
推進委員会と中央省庁との一連の交渉過程では、地方分権に関わる学者たちの活躍が改革
を大きく進展させる要因であったことを示すものがある（村松 1998；西尾 1998、2007）。
また三位一体改革では、戦う知事会を標榜していた改革派知事たちの存在が改革を進展さ
せる上で重要であったことが示されている（北村 2007、北村 2008）。さらに上記研究者や
一部の地方政治家だけでなく、財界や一部の国会議員を含めた一大政策集団としての 21 世
紀臨調が地方分権改革を含めた政治改革全体の振り役であったことも多く語られている
（佐々木 2013）。 
こうしたアクターたちがエントレプレナーとして改革をリードすることで、地方分権改
革が進展することも考えられるシナリオではある。しかし、エントレプレナーに注目した議
論にも問題点が存在する。 
第一に、先にも挙げた改革アクター国会議員の重要性である。つまり、国会議員が地方分
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権改革に賛成したこと、もしくは反対しなかったことの方が重要である点は先に述べた通
りである。第二に、地方分権を推進するエントレプレナーの間にも対立関係が存在している
点である。例えば、地方財政改革に伴う税源移譲を実施することによって生じる地域間格差
の問題がある。確かに権限移譲など行政的な分権に関しては、これらエントレプレナーの間
での意見の違いはないものと考えられる。しかし、財政面では異なる。中央政府と地方政府
間の税源配分によって地方自主財源を拡大させた場合には、都市部の地方政府では財源拡
大が見込めるのに対して、農村部の地方政府では財源が減少しうる。この意味で、全ての地
方政治家にとって地方財政改革は必ずしも財政資源を拡大させる戦略とはなりえないので
ある。第一次分権改革や三位一体改革における政治過程に見られるように、全ての地方政治
家は地方財政改革に賛同しているわけではない。つまり、財源面ではエントレプレナーの内
部にも地方分権に関して対立軸が存在している。よってエントレプレナーの存在によって
のみでは、地方分権改革と地方財政改革の進展状況を説明できないのである。 
（３）国会議員 
地方分権改革や地方財政制度の改革を推進するアクターとして国会議員を挙げる研究と
しては、まず曽我謙悟の研究が挙げられる（曽我 2000）。曽我は第一次分権改革を題材に、
ゲーム理論を用いた枠組みから、選挙制度改革によって国会議員がそれまでの地方への利
益誘導を取る政策から改革支持へと行動を転換させたことを示す。同様の議論は先に取り
上げたローゼンブルースらの議論にも見られる（ローゼンブルース他 2011；ローゼンブル
ース・ティース 2012）。ローゼンブルースらは、地方分権改革だけでなく 1990 年代以降の
政治行政改革の多くを選挙制度改革の成果として提示し、その選挙制度改革自体をグロー
バル化に対応するための戦略としている。曽我とローゼンブルースらの議論は、国会議員の
行動の変化の要因として中選挙区から小選挙区比例代表並立制へと選挙制度が転換したこ
とに注目している。 
また北村亘は、三位一体改革を分析している（北村 2005、2007、2009）。北村は、選挙
制度改革とそれに伴う政権政党の政党組織の集権化、また執政制度改革によって強化され
た首相と政権首脳部であるコア・エグゼクティブの行動に注目する。北村によれば、制度的
な集権化によって政権党内、省庁間調整の政策過程において以前よりも強い影響力を行使
することが可能になった首相は、地方財政改革という公共性の高い政策目標を実現するこ
とが可能になったとする。また経済財政諮問会議など新たな政策決定の場を通して、交付税
削減や税源移譲といったマクロな政策の実現を図り、同時に補助金改革のように詳細な政
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策内容に関する情報を必要とする改革には地方自治体を政策過程に参入することで実現を
図ったとする。また伊藤正次も北村同様に、コア・エグゼクティブに注目して地方分権改革
の過程を分析している（伊藤 2007）。 
これら地方分権改革を推進するアクターとして国会議員を挙げる研究に、筆者は基本的
には同意する。曽我らが示すように選挙制度改革が国会議員の行動変化の契機となったこ
とは、地方分権改革に関わらず多くの研究で述べられているところである。また政党組織の
集権化、執政制度改革も政権執行部にとっての自分たちの望む政策を実現するための制度
装置として機能している。これらの例証として郵政改革が挙げられる17。 
このように国会議員に焦点を当てた研究は、選挙制度を行動のルールとして導入するこ
とで明確な因果メカニズムを提示している。しかし以下の二点で改善点を有している。第一
に、国会議員の行動だけでは地方分権改革における事例間の違いを説明することができな
いことである。曽我や北村の研究はそれぞれ、第一次分権改革と三位一体改革を分析の対象
としている。しかし、これら分析は地方分権改革全体を包含したものではない。特に問題設
定で示したように、1990 年代以降、第一次分権改革と三位一体改革、第二次分権改革と大
きく分けて三つの段階があるにもかかわらず、地方財政に関わる改革は三位一体改革での
み可能となっている。この三つの改革を比較して考えるとき、選挙制度改革による国会議員
の行動の変化や、中央政府レベルでの政党組織、執政制度の集権化にも関わらず、行政面で
の改革は進む一方で、地方財政制度の改革（補助金制度・税源移譲・交付税改革）などが、
同時に進んでいるわけではないことが指摘できる。この点は、1990 年代以降の日本の地方
分権改革において財政面での改革が必ずしも進んでいない点を国会議員の行動の変化だけ
では説明できないことを物語っている。 
 第二に、確かに曽我の示すように、政権党（自民党）は中選挙区制下において、地方へ利
益分配することで、再選可能性を上昇させる戦略をとり、小選挙区導入後において、これら
戦略を転換させきたことには同意できる。ただし、国会議員が選挙制度改革に伴って地方分
権改革と地方財政改革を行っているとしても、これまで地方制度と地方財政が制度的に維
持されてきた理由を説明しない。よって中選挙区制度下における利益分配が地方財政制度
とどのような関わりがあるのかを示す必要がある。 
 
                                                   
17 例として伊藤光利の郵政民営化に関する研究を参照されたい（伊藤 2006）。 
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２.２.３. 先行研究のまとめ 
前項までに取り上げてきた先行研究の議論を整理すると以下三点である。 
第一に、マクロな変数に注目した説明は、具体的な政治アクターの行動を説明することが困
難な上に、地方分権改革がなぜ 1990 年代に入って始まったのかという点を説明できない。 
第二に、政治アクターに注目した研究に関しては自治官僚やエントレプレナーとしての
地方自治研究者や一部の国会議員、地方政治家は、地方分権や地方財政改革にとっての必要
条件である可能性は否定できない。しかし、なぜ拒否権を有している政権党の国会議員が改
革に反対せず、賛成したのかということを説明するものではない点に問題を抱えている。 
 第三に、国会議員に焦点を当てた研究は選挙制度改革を契機とすることで、なぜ 1990 年
代に入って地方分権改革や地方財政改革が進展しているのかという点を明らかにしている。
しかし地方分権改革が進んでいく過程で、必ずしも地方財政の改革が容易には進んでいな
い点を説明できない。 
 以上の三点が先行研究に残されている問題点である 
 
２.２. 分析枠組みの提示 
  
 前節では先行研究を整理したが、本節では本論文が拠って立つ分析枠組みを提示してい
く。先行研究では、改革アクターとして官僚やエントレプレナーとしての一部の国会議員や
地方議員、さらに国会議員に焦点を当てた研究を批判的に検討してきた。そこで、先行研究
において見落とされているアクターを分析に導入する。そのアクターとは首長や地方議員
といった地方政治家の存在である。また本論文では、地方財政制度をアクターの戦略的行動
によって成立する均衡として理解する。つまり、国会議員、地方政治家、官僚によるリンケ
ージ形成とその変化によって、中央地方関係の形成と維持と改革が行われることを示す。こ
れらアクターを結びつける上で鍵となるのは、中央政府と地方政府の間の移転財源を巡る
コミットメント問題である。 
 
２.２.１. 中央政府と地方政府の間の移転財源を巡るコミットメント問題 
本論文では、中央・地方関係を国会議員と地方政治家によるゲームによって成立している
「均衡としての制度」としてとらえる。「均衡としての制度」は政治アクターの戦略的な行
動の結果として制度を理解するものである。制度をめぐる議論の中ではアクターを拘束す
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るルールとして制度をとらえる見解もあり、これは「ルールとしての制度」と呼ばれる。ま
ずは制度分析をめぐる議論における「均衡としての制度」と「ルールとしての制度」の違い
について概括した上で、本論文で中心的な論点となるコミットメント問題について述べて
いくこととする。 
（１）「均衡としての制度」と「ルールとしての制度」 
制度をめぐる議論は社会科学全体において盛んに行われている。特に日本では改革の必
要性が多くの分野で提唱され議論されていることもあり、制度の変化に関する研究が盛ん
である。これら制度に注目する研究は「新制度論」として包括的に議論されており、政治学
での制度への注目はもちろん、経済学における新制度派経済学など隣接他分野の研究の進
展に符合している18。新制度論は政治学では従来から流布していた行動論や国家論、日本の
研究文脈では多元主義論に対抗する議論の中から形成されてきたといえる19。 
しかし、ひと括りに「新制度論」とは言っても様々なバリエーションがある。例えば、何
を「制度」と考えるのかという点に関して大きな開きがあり、合理的選択制度論、歴史的（構
造的）制度論、社会学的制度論の三つに分類される20。合理的選択制度論では、制度につい
てアクターの行動を規定するルールとしての側面を重視する。また、歴史的（構造的）制度
論は制度における歴史的文脈や経路依存性を重視する。そして社会学的制度論は規範や認
知的要因の重要性を指摘している。合理的選択制度論は、方法論的個人主義やアクターの目
的合理性を採用し、ミクロなアクターの行動を整合的に説明することで制度の持つ因果的
効果について明確化できる点に利点がある21。 
上記に挙げた制度論における議論は、何を制度とするのか、方法論的個人主義を採用する
のか否かという点では違いがあるが、一定の制度が特定の政策や政治現象に結びつくこと
を説明するものである。 
では、本論文が試みるような制度の形成と維持を従属変数とした場合には、制度はどのよ
うに理解されるのであろうか。この場合には、制度はアクターの行動によってもたらされる
「均衡」として理解される。これは、「ルール」として制度を理解する視点とは異なり、「均
                                                   
18 新制度派と呼ばれる経済学の発展に関しては、Furubotn and Richter(2005)を参照。 
19 宮本(2001)、河野(2002)、建林、曽我、待鳥(2008)。 
20 河野(2002)。 
21 しかし、一方で合理的選択制度論はルールに還元できないマクロな制度、組織などの要
因を捨象しているといえる。制度論に関わる三つのアプローチは必ずしも排他的ではない
が、接合は容易ではなく、単純な接合は返って各アプローチの特性を失うことにもなりかね
ないとする見解もある（網谷 2003）。 
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衡としての制度」と呼ばれる。 
この均衡として制度を理解する場合に合理的選択制度論によって制度変化を説明するに
は、従属変数として設定する制度の変化を独立変数として設定するルールの変化がもたら
すものとして設定する。つまり上位の制度が下位の制度の形成行うと考えれば、与えられた
「ルールとしての制度」を独立変数として従属変数の制度形成と変化を分析できる22。この
とき、制度は合理的なアクターの最適戦略の組み合わせの帰結となるので、ナッシュ均衡と
して自己拘束的となる。 
しかし複数均衡が存在する場合には、アクターの合理的選択のみでは均衡解を確定させ
ることができない。この意味でフォーカル・ポイントなど外生的な変数を導入しなければい
けない。また、複数の均衡の中で相互にとってより利得の高い均衡にアクターの行動を導く
には、アクター間の行動を調整する必要がある23。よって合理的選択制度論において制度形
成や制度変化を分析しようとすれば、外性的な要因の存在を想定する必要があるのである。 
こうした合理的選択制度論における制度変化を捉える上で、外性的な要因との接合を図
るものとして、青木昌彦の「比較制度分析」アプローチが存在する24。青木は上記の整理で
言う三つの制度論の融合を図っている。青木は均衡としての制度の立場に立ち、「共有され
た予想の自己維持的システム」として制度を定義する25。そして、完全情報を前提する従来
のゲーム理論の前提を緩めて不完備情報と限定合理性に基づくモデル化を行い、繰り返し
ゲームと進化ゲームを用いて制度の安定と制度変化や進化を説明するツールを提供してい
る。別の言葉で言えば、「どういうふうにゲームが展開されるかということに関する予想と
して共通に理解されている、そういうものを制度として考え」ている26。また「（制度は）ど
こかゲームの外から外生的に与えられるものではなくて、内生的に進化してくる、そして均
衡の特徴を簡単に要約したものである」27。青木に基づけば、制度変化はある「共有予想」
から他の「共有予想」への移行となるのである28。 
青木の比較制度分析はゲーム理論の複数均衡問題の解決に関して認知的要素を取り入れ、
                                                   
22 Tsebelis(1990)、建林、曽我、待鳥(2008)。 
23 これは、一般に調整（コーディネーション）問題と呼ばれる。 
24 青木の比較制度分析の枠組みを体系的に提示しているものとしては、青木（2003）があ
る。また端的に理論的内容をまとめたものとして、青木（2002,2011）を参照されたい。 
25 青木（2003：14）。 
26 青木（2005：3）。 
27 青木（2005：3）。  
28 青木（2005：265）。 
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歴史情報にも依拠することで、経路依存性といった論点も含んでいる。このことから複数均
衡として存在する多様な制度配置の生成過程とその安定性を説明する。また各種制度間の
制度補完性の重要性についても指摘している。本論文でも、この青木の共有予想としての制
度の理解を採用する。 
（２）コミットメント問題と地方財政 
 これまでに挙げた制度の理解とともに、本論文の中で重要な概念となるのがコミットメ
ント問題である。コミットメント問題とは、経済学において発展した契約理論における当事
者の機会主義的行動をいかに抑制するかという問題である。つまり、ある契約を締結した後
に事後的に一方の当事者が締結時の約束を守らないことが想定される状況において、機会
主義的行動をとらせないことをコミット（約束）できるかどうかの問題といえる。 
このコミットメント問題は「組織の経済学」、「情報の経済学」など経済学における多くの
理論分野で分析の対象とされている。いずれにおいても、経済主体の有する私的情報の存在
や予見不可能な事態の発生となどに起因する「情報の非対称性」を前提としている。具体的
には逆選択問題などに見られるような契約締結以前の問題のほかに、資産の特殊性などの
要因から契約締結後に取引相手が契約内容を履行しないような問題などが挙げられる29。そ
こで契約当事者は、相手方が自分にとって不利となるような情報を隠匿している可能性や
背信行為の可能性、さらには契約締結後に生じる様々な不測の事態の発生などについて、全
てを想定した上でその対応策を規定するような契約を締結したいと考える。こうした完璧
な契約は「完備契約（complete contract）」と呼ばれる。しかし、契約当事者は限定合理的
で実際上「完備契約」の締結は不可能であり、結ばれるものは「不完備契約（incomplete 
contract）」とならざるをえない。この「不完備契約」における問題の中にコミットメント
問題は位置づけられるのである。 
この契約におけるコミットメント問題を緩和するには、裁判所など第三者の介入によっ
て問題の解決を図ることも考えられるほか、取引自体が継続的である場合には機会主義的
行動を受けた当事者が報復的行動をとることを明らかにすることや、「信頼」といった「評
                                                   
29 資産特殊性がもたらす、事後的なコミットメント問題の例としては、特殊な部品を必要
とする製品を組み立てる業者と、その特殊な部品を納入するために特別な設備投資を行っ
ている部品製造業者の関係が挙げられる。部品製造業者は、特殊部品のための設備投資を行
っており、他の組み立て業者に部品を納入することができず、組み立て業者との取引がなく
なってしまえば、回収不可能なサンクコストを負ってしまう。このため、組み立て業者は、
事後的に、部品価格の値下げを要求するなど、機会主義的行動をとる可能性がある。これは
「ホールドアップ問題」と呼ばれている（菊澤 2006：21）。 
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判（reputation）」のメカニズムを組み込むことが考えられる（Greif 2005） 
（３）コミットメント問題と中央地方関係 
こうした契約理論に基づくコミットメント問題は、政治学におけるや中央地方関係や地
方財政の分析にも応用されている。以下それらを概観する。 
①国家形成・経済成長をめぐる議論 
第一に挙げられるのは、財産権の保護をめぐる議論を基礎に国家形成と経済成長を可能
にする政治制度の形成を分析しているものである。これら議論の中で中央地方関係を取り
上げているものとして、ワインガストの議論がある(Weingast 1995)。彼の議論によれば、
市民の財産権を保護して市場における自由競争を促進させるためには、限度を超えた課税
など強権的な政府の行動を抑制させる必要がある。このときに中央政府ではなく地方政府
に課税や経済政策の権限が与えられていれば、政府が自由競争を阻害するような政策は採
らないという。なぜならば、地方政府間にはティボーの足による投票に見られるように競争
原理が働くので（Tiebout 1956）、過度な経済介入を抑制するインセンティブが働く。よっ
て政府による過度な課税などの経済政策に関する権限が、地方政府に与えられている状況
が経済成長を促進する要因となるのである。このとき、中央政府の権限抑制と地方政府への
権限付与が確かもの、つまりコミットメントを有するものとして認知されるために、憲法制
度が重要になるという30。  
②ソフト・バジェット論 
コミットメント問題を用いた議論の第二としては、中央政府からの地方政府への補助金
を通した財政移転と地方政府の戦略的行動に注目したソフト・バジェット論が挙げられる。
代表例は、中央政府から地方政府への財政移転と財政赤字の発生に関する分析を行ってい
るロッデンの議論である（Rodden 2005）。彼によれば、中央政府と地方政府の政策実施に
おける融合度が高く、補助金などの移転財政が多い場合に、仮に地方政府が財政破綻した場
合に中央政府からの事後的救済（ベイルアウト）を受けることが可能ならば、地方政府は投
資効果の低い事業を進め、財政規律が緩んでしまう。このとき、中央政府が地方政府の破綻
                                                   
30 さらに、ワインガストは議論を進めて中央政府と地方政府間で財政政策と金融政策を分
離させることが経済発展を促進することを示している。中央政府は貨幣発行権を有し金融
政策を行うが、財政政策も同時に行う場合には財政政策の拡大に伴う赤字を通貨発行によ
るインフレーションで解消しようとする誘因が生まれる。よって地方政府が財政政策の多
くを担うことで、金融政策と財政政策の分離を中央政府と地方政府間で行うことで、財政規
律の維持とインフレ抑制が可能になり経済成長を促すとし、中国を例として「市場保全型連
邦制」と呼んでいる（Qian and Weingast 1997）。 
22 
 
に対して事後的救済を行わないことを宣言していても、実際に地方政府の破綻が発生して
しまうと中央政府が救済することが効率的になってしまうため、中央政府が事後的救済を
行わないとする宣言には信用性がなくなってしまう。つまり、中央政府の不介入という行動
には、時間的整合性（time consistency）がなくコミットメントを持たないために、地方政
府のモラルハザードが起こるのである。この結果地方財政はもちろん、財政移転を行う中央
政府自体も財政赤字が増大することが予測される。こうした問題をソフト・バジェット（弱
い予算制約）問題と呼んでいる31。 
このソフト・バジェット論の議論を進めて、ロッデンは中央政府から地方政府への財政移
転と地方政府の債券発行権限の統制を組み合わせて実証を行っている。つまり財政移転が
少なく、地方政府に債券発行の自律性を担保していた場合には、財政規律が保たれる。また
財政移転が多くても、債券発行の自律性を一定程度中央政府が統制していれば、この場合で
も財政規律が深刻にならない。そして財政移転が多い上に地方債発行の自律性が地方政府
に任されている場合には、財政赤字がもっとも増大しやすい。このことをロッデンは計量分
析で示している。 
ソフト・バジェットの議論は、地方財政赤字の拡大が政治問題となっている日本でも地方
財政改革の議論の論拠になっている。地方交付税制度が各自治体の基準財政需要を元に計
上されながらも、その計上は実績ベースになっている。よって自治体は財政赤字に対する国
の事後的な救済を期待し、必ずしも自治体の徴税や効率的行政運営を促すような制度設計
とはなっておらず、ソフト化しているというのである（赤井他 2004、赤井 2006）32。 
③財政集権化をめぐる議論 
最後に取り上げるのは、本論文で問題としている財政的な中央地方関係の変化を、コミッ
トメント問題を用いて分析しているディアス・カエロスの議論である（Diaz-Cayeros 2005）。 
二十世紀の国家体制では、多くの国で課税権限の地方政府から中央政府への移譲が起こ
り、財政は集権化している。確かに福祉国家化など行政活動の拡大もあり、地方政府が個別
に税金徴収を行うよりも、中央政府が一括して徴税したほうが徴税コストはが小さい。しか
                                                   
31 ソフト・バジェット論はコルナイの社会主義国家における政府と公企業との間で生じる
モラルハザードと非効率性の議論を下敷きにしており（コルナイ 1984）、これを中央政府と
地方政府の関係に応用したものといえる。 
32 後の章にて検討するが、自治体の公共事業の実施に関して、原資とする地方債発行の元
利償還金を地方交付税の基準財政需要に組み込むようになっていることなども、将来の中
央政府の救済可能性を期待させる要因として機能していると考えられる。 
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し各国で財政集権化の程度には違いが見られ、また一貫した集権化傾向が見られるわけで
はない。こうした財政集権化が起こった要因をディアス・カエロスは、中央政府の政治家と
地方政治家のゲームとして定式化している（Diaz-Cayeros 2006）。税源を有する地方政治
家は、財政集権化が行われた場合に、中央の政治家が財政移転を確実に行うのかという点に
関して疑いを持っている。つまり、中央政府の国会議員の地方議員に対する財政移転に関す
るコミットメント問題として財政集権化を提示しているのである。地方政治家が財政集権
化に同意するのは、このコミットメント問題に対する解決方法が信用性を有する場合であ
る。ディアス・カエロスはコミットメント問題の解決に資するものとして、政党による利益
分配システムの確立や官僚や中央銀行といった第三者機関による財政移転の取り決めを提
示している。そして、メキシコを中心とした南米各国での比較事例分析を行っている。メキ
シコでは制度的革命党(PRI：Partido Revolucionario Institucional）が支配政党として確立
し、政党が強く関与した地方政治家の任命が行われる下で、全国レベルでの政党組織による
利益分配システムが形成され、財政的なコミットメント問題の解決が図られたことが示さ
れる。ブラジルでは地方政治家の権限が強く、全国的な支配政党が登場しなかった。このた
め地方政治家のコミットメント問題が解決されず、財政集権化が進むことはなかったとす
る33。 
これまで、政治学において中央地方関係の分析にコミットメント問題を取り扱っている
議論を整理してきた。国家形成と経済成長をめぐる議論からは、課税や経済政策権限の中央
政府から地方政府への移譲が財産権保護をめぐる国家と市民の契約のコミットメントを成
り立たせることが示されている。またソフト・バジェット論からは、地方政府の財政破たん
に関して、中央政府が事後的救済を行わないことにコミットメントがないため、地方政府の
財政規律が緩んでしまうことが示されている。さらに財政集権化をめぐる議論からは、中央
政治家と地方政治家の間の移転財源をめぐる契約において、政党の存在がコミットメント
をもたらすことが示されている。上記の整理から、「均衡としての制度」としての地方財政
                                                   
33 事例分析では、ベネズエラ、アルゼンチンの事例も取り上げられている。ベネズエラで
は、財政集権化とともに支配政党の登場も見られたが、財政集権化に先行している。この地
方政治家の財政集権化の選択は、中央政府の有する豊富な石油産出に伴う利益の配分が大
きく作用していると説明される。アルゼンチンでは全国政党の形成も見られたが、体制転換
が頻繁に起こることで政党形成は複雑化し、地方政治家のキャリアに強く影響するような
政党組織の形成は見られなかった。また政党ではなく第三者機関としての中央銀行に配分
権限を与え、地方交付税に類する複雑な配分制度が設けられたが、コミットメント問題の緩
和は図られず、財政集権化が大きく進まなかったと説明している。 
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制度を捉えること、さらに地方財政に関してコミットメント問題が存在することを提示し
た。この二つの視点を用いることで、日本における地方財政制度の安定と変化は説明に可能
になると考える。特に、財政集権化をめぐるディアス・カエロスの議論は、本論文と同じく
中央地方関係の変化を従属変数として設定している点で、特に参考となるものである。 
ただし、日本における地方財政制度の変化を分析するに当たり、留意する点が以下三点あ
る。第一にコミットメント問題に規定される地方財政の変化について、集権化だけでなく分
権化を含めて広くとらえる点である。第二に、中央地方関係が均衡としての制度として成立
する上で、戦略的に行動するアクターとして国会議員と地方政治家に注目する。国会議員は、
特定の選挙制度とその選挙制度の影響を受ける政党組織によって規定される行動をとる。
また地方政治家は、首長と地方議員から構成される。第三に、国会議員と地方政治家の行動
を媒介する上で官僚の存在に注目する点である。 
上記三点を踏まえて以下で、本論文が採用する分析枠組みを提示していく。 
 
２.２.２. 日本における地方財政とコミットメント問題 
本論文では、地方財政におけるコミットメント問題を財政的集権化のみならず、広く地方
財政の変化に適用する。ディアス＝カエロスの提示したゲームは主に財政集権化に焦点を
当てている。しかし、本論文ではこの適用対象を財政集権化自体に限定することはせず、集
権化・分権化を含め広く地方財政制度の変化と安定化の要因として、コミットメント問題を
扱う。その理由は、中央政治家と地方政治家のコミットメント問題が、財政集権化のみなら
ず分権化の制度選択においても存在しているからである。後に示すように、補助金改革と税
源移譲のことを想定すれば理解しやすい。例えば、税源移譲されることを地方政治家が意図
して、補助金の廃止を志向したとする。このとき国会議員の選択肢としては、補助金を廃止
した上で地方に税源として配分する可能性とともに、地方に移譲することなく国の財源と
してそのまま保持する可能性がある。この場合地方政府は、それまで有していた財源の総量
を分権化の名の下に減少させることになってしまう34。このように地方財政におけるコミッ
トメント問題は集権化・分権化を問わず存在しており、その解決のされ方を通して地方財政
は制度的に安定化し、または変化が生まれると考えられるのである。  
（１）国会議員と選挙制度・政党組織 
                                                   
34 同様の視点を有するものとして、砂原（2007）を参照されたい。 
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国会議員が地方分権改革を推進する改革アクターとして、重要であることはすでに述べ
ている。国会議員の行動を分析するには、その議員がどのようにして選ばれているのかとい
う点に注目する必要がある。この点で選挙制度と政党組織のあり方が重要になる。これらは
議員が再選や昇進、政策実現などの目標を実現する上での戦略を規定するためである。まず
選挙制度に関しては、選挙区定数の問題が挙げられる。理論的にも選挙定数の大きさは、当
選を可能とするために十分な得票率に違いを生む。その結果、選挙区定数が大きいほど、議
員は当選のために中位投票者など選挙区全体の有権者ではなく、部分的な有権者からの得
票戦略を取るようになることが示されている(Cox1990；Mayerson1993)。日本においては、
1993年の総選挙時まで同一選挙区において概して 3 人から 5人の複数の当選者が生まれる
中選挙制度を採っていた。この中選挙区制の下では同一政党から複数人の候補者が立候補
しており、現在の小選挙区制度に比べて選挙区の面積も広域であった。よって国会議員（特
に衆議院議員）は選挙区での同一議員との同士討ちを防いで票割りを行うために支持基盤
を地域で分割するほか、政策分野での棲み分けを行っていたという（建林 2004）。こうした
選挙制度のもたらす誘引構造は、国会議員により部分的な利益の分配を志向させ、部会・族
議員といった政策分野に基づく議員の専門化をもたらした（猪口・岩井 1987）。結果として
個別利益を選挙区に分配することを志向する国会議員を抱えて、中選挙区制下における政
権党の組織構造も分権的なものとなり、執行部のリーダーシップが発揮しにくい構造とな
っていたのである。政権党の政党組織は分権的で財政再建や財政規律強化などのより公共
性の高い政策目標が追求されにくかった35。 
 選挙制度は、政党内部における中央と地方の関係にも影響を与えている。政権党議員が同
一選挙区下において、自党議員とも議席を争う必要があった点はすでに述べたが、同士討ち
の防止と効率的な得票分割を可能とするために地方政治家に集票を依存していた。地方政
治家は国会議員との間に「系列」と呼ばれる関係を築くことで、国会議員の集票に貢献して
いたのである（井上 1993）。地方政治家としても、こうした国会議員とのパイプを通して補
助金を獲得していくことで、政治的影響力を行使していた（村松・伊藤 1984；村松 1988；
広瀬 1993）。地方政治家の側でも、国会議員との関係を築いて利益誘導を図ることが政治家
としての自らの再選の可能性を向上させることにつながった。この結果、個々の中選挙制下
の国会議員は、その地方議員の利益を実現させる誘因を有していたと考えられる。 
                                                   
35 この点に関して、国家予算に関して分析を行っているものとして Fujimura（2009）を参
照。 
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これに比べて衆議院において小選挙区制度が導入されてからは、これまでに述べた中選
挙区制度下での国会議員の行動戦略は変更を迫られることになった。それは候補者選定と
集票戦略に表れる。選挙区において同一政党内における候補者が必然的に一名に絞られた
よって、候補者にとっては個人得票よりも政党のラベルの重要性が増し、政党の公認を獲得
することが重要となった。ゆえに公認権を与える政党執行部の影響力は拡大し、政党組織が
集権化することにつながった。この政党組織の集権化は、執政制度改革による内閣機能の強
化と合わせて首相など政権執行部の影響力も拡大させ、財政再建などの公共性の高い政策
目標も追及可能になったとされる（伊藤 2006）。 
さらに選挙制度の変更は集票戦略の点での影響も大きい。定数が 1 となったことは、候
補者にとって、選挙区の部分利益の獲得することを志向した集票戦略から、選挙区の有権者
全体から集票をめざすことが当選可能性を上昇させることを意味する。よって、国会議員は
選挙においてそれまでの地域や政策セクターに特化した利益誘導を行い、地方政治家に集
票を依存する程度が低下したのである。このことから選挙制度改革後に地方財政を擁護す
る誘因は小さくなったと考えられるのである 。 
（２） 地方政府と地方政治家としての首長と地方議員 
本論文が大きく枠組みを援用するディアス＝カエロスのモデルでは、アクターが中央政
治家と地方政治家の単純な二者として想定されている。本論文でも地方政治家に注目する。
また本論文においては、中央地方関係における財政の集権化だけでなく、分権化の過程にお
いても中央政治家と地方政治家の間に移転財政をめぐるコミットメント問題が存在するこ
とを述べた。まずは、財政的な分権化の過程においても地方政治家の行動に注目する理由を
示す。 
財政的な分権化の過程においても地方政府が中央政府の間で財政的な契約関係にあり、
コミットメント問題が重要となる理由は、政策の実施主体として地方政府が有しているリ
ソースによる。日本においては中央政府と地方政府の関係は「融合的」であるとされる。つ
まり、多くの政策領域において中央政府と地方政府とが共にサービス供給に関わっている。
さらにかつては機関委任事務、現在は法定受託事務として中央政府の政策の実施が地方政
府によって担われている。このことは、中央政府が一方的に地方政府への移転財源を減額し
た場合には、その影響が地方政府の政策実施のみならず中央政府の政策実施にも影響が生
じることを意味する。同時に、地方政府は政策実施主体として多くの政策情報を有している。
つまり、中央政府は政策執行を地方政府に依存しており、その中央政府の政策を担保として、
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地方政府は中央政府に影響力を行使することができるのである36。 
もちろん、地方政府への移転財源の削減と同時に地方政府の行っている行政サービスを
中央政府に移管することによって、政策の分離化と中央政府への集中化を行うことが可能
であれば、地方政府の意向に左右されること無く、政策の変更を行うこともできる。しかし、
中央政府が全国レベルで新たな人員を確保し政策の実施機関を設置することは現実的には
難しい。このことから、地方分権改革の中で財政的な面で分権化を志向する改革を行う際に
も、地方の意向を無視して進めることが難しいのである。 
次に、地方政治家の構成についても検討する必要がある。日本の場合、地方政府は執政長
官たる首長と地方議会議員の両者が別々に公選される二元代表制を取っている。よって地
方政治家である二者の行動の違いについても留意する必要がある。この点で両者の選出さ
れる選挙制度の違いが重要となる。首長と地方議員はそれぞれが選挙での再選を目指し政
治的競争を行っている。しかし首長は定数 1 の自治体全体を選挙区とする小選挙区と同一
視可能な選挙制度で選出されるのに対し、地方議員は多くが自治体を地理的に分割した選
挙区で複数定数による中選挙区制、もしくは自治体全体を範囲とした大選挙区制によって
選出されることが多い37。また、地方議員の多くが複数選挙区で選出されることは、中選挙
区制度下での自民党議員の選挙戦略同様に、集票において政党投票よりも個人投票の獲得
を促すことが指摘できる（Carry and Shugart1993、建林 2004）この結果、選挙区の地理
的範囲と定数の違いから議員がより組織化されやすい利益（個別利益）を志向するのに対し
て、知事は組織化されない利益（集合財）を志向する。よって選挙制度の違いから、首長と
地方議員の間には部門間対立が生じる可能性が生まれるのである。（Mainwaring and 
Shugart 1997；Shugart and Haggard 2001；Samueles and Shugart2011；曽我・待鳥 2007；
砂原 2011）。 
ただし、首長と地方議員の志向する利益の違いは、常に顕在化し、部門間対立につながる
                                                   
36 第一次分権改革の成果である 2000 年の地方分権一括法によって、機関委任事務が廃止
され、法定受諾事務が創設された。制度上地方自治体は法定受諾事務に不満があれば、これ
を拒否して国地方係争処理委員会に訴えることもできる。 
37 都道府県議会議員と政令指定市議会議員は地理的に分割された選挙区で選出され、その
ほかの基礎的自治体の議会議員は自治体全体を選挙区として選出されている。この中で、全
ての地方議員が複数定数の選挙区で選出されているわけではなく、都道府県議会において
は定数が 1 の選挙区で選出される地方議員もいる。しかし、大半は複数定数の選挙区で選
出されている。これに関連して、都道府県議会議員選挙における選挙区定数不均衡問題につ
いて指摘したものとして、菅原（2011）を参照されたい。 
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わけではない。例えば予算編成に関して、集合的利益を志向する首長は予算の歳出と歳入に
関するマクロな総額管理に関心をもつのに対して、部分的利益を志向している地方議員は
強い関心を持たない（曽我・待鳥 2007：第 1 章）。特に予算総額が拡大傾向にあるときに
は、首長の一般的な利益志向と、地方議員の分配志向は対立することは多くはないものと考
えられる。しかし財政赤字の拡大や歳入の減少に面した際には、首長と地方議員の利害対立
は先鋭化する。例えば首長が予算の総額削減を図る場合には、既存事業の廃止などの改革を
議題設定するのに対し、地方議員は既存利益の保護を主張するような事例が多く見られ、対
立が先鋭化する（砂原 2011）。 
（３）官僚の存在 
ディアス＝カエロスのモデルで、アクターとして登場していないものとして、官僚の存在
がある。日本において自治制度や地方財政を管轄しているのは自治省（総務省）である。こ
の自治官僚の存在が日本において中央地方関係や地方財政を分析する際にも注目されてき
たことは先行研究の整理にて述べた通りである。では、官僚は地方財政をめぐる国会議員と
地方議員のゲームにおいてどの様な役割を果たすのであろうか。この点を考える上で、官僚
の行動がどのようにして決定するのかという点を考察する必要がある。 
先に述べてきたように、これまでの官僚制の選好に関する議論では、予算最大化モデル
（Niskanen1975）や、権限最大化（加藤 1997）、官僚組織形成モデル（Dunlevy1991）、組
織存続と名声の最大化（戸矢 2003）、戦略的中立性（Huber 2001）などが提示されてきた。
また特に自治官僚の行動に関しては、「カメレオン体質」（伊地知 1978）「未完の分権改革を
志向する」（金井 2007）といった表現で示されてきた。さらに自治省の有する大きな権限と
しては地方交付税の配分や地方財政計画の策定が挙げられる。このために地方財政制度の
もたらす政策効果38や地方交付税の個別配分に関する研究39はなされている。しかしこれら
の分析においては、景気変動や社会経済環境の変化に対応した制度運営が行われているこ
とは明確にされてはいたものの（田邊 1999）、政策形成に当たる自治官僚の行動が何によっ
                                                   
38 例えば、田邊国昭は、地方財政交付金制度から地方交付税制度へと制度転換が行われた
ことが、大蔵省と自治省との地方財源をめぐる交渉のコストを低く抑え、経済成長に対応し
た地方財政の拡大が可能になった点を明らかにしている（田邊 1991）。このほか、先にも触
れたソフト・バジェット論に基づいた現行の地方交付税制度に対する批判は多く行われて
いる。 
39 田村健一は、そもそも地方交付税の配分は、客観的であるのかという点に疑問を持ち、
計量分析で、知事に党派性に基づく配分が行われていると主張している（Tamura 2010；田
村 2012）。 
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て決定されるのかという点に関して明確にしないまま議論が展開されてきた。特にこれま
での自治官僚の行動に関わる議論では、政治家との関係が見過ごされてきた。つまり、国会
議員の意向や選択によって自治省の行動が規定する可能性について検討されていなかった
のである。そこで自治省の行動に与える政官関係を検討する上で、本論文は本人代理人理論
を採用する。政治家は政策形成のコストを考慮し、自分たちの政策選好に近い政治アクター
には、政策を委任しうる（McCubbins 1985 ; Epstein and O’Halloran 1999）。よって、自
治省が地方財政に関する権限を有していること自体も、政治家の選択の結果として考える。
つまり、政治家によって官僚組織が形成され、政策に関する権限が委任されていると考える
ことができる。このことはまた政治家にとって、権限の委任が自分たちに都合の悪い場合に
は、組織再編を行うか委任を撤回することも可能であることも意味する。 
本人代理人に基づく議論では、代理人の逸脱行動の発生（エージェンシー・スラックス）
が予測される。また本人の複数性から代理人の行動に裁量が生まれることも指摘される。例
えば、族議員政治において首相など政権幹部と族議員の間で政策選好の違いに違いがある
場合には、官僚の情報操作や逸脱行動が発生したことが指摘されている40。しかし自治省の
場合には他の政策官庁と違い、はっきりとした族議員を有していないことが指摘されてい
る（神 1986；猪口・岩井 1987）。このことは自治省が政権党の一部の議員と政策情報を共
有し、政権執行部に抵抗するような可能性を低下させることにつながる。ただし明確な族議
員が存在しないことは、自治制度や地方財政に関する政策情報を有する国会議員が存在し
ないことを意味しない。国会議員の中には、旧内務省を含めて多くの自治省出身者がいるほ
か、首長や地方議員の経験を有する議員が多くいることは周知の事実である。こうした議員
が政策情報を有しながらも「族議員化」しなかったのは、地方財政政策が国会議員にとって
他の国会議員との差別化を図るための個別利益の分配に資するものではなく、議員全体に
とって利益をもたらす「公共財」にあたるからである。よって自治省は族議員を有さないが
ゆえに、本人の複数性によって生まれる代理人の裁量を持ち得ず、政権党内において省の利
益を代弁してくれる確固とした味方を持たなかったのである。 
自治省は制度的資源の面でも限られたものしか有していない。自治省の定員は中央省庁
                                                   
40 利益団体と族議員が結びつき、さらに官僚集団と結託することで特定利益の確保を図り、
財政規律や支出削減といった政権首脳部が有するより公共性の高い政策目標と衝突するこ
とが挙げられる。例えば、農水族の議員が古くは米価維持、減反政策後には転作など農業関
連補助金や農業関連公共事業予算の確保のために活発に活動していたことや（中村 2000）、
整備新幹線や高速道路など様々な事例がある（猪口・岩井 1987；第 6 章）。 
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のなかでも少ない41。また多くの所管予算を有するものの、その大半が地方交付税を通した
地方自治体への移転財政であり、自省で裁量的に用いることのできる予算をほとんど有し
ていなかった42。この意味で地方交付税や地方債発行を含む地方財政制度は自治省の組織存
続にとってきわめて重要であり、自治省の有する権限の中核である43。よってできるだけ政
治家の直接の介入による制度改変と権限の剥奪、組織改変を防ごうとするのである。政治家
の介入をできるだけ排除するために自治省がとりうる行動は、政治家の意向を事前に正確
に認知し、先回りしてその意向を踏まえた行動を取ることであった。自治省は、地方財政に
関する政策運営において、「予測的対応」をとることで上記の目的を果たそうとしたのであ
る44。自治官僚がカメレオンと呼ばれていた理由はまさにこの点にある。自治省の立場は国
会議員に対して極めて脆弱であったのである45。 
以上の整理より自治省は、地方財政に関して国会議員の意向に反してまで、独自の政策を
追求できる立場にはなかったと考えられるのである。また国会議員が地方財政に関して有
している政策選好を常に観察し、変更が生じた場合にはそれに迅速に対応しようとするも
のと考えられる46。 
                                                   
41 自治省の定員は、2001 年の省庁再編前の時点で、外庁の消防庁と合わせても 600 人に満
たなかった（北村 2009：70）しかし自治省は省庁再編の結果、郵政省より情報通信と郵政
事業、総務庁より行政管理、行政評価の各部門と統合され、職員定員 5245 人の総務省とな
った。これは、他の省庁の多くが所管行政の分離や統合により従前の組織維持が困難となっ
た中で、元来規模的には小規模だった自治省が所管行政を手放すことなく総務省として規
模を拡大することになった点で、戦略的な勝利だといえる（今村 2002）。 
42 ただし、他省庁に対して自治省は多くの権限を有している点は見過ごしてはならない。 
43 自治省の管轄する権限は地方財政だけにとどまらず地方行政全体を管轄している。この
ほかに選挙管理や外局として消防庁を有しており消防行政なども所管している。しかし予
算額の面からして地方財政所管の意味は大きい。また地方財政を管轄する中央省庁を独立
に設置させることが官僚制度の設計として唯一の選択肢ではない。例えばイギリスのよう
に地方財政を他の事業とともに一つの官僚に所掌させることも可能であり、また財務省な
ど中央政府の財政官庁の予算策定権限の下に置くこともありうるのである 
（北村 2000-2002）。 
44 北村の一連の研究で示されている、地方財政対策をめぐる自治官僚の行動様式の中でこ
れら予測的対応が示されている（北村 2009）。 
45 この点は、占領期改革期から地方交付税制度の成立時期にかけて、地方財政に関する制
度と所管官庁が定着しなかったことを想起すれば分かりやすい（自治省 1970）。 
46 これに対して、自治省は、地方自治体の要望を中央政府において反映する役目を負って
いるという議論も存在する。確かに自治省は地方自治体に多くの出向者を送り出して詳細
な政策情報を獲得しており、その情報を元に政策を形成している。しかし、自治省は地方自
治体の意向に常に従うわけではない（例えば、市町村合併や、三位一体改革における地方財
政計画の縮小の例を想起されたい）。政管関係から見ると、出向官僚による政策情報の獲得
は、地方自治体の要望を事前に把握し、それらが国会議員通して自治省の政策への事後的な
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２.３. 分析枠組みのまとめと仮説の提示 
 
本章でまとめてきた先行研究と分析枠組みから、本論文では以下のような枠組みを設定
する。 
（１）中央政治家と地方政治家の契約関係 
国会議員と地方政治家は、地方財政上の契約関係に立っているものと想定する。この契約
関係を成立させるには、財政上のコミットメント問題の解決が必要になる。この財源上のコ
ミットメント問題とは、地方政府が政策実施に必要な財源を確保できるかどうかに関する
ものである。地方財源が集権化される場合には中央政府から地方政府へと一般補助金や個
別補助金を通して財源移転が確実に行われるか否かという点が問題となり、財源の分権化
の際には分権化に伴い税財源が中央政府から地方政府へと確実に移譲されるか否かが問題
となる。この点で、地方財政制度を原状から変更するには集権化はもとより分権化に際して
も、国会議員はコミットメント問題の解決に関する地方政治家の同意を必要とする。 
（２）コミットメント問題の解決方法 
先に（１）で示した地方財政に関わるコミットメント問題の解決方法の提示は、国会議員
が行う。国会議員がどのような解決方法を提示するかは、国会議員の行動を拘束しているル
ールに依存する。そのルールとは選挙制度と政党組織である。 
（３）官僚の行動 
地方財政に関する官僚の行動は、官僚制の制度設計権限や制裁などの統制権限を有して
いる国会議員の行動に依存する。よって官僚は国会議員の意向を反映する。官僚の行動は一
般補助金である地方交付税の算定と地方債発行の許可などの地方財政の運営を通して、国
会議員のコミットメントに対するシグナルを地方政治家に対して伝達する役割を持つ。 
（４）地方政治家の行動 
地方政治家はコミットメント問題の解決が図られることが保証された場合には、現状の
財政制度からの変更に同意し、保証されない場合には変更に反対する。ただし、地方政治家
には首長と地方議員とがおり、選挙制度の違いから両者が再選のために志向する利益には
違いがある。首長は分権化改革に際して、国会議員の提示する地方財政の移転の確実性が担
                                                   
介入や修正につながることを防止するための手段であると解することができるのである。 
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保されたと考えれば、財政的自律性を求めて分権化を強く支持する。しかし、地方議員は再
選のための政治的分配を強く志向しているため、首長ほど地方政府による自律的財政運営
を志向してはいない。 
上記四点の枠組みと選挙制度のもたらす効果を基にして、本論文では日本の地方財政制
度の展開と地方分権改革に関して、以下の仮説を提示する。 
日本では、国会議員のうち衆議院議員選挙の選挙制度に 1993 年の総選挙まで中選挙区制
度を採用してきた。中選挙区制度下では、国会議員は補助金などを通して部分利益を選挙区
に分配し、かつ地方政治家に集票を依存していた。地方政治家にとっても、国会議員を通じ
た利益誘導によってこれを再選のための資源とすることができた。また、補助金を通じた地
方への利益誘導を支える財政移転システムとして自治官僚の所管する地方交付税制度が成
り立っていた。このことは、選挙制度とそれに基づく政党の分配システムが制度的に地方へ
の財政移転を地方政治家に保証してきたといえる。つまり、中選挙区制度下では、政党を媒
介とした中央政府から地方政府への財政移転が制度的に確立しており、このことは地方政
治家が地方財政に対するコミットメント問題が解決されていると考えるに足るものであっ
た。よって中選挙区制度下において地方財政制度を維持することが、国会議員はもとより地
方政治家にとっても合理的で自己拘束的な制度として成立したことを意味する。 
しかし、1990 年代に行われた選挙制度改革によって、国会議員の分配志向は低下するこ
とになる。また中央政府のレベルでは執政制度も政党組織も集権化し、国会議員にとって地
方への利益分配を強化し移転財政を確保するインセンティブが低下した。よって、国会議員
は、地方議員への集票依存度の低下から地方分権を志向するようになる。 
国会議員が地方分権改革を志向するようになったことは、既存の制度に基づく地方政治
家の地方財政に対するコミットメント認識を揺るがせることにつながる。しかし、地方財政
改革は、必ずしもすべての地方政府にとって財政的な利得を増加させるとは限らない。よっ
て地方分権改革が試みられても、財政面に関しては現状からの変化がすぐに生まれるとは
限らない。つまり、国会議員が地方政治家にとって財政的な分権改革後の財源確保に関する
信頼に足るようなコミットメントを提示できるときに限り、地方政治家も財源的な分権化
に同意することになる。1990 年代以降の分権改革でもこうしたコミットメントが提示され
たと地方政治家が認識した場合のみに、財政的な分権改革が成功するものと考えられる。第
一次分権改革から第二次分権改革にいたる地方分権改革をめぐる政治過程において、地方
政治家がそのようなコミットメント認識を有する状況が成立したのは、三位一体改革のと
33 
 
きだけであると考えられる。このとき、首相の言明や骨太の方針、閣議決定などによって、
税源保証の確実性があると地方政治家のうち首長である知事たちが強く認識し、財政的分
権化に賛同する行動を起こすことになった。この結果、地方政治家が同意したことで、三位
一体改革では財政的分権化が可能になったと考えられる。他方、第一次分権改革と第二次分
権改革では、国会議員は財源確保のコミットメントを提示することができず、地方政治家の
財政的分権化への同意を確保することができなかったと考えられる。以上の仮説を検証す
るべく、以下の第３章から第７章まで議論を進めていく。 
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第３章 戦後日本の地方財政制度とコミットメント問題 
 
本章では、戦後日本の地方財政制度に変遷に関して包括的に検討してく。第一項では制度
の基本的な内容を提示し、第二項では地方財政制度の歴史的な展開について整理する。この
歴史的な経過の中で重要となるのは、地方財政が国家財政と密接な関わりを持っている点
である。次に日本の地方財政と政治アクターとの関係を示す。第三項では、国会議員は自ら
の再選のために国家予算による支出を行ったとしても、政策の実施には地方財政の動員を
伴わなければならない。ゆえに地方財政が国会議員にとって重要であったことが示される。
さらに、地方財政を所管している自治省（総務省）の政策形成は国会議員の意向に従う必要
があることを示す。第四項では、地方政治家と地方財政制度の関わりについて述べる。地方
政治家の中で、首長と地方議員の間には志向する利益に違いがある。首長に比べて地方議員
は、より部分的な利益を志向しており、財政的な分権には必ずしも積極的ではない。また戦
後の地方財政制度の下では多くを占める非都市部の自治体が補助金と地方交付税を通した
移転財政による自治体間再分配によって、優遇されていた。つまり、地方政府の多くにとっ
て、地方財政制度の変更を求めるインセンティブは小さかったことが示される。本章の議論
は、中選挙区制度の下では、地方財政制度は国会議員と地方政治家の双方にとって政治的な
利益をもたらす制度であったため、制度変更が起きなかったことを示すものである。 
 
３.１. 地方財政制度をめぐる議論の整理 
 
３.１.１. 地方財政計画と地方交付税 
（１） 制度の概要 
 日本の地方自治体は、その実施政策の広範さや活動量から見て、国を含めた公的部門の中
で大きな部分を占めている。また地方自治体は中央政府と地方政府がともに同じ領域の政
策を担当しているのである。次ページの図 3-1 に明らかなように、防衛政策と年金政策を除
き、国と自治体の双方が予算を組み政策を行っている。また中央政府は政策の執行を地方政
府に依存しており、全地方政府の歳出は、中央政府の歳出より多い。これに対して、租税収
入は全地方政府よりも中央政府の方が多い47。よって地方自治体は、国からの垂直的な財政
                                                   
47 かつては国と地方の租税総額に占める地方税の割合が 3 割余りであることから、「三割
自治」という批判があった。現在は三位一体改革による補助金改革や税源移譲を受けて、
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移転を受けることで、政策実施が可能になっている。このため日本は分散・融合的な中央地
方制度であるとされる。 
また、地方自治体には社会経済条件の違いによる税収格差が存在しているが、この自治体
間格差を是正する意味で水平的な財政移転も同時に行われている。こうした自治体の政策
実施の財政的な基盤となっているのが地方財政制度であり、地方交付税制度である。 
 
図 3-1：国と地方の予算上の役割分担 
 
出典：総務省ホームページ「地方財政関係資料」
http://www.soumu.go.jp/main_content/000154465.pdf 2015 年 1 月 12 日最終閲覧  
 
そもそも地方交付税とは、その総額の 6％からなる特別交付税と、94％を占める普通交付
税で構成されている。前者の特別交付税は台風や地震などの自然災害他の特殊事情に伴う
                                                   
地方政府の歳出に占める地方租税収入比は幾分大きくなっている。平成 22 年度を例に挙
げれば、租税収入における地方税の割合は 45.0％である（総務省ホームページ：
http://www.soumu.go.jp/main_content/000165261.pdf 2013 年 1 月 10 日動作確認）。 
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個別・緊急の財政需要に応えるためのものである48。後者の普通交付税の算定方法は、「基
準財政需要額」と「基準財政収入額」によって算出される49。まず、基準財政需要は地方自
治体に関する標準的な水準の行政サービスを提供するために必要な金額であるとして算出
されるものである。この基準財政需要額は約 40 項目にわたる測定単位と、その測定単位当
たりの単位費用、さらに各自治体の自然的、社会経済的、制度的な条件の差を考慮するため
の補正係数が掛け合わされたものである50。 
基準財政収入は地方税法に基づく標準的な税目・税率で課税される年度内の税収入見込
み額である「標準的な地方税収の額」の 75％に、地方譲与税の見込み額を加えたものであ
る。この「標準的な地方税収額」の 25 パーセントはいわゆる「留保財源」とされており、
自治体への徴税インセンティブを与えることと基準財政需要で捕捉できない財政需要への
対応という二つの意図があるという51。こうした個別自治体への交付税配分の仕組みは、図
3-5 の特に右部分を見れば視覚的に確認しやすい。図 3-5 では、同額の基準財政需要額を有
する A 市 B 市という二つの交付税の交付される自治体と、X 市という不交付団体が比較さ
れている。 
（２）地方交付税と地方財政計画の決定過程  
 地方交付税は国税の一定割合とすることが法律上明記されており、所得税と酒税の 32%、
法人税の 34%、消費税の 29.5%、たばこ税の 25%とされている（地方交付税法第 6 条第 1
項）。このように地方交付税の原資は国税の法定率分として確保されており、国の一般会計
から地方交付税特別会計を通して地方財政計画に計上される（図 3-2 参照）。しかし地方財
政計画を策定する際に、この国税の法定率分の次年度歳入見込額が地方財政計画の歳出額
に満たない場合には財源不足が生じることになる（図 3-4-①、②を参照）。この財源不足の
発生時には、財務省と総務省（自治省）の折衝により、この財源不足を埋め合わせる方法が
決定されていくことになる。この財政不足の補てん方法としては、国の一般会計から加算さ
                                                   
48 ただし、東日本大震災の発生を受けた予算編成と復興特別会計に対応するため、特別交
付税は平成 23 年度から 24 年度は交付税総額の 4％、平成 25 年度までは 6％、平成 26 年
度は 5％（普通交付税はそれぞれ交付税総額の 96％、94％、95％）とされている（総務省
地方交付税解説ページ：http://www.soumu.go.jp/main_sosiki/c-zaisei/kouhu.html：2015 年
1 月 12 日確最終閲覧）。 
49 制度の詳細に関しては、様々な書籍や論文で解説があるが、本章の整理においては池上
（2003）、戸谷（2010）、竹前（2011）に多くを依拠している。 
50 測定単位と単位費用、補正係数に関しては細かな変更が毎年されている。平成 24 年度予
算分に関しては、注 48 と同じ総務省ホームページを参照されたい。 
51 戸谷（2010：26-27）。 
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れるか、地方交付税に準じる地方債発行の増発が行なわれることになる（図 3-4-②、③を参
照）。この過程は一般に「地方財政対策」もしくは「地財対策」、「地財折衝」と呼ばれてい
る52。 
地方交付税では、地方財政計画上の歳出総額に対する歳入総額の財源不足が継続した場
合には、「地方財政若しくは地方行政に係る制度の改正」を行うか、国税の法定率の引き上
げを行うことになっている。この財源不足の継続とは、財源不足額が概ね 1 割以上となる
状況が 2 年度連続しており 3 年度以上続くことが見込まれる場合であるとされる53。 
下記の表 3-1 と図 3-2 から分かるように、90 年代後半以降財源不足の継続は常態化して
いる。 
 
表 3-1：地方交付税の国税法定分と地方財政計画総額に対する財源不足額の推移 
 
図 3-2：地方財政の財源不足額のグラフ 
 
出典：表 3-1、図 3-2 ともに竹前（2011：8）より抜粋。 
                                                   
52 政治学、行政学上、この地財対策に注目しているのが北村の一連の研究である（北村 1999、
2008、2009）。 
53 竹前（2011：10）。 
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もちろん、地方法交付税の原資となる国税の割合も引き上げられてきたが、80 年代後半
から 90年代初頭にかけてのバブル景気による国と地方を合わせた租税収入の多かった時期
を除き、財源不足を満たすには至っていない。 
 国税の引き上げ以外の手法による財源不足の補てん方法は、従来は地方債の増額と交付
税特別会計における政府資金と民間資金の借り入れによって行われてきた。しかし特別会
計の借入金の残高が大きくなり、国民に対する透明性の観点からも批判が起こった。よって
2001 年度以降、地方交付税に準じた地方債である臨時財政対策債の発行とそれと同額の国
の一般会計からの加算措置に段階的に切り替えられている54。2007 年度以降は新たに交付
税特別会計での借り入れはなされておらず、その償還に向けた動きが始まっている。 
 以上に地方財政計画の策定とその歳入と歳出の差額を補てんする地方財政対策について
まとめた。こうして、地方財政のマクロな財源保障は可能となっている。先節にてまとめた
ミクロレベルでの財源保障である各自治体への地方交付税の配分は、この地方財政計画の
総額決定というマクロな部分が決定した後に決定することになる。このことはマクロな総
額決定が、ミクロな配分額決定に先行していることからも確認できる。例えば、ある年度の
地方財政計画は、前年の 11 月から 12 月にかけて総務省と財務省による地財折衝を経て決
定され、翌年 1 月の通常国会における次年度国家予算案の国会上程を受けて国会に提出さ
れる55。そして 4 月に地方交付税の第一期分が交付された後、8 月に各団体のその年度の地
方交付税の交付総額が決定される56。地方交付税は、基準財政需要の算定というミクロレベ
ルでの必要経費の積み上げという体裁を有しながら、マクロな総額が決定した後にその配
分が決定しているのである57。 
                                                   
54 臨時財政対策債は、地方交付税と同様に使途が自由な一般財源とされている。臨時財政
対策債にかかる公債費は地方負担となるが、地方財政計画上に計上されることで、マクロな
財源保障の対象となり、かつ個々の自治体にとっては基準財政需要額に算入されることで
ミクロな財源保障となっている。このほか投資的経費にかかる充当率引き上げの為に、財源
対策債も発行されている（竹前 2011：9；小西 2012：118）。 
55小西（2012：100）、金井（1994：171-196）を参照。特に金井は地方財政対策から地方財
政計画の公表に至るマクロの過程を、大蔵（財務）省との調整が必要となる意味で、「外部
財政調整」と呼び、それ以降の個々の自治体への交付税額のミクロ配分額決定過程を「内部
調整過程」と呼んでいる。 
56 普通交付税は、毎年度、4 月、6 月、9 月及び 11 月の 4 回に分けて交付される（地方交
付税法第 16 条第 1 項）。 
57 小西（2012：第 5 章）。こうした背景にはそもそも各自治体での必要経費の算定を予算年
度の始まるまでに行うことが難しいという事情もある。このことは後述する通り、地方財政
平衡交付金制度から、地方交付税制度への転換の際にも重要な点となる。 
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（３）制度の意図 
 上記のような複雑詳細な制度設計がなされている地方交付税制度と地方財政制度は、ど
のような政策意図のもとに設計されているのだろうか。財政学者の議論によれば、地方交付
税制度によって担保されているのは、住民が居住地に関わらず標準的な行政サービスを予
算支出面で受けることができることであるという58。つまり、自治体間による政策の分化と
住民による「足による投票」が起こることを牽制するような制度設計となっているのである。
この結果過疎地や地理的な条件不利地に対しては、一人当たりでより多くの財源が地方交
付税を通して国から移転されることになる。ただし行政支出の面での住民一人当たりのサ
ービスの平準化は、必ずしも個々の住民一人の受け取るサービス自体の平準化や平等化と
はリンクしていない。この意味では、地方交付税による財政調整は自治体間の格差を埋める
べく「地域間平等」を目指した制度であるといえるのである（金井 2006）。 
 また北村亘によれば、中央政府と地方政府間の財政調整制度には地方政府の財政規律の
確保と地方政府の自律性確保、さらに地域間格差の是正という三つの政策目的があるとい
う。しかしこれらはすべて同時には実現不可能であり、二つまでしか実現できないトレリン
マにある（北村 2011）。この意味で国庫補助負担金制度と地方交付税、地方財政計画によっ
て実現しているものは「地域間格差の是正」＝「地域間平等」を確保する中で、地方の自律
性を犠牲にして財政規律の確保の折り合いをつける制度であると言える。このような制度
の形成がどのように行われたのかを、次節で地方財政制度の歴史的展開をたどりながら明
らかにする。 
 
 
                                                   
58 西川（2011：42）、持田（2006：5）。 
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図 3-3：国の一般予算における地方交付税交付金と交付税特別会計、地方財政計画の関係（平成 23 年度予算） 
 
 
出典：竹前(2011:3)、図 1 より抜粋 
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図 3-4：地方交付税のマクロの財源保障の仕組み（平成 23 年度） 
 
出典：竹前(2011:5)、図 3 より抜粋 
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図 3-5：地方交付税のミクロの財源保障の仕組み（平成 23 年度） 
 
出典：竹前(2011:5-6)、図 3 より抜粋 
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 ３.２. 地方財政制度の歴史的展開とそれをめぐる議論 
 
 先項にてまとめた地方財政制度の基本的な概要と制度意図はどのようにして形成され、
運用されてきたのか。本項ではこの点を通時的に検討する。 
 
３.２.１. 制度形成期（1950 年代） 
地方交付税制度の基本的な仕組みは、1950 年に導入された地方財政平衡交付金制度を継
承したものである。地方財政平衡交付金制度は、シャウプ勧告とそれに伴う税制改革を受け
たもので、地方税を国税から分離し安定化させ、地方自治体を自律させようとさせる意図の
もとに始まった。そして地方税で生じる各自治体の財源不足額を積み上げて、合計額を国が
補てんしようとする仕組みであった59。しかし、実際には年度当初に全自治体の財源不足額
を算定し積み上げるのは困難であり、地方財政計画を通してマクロ的に地方の財源不足額
を算定し、平衡交付金の総額を決定することになった60。 
このシャウプ税制に依拠した、国と地方の税源分離の方向性は長くは維持できなかった。
改革自体が国からの補助金の徹底的な整理に失敗している。また 1952 年には適用停止され
ていた地方財政法の負担金区分が復活し、さらに地方の側からの要求もあって 1953 年には
義務教育費国庫負担金制度も復活した61。つまり、当初予定された中央地方間の税源分離よ
りも、国からの補助金・負担金による移転財政制度による財源確保が平衡交付金の目的とさ
れることになったのである。 
財源確保の面から見た際に、平衡交付金制度は問題点を抱えていた。それは、平衡交付金
の総額が各自治体の財源不足額の総計であるという元々の前提を有していたため、原資が
特定の財源と結び付けられていなかったことである。このことは、総額決定に関する調整コ
ストを上昇させることとなり、当時の自治庁は大蔵省（主計局）と平衡交付金の総額決定に
                                                   
59 地方財政平衡交付金制度自体もそれ以前の財政調整制度との連続性を有している。戦後
改革以前にも、農村部の地方団体の財政状況の悪化が問題となり、1936（昭和 11）年に臨
時町村財政補給金制度が、1940（昭和 15）年に本格的な財政調整制度として地方分与税制
度が成立している。これらの財政調整制度形成の過程と経緯に関しては金井（1994：160-
170）を参照。 
60 池上（2003：93-96）。地方財政計画の策定自体は当初マクロな財政指標としての役割を
持っていなかったが、後に地方財政の窮状を大蔵省との交渉の中で訴える上で、マクロ算定
の重要性が生じたという（井出・平嶋 2011：19-20）。 
61 河中（1957）、徳久（2008）。 
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関する交渉を行う必要があった。大蔵省は国から地方への移転財政への拡大には消極的で
あるため、平衡交付金制度を持ってしても慢性的な地方自治体の赤字体質は改善されず、地
方交付税制度への転換へとつながる62。 
地方財政平衡交付金制度から地方交付金制度へと制度が転換されたことには、田邉国昭
によれば以下三つの意味があったという。第一に、移転財政の原資に国税の一定割合を結び
付けることで、地方財政の拡大を経済成長によって増加する国税収入と自動的に連関させ
ることが可能になったことである。つまり、社会経済環境の変化に地方財政の拡大を対応さ
せることが可能になった。第二に、総額調整に関する自治庁と大蔵省の調整がより円滑にな
ったことである。地方交付税の総額決定は、平衡交付金が前提としたような各自治体のミク
ロな需要の算定を行うこと前提として、その総額を大蔵省との交渉の中で決定するのでは
なく、自治庁の策定する地方財政計画の策定を通したマクロな総額決定を受けて詳細な配
分公式を通して各自治体に配分されることになった。第三に、政策決定者の地方財政の重要
性の認識が、自治庁の地方自治体へ統制強化を伴うことで促されたことである。つまり国レ
ベルでの移転財政の総額決定に関するルールの安定化は、地方自治体自体の財政規律の強
化や自治庁の地方自治体への統制強化を伴うことで、信頼を得ることができたともいえる
63。同時期に地方財政再建整備促進特別措置法による給与費をはじめとする経費節減や、町
村合併促進法によって進められたいわゆる「昭和の大合併」が同時期に進められた64。この
ことは大蔵省を中心とした政策決定者の地方財政問題に対する危機認識を与え、また自治
省の地方財政拡大の主張の正当性も付与したという65。このような地方交付税制度への変更
とともに地方財政制度が確立していく過程では、同時に地方財政と中央財政の連関性への
認識も確立した。単に地方財政は危機的状況にあるというだけでなく、国の政策自体も、そ
れを実施する地方自治体に確固とした財政基盤がなければ、有効に作用しないという認識
が広く共有されることになったという66。 
このように、国からの補助金の廃止や税源分離による地方自治体の自立を図ったシャウ
プ勧告に基づく地方財政制度は、地方交付税制度の成立によってむしろ個別補助金の存在
を前提とした財政制度へと変容していくことになった。このことは同時に、補助金の獲得を
                                                   
62 田邊（1991）、金井（1994）。 
63 田邊（1991）、金井（1994）。 
64 この地方財政再建促進特別措置法をめぐる政治過程に関しては河中（1957）が詳しい。 
65 田邊（1991：135-136）、河中（1957）も合わせて参照。 
66 田邊（1991：137）。 
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地方自治体に促すことにつながっていく67。この点は次項以降で述べる、交付税の「補助金
化」とも関連している。 
 
３.２.２. 高度成長期（1960 年代） 
 前項では、制度創設期の地方財政制度の概要に触れた。昭和 30 年頃まで深刻であった地
方財政の危機は、地方交付税制度の導入、自治庁の統制による合理化と市町村合併によって
緩和されていく。この地方財政の安定化は、先に述べたように高度経済成長による国地方を
合わせた租税収入の増加にもよるところが大きい。ただ高度経済成長下では、新たな行政需
要が発生した。特にインフラなどの公的資本整備はこの当時急務になった。そこで問題とな
ったのは、交付税算定の基礎となる基準財政需要に公的資本の新たな整備費用を盛り込む
ようにはなっていなかった点であった。このためそもそも整備された公的資本が少なく、か
つ自主財源の少ない自治体では、単独事業による公共投資が停滞するか、投資を行っても地
方債発行に依った場合には、償還費による財政圧迫が見られた。よってこの対策として、
1956 年度に地方交付税の補正係数として投資補正が設けられ、低開発地域のインフラの未
開発度に応じた投資的経費の財源確保が図られることになった68。 
 こうした公共投資を促進する仕組みとして、単独事業の他に国の補助事業のパートナー
としての自治体の行動を促す制度も作られていく。いわゆる「事業費補正」と言われるもの
である69。その内容は、公共事業費の当該年度負担額の一定割合を基準財政需要に算入する
ものや、所要の事業費の算定基礎となる数値に一定単価を乗じて基準財政需要に算入する
もの、さらに事業実施に要する地方債発行額の元利償還金の一定割合を後年度の基準財政
需要に算入する方式などがある。この事業費補正は 1962 年度に港湾費など一部の公共事業
に導入されたが、次第に河川や道路など様々な領域の公共事業に拡大され、かつ算入率も拡
大された70。 
 この事業費補正は、国の公共事業の推進政策に参加する自治体の特定補助金に対する「裏
負担」の一部を財源保障する制度として設けられたもので、「交付税措置」や「動態補正」
と呼ばれている。この「裏負担」の制度は特定の事業を推進する自治体への基準財政需要を
                                                   
67 高木（1986：93-96）。 
68 池上（2003）。従来の投資的経費に関する基準財政需要額の算定は「減価償却方式」が取
られていた。 
69 池上（2003：105-106）。 
70 池上（2003：106）。 
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増額させ、交付税金額を増加させるという意味で「交付税の補助金化」として非難を受ける
ことになる。ただし、このことが特に強く指摘されるようになるのは1990年代以降である。 
 
３.２.３. オイルショックの時期から 1980 年代 
高度成長期を経て、農村部から都市部への人口の流入が進むと農村部の過疎化と都市の
過密化が問題化した。1969 年策定の新全国総合開発計画（新全総）や田中角栄の「列島改
造論」に代表されるような地域開発政策の推進は、前項で述べた自治体の投資促進の仕組み
を通じて展開されていく。このほか 1973 年「福祉元年」に代表されるように福祉への支出
が増加し、一部の先進自治体が行っていた福祉政策が国の政策採用によって全国化したの
もこの時期である71。 
 しかし、オイルショックの到来と高度成長の終焉は税収増加の伸びを鈍化させることに
なり、地方も国も財政支出の削減や行政改革が求められるようになった。1980 年代に入る
と「増税なき財政再建」のスローガンの下で、第二臨調による三公社民営化や高率補助金の
補助率下げなど「補助金カット」による行政改革が行なわれた。こうした国家財政の歳出削
減は、地方自治体にその負担を押し付けたと批判された72。しかし、カットされた補助金分
の財源は、各自治体レベルでは必ずしも国からの負担の押し付けになったわけではない。な
ぜならば地方交付税の交付団体はその補助金分が基準財政需要に加えられるため、削減さ
れた補助金分が交付税化したに過ぎないともいえるからである(中井 1998；2010)。 
このほかに、1970 年代半ば以降、地方交付税の拡大部分は国税三税の法定分による割り
当てで賄うことができず、地方財源の不足が慢性化していた。その不足をどのように補てん
するかという「地方財政対策」の在り方が焦点化され、国税の交付税割り当て率増加による
財源拡大か、地方債発行による暫定的な支出拡大かという政策調整が自治省と大蔵省の折
衝で決定されて時に政治問題化した。この結果、行政改革下での国の歳出削減は、地方債発
行による地方財源の拡大という選択肢と合わせて進められることになったのである（北村
1999、2008、2009）。 
 
                                                   
71 こうした過疎と過密に伴う政治的諸問題や都市化の問題への対応を扱った研究として、
西尾（1977）を参照。 
72 持田（1993：287）。 
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３.２.４. 1990 年代 
80 年代の行革を経て、日本はバブル景気により歳出が拡大する。また 1980 年代後半以
降、アメリカとの貿易摩擦に端を発する「日米構造協議」など、日本国内の内需拡大を求め
る外交圧力も強まり、政府支出はますます大きくなっていく。ただ行革の影響もあり、国は
自治体が単独事業を通して積極的に公共事業を拡大するように誘導していくことになる73。
そしてバブル崩壊後の 1993 年以降年代半ば以降大型の景気対策が相次いで打ち出される
中で、さらなる自治体の公共事業追加が要請されることになった。ただし、不況下での地方
交付税の原資となる国税拡大が望めず、また政策減税の影響もあり自治体の単独事業の原
資は地方債発行によるものとなった。そこで地方自治体が単独事業を行うに当たって地方
債発行の要件を緩和し、元利償還金を交付税措置する形が取られていく。しかしこうした地
方債発行を梃子とした公共事業の推進にも限界が来る。1997 年に発生した金融危機に端を
発した長期不況は、各自治体の地方税収入自体も縮小させていく。この結果、将来的な負担
の大きさも自覚されるようになり、自治省の誘導にも関わらず地方自治体の単独事業は減
少していくことになった（北山 2002）。 
 一方、公共事業を中心とする公共事業の推進以外にも、1990 年代にはもう一つ大きなポ
イントがある。地方消費税の導入と交付税の交付税比率の引き上げである。橋本内閣は 1997
年に消費税を 3 パーセントから 5 パーセントに引き上げることとした。この際に 1 パーセ
ント分が地方消費税とされた。さらには地方交付税の原資となる国税の法定割合が引き上
げられた。これは所得税・法人税などが景気対策のために減税され、さらに住民税も減税さ
れたことを埋め合わせる意味を持った。 
 
３.２.５. 2000 年代以降の改革の時代 
1990 年代のバブル崩壊以降以降の景気対策の影響や、高齢化等による医療費など社会保
障費の拡大などもあって、1990 年代後半以降、財政状況は国と地方ともに合わせて悪化し
ていた。こうした状況下で橋本内閣は行政改革を行うが、財政面では金融危機の影響もあり、
政策が徹底されることはなかった。その後、小渕内閣での大幅な財政出動を伴う景気対策が
                                                   
73 これらの前段階において、1980 年代半ばに、自治体が積極的に単独事業を行わず、単独
事業費を計上している投資的経費が決算において地方財政計画を下回ったことで、国会審
議で問題にされていた。この計画と決算の乖離問題を解決する方法として、「まちづくり特
別対策事業債」が創設され、単独事業の地方債元利償還金を交付税で措置する（後年の基準
財政需要に組み込み）方策が生み出されていた（北山 2002：11-12）。 
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行なわれ、同様の基調は森内閣まで続くこととなる。地方制度に関しては 1990 年代後半の
政策過程を受けて 1999 年に成立した地方分権一括法で、機関委任事務制度や地方事務官制
度の廃止に代表される分権改革が行われたが、地方財政に関する改革はほとんど行われな
かった。しかし、2001 年に小泉内閣が成立してからはその状況も変わることになる。小泉
内閣は「聖域なき構造改革」と称して様々な改革を進めた。その手法は集権化した執政制度
と政党制度を利用し、経済財政諮問会議等を通じてマクロな政策決定を行い、政策実施を図
るものであった74。この中で地方財政も改革課題に上がった75。2002 年以降「三位一体改革」
として、国庫補助負担金の廃止・縮減、地方自治体への税財源の移譲、地方交付税の一体的
な見直しが同時に進められていく76。2006 年までの改革の結果、約 4.7 兆円の国庫補助負
担金が廃止・削減され、約 3 兆円の税源移譲、そして約 5.1 兆円の地方交付税縮減が実現し
ている。なお改革の過程では 2004 年度地方財政計画が大幅に縮小され地方交付税の縮減と
地方債発行が制限されたため、中には財源不足となる自治体も出た。さらに地方交付税の算
定の簡素化・透明化が目指され、総額が削減されることになった。この過程では先に取り上
げた事業費補正が見直されている。 
 三位一体改革では、2006 年 1 月の竹中平蔵総務大臣の私的懇談会である「地方分権 21
世紀ビジョン懇談会」において、交付税の算定基準の簡素化と透明化が打ち出され、面積と
人口を基準とする「新型交付税」として導入することが提案された。この交付税算定の簡素
化は、小泉内閣から安倍内閣へと変わった後に基準財政需要の約一割に適用されることで
導入されている。 
その後、福田・麻生の両自民党連立内閣の後、政権交代を経て鳩山・菅・野田の各民主党
連立内閣が成立した。この間には、第二次分権改革として新たに、地方分権改革推進委員会
が組織され、国の出先機関などの改革提言を行ったものの、地方財政制度に関する改革はほ
とんど行われなかった77。また、民主党政権では「地域主権改革」として、いわゆる特定補
助金の一部が「一括交付金」として再編されたが、大きな制度変更はなされていない。つま
り、三位一体改革においては総額削減がなされ地方交付税算定の簡素化の方向が一時的に
示されたものの、改革の動きは拡大することなく、地方財政制度や地方交付税制度そのもの
                                                   
74 伊藤（2006）、伊藤（2008）。 
75 小泉改革において地方分権改革推進会議も設置されている。この地方分権改革推進会議
を含め、1990 年代半ば以降の政策過程に関しては、第 6 章で改めて詳細に検討する。 
76 北村（2008）を参照。 
77 宮脇（2010）、木寺（2012：第 4 章）。 
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は維持されたまま今日に至っている。 
 
３.３. 国会議員にとっての地方財政計画と地方交付税の重要性 
 
本節では、先節までにまとめた日本の地方財政の制度の詳細と展開が、国会議員との関係
において持つ意味を明らかにする。地方財政はこれまでも実証分析の対象にはなっていた
ものの、研究の焦点は官僚の行動であった。よって地方財政に対して政治家が持つ利害や影
響力に関しては議論されることはあまりなかった。しかし、特定の地方財政制度が設計され
維持され、また変更されるメカニズムに注目する上で、こうした政治家の利害と影響力につ
いて検討する必要がある。以下では地方財政が国会議員にとって重要であることを示し、官
僚を通して与える政策影響力について示す。 
 
３.３.１. 限定的な政治家の関与 
地方財政に関する研究の中で、これまでに政治家の関与に関して分析が無かったわけで
はない。確かに地方財政に関しては官僚を中心に分析されることが多いが、一部には国会議
員や政党の関与や影響力の行使を指摘するものがある。例えば、何度も触れている北村の研
究は、地方財政計画における財源不足の額の補てん方法に関して政治家が影響を与えてい
たとする（北村 2008）。 
 本項の議論も、国会議員や政権党の意向の重要性について北村と認識を同じくする。しか
し北村の分析で示されたのは、地方財政対策における財源不足額の補てん方法に関する議
論が中心であることに注意しなければならない。北村の分析は、国会議員や政権党が地方財
政に関与しようとする動機を政権維持という目標によって説明しているが、政権維持にと
ってなぜ「地方財政」が重要であったのかという点に関しては明らかにしていない。よって
北村の議論では地方財政制度の維持がなぜ行われるのかという点や、地方財政の規模につ
いては中心的な分析対象とはされていない78。 
                                                   
78 北村も認めるように、地財折衝において地方財政計画の総額の縮小や削減の話は出てき
ていないという（北村 2009：82）。一方、2000 年代の三位一体改革の際には、地方交付税
の縮減が行われており、地財計画の伸び自体が止まっている。地方財政の規模に関しては第
４章で検討する。 
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３.３.２. 地方財政のマクロ財政政策上の重要性と国会議員 
 では、地方財政の制度自体や規模は、政治家にとって重要な事柄ではなかったのであろ
うか。筆者は、地方財政制度はその規模を含めて国会議員にとって重要であったと考える。
それは以下の二つの理由による。第一に、先に述べた通り、日本が集権・融合的な地方制度
を有している点である。この集権融合的な制度の下では国と自治体が多くの政策領域を共
管し、国の政策の多くを地方自治体が執行している。よって、地方財政を適切な財源を付与
しない場合には、自治体独自の政策だけでなく国の政策の執行も困難になる。つまり、一般
財源を含めた地方財政の歳出枠自体を拡大させなければ、財政力の弱い自治体の補助金の
自己負担分をまかなうことができないのである79。こうした政策の自治体への執行依存の影
響は、単に福祉政策などの再配分政策だけに当てはまるわけではない。先節でまとめたよう
に、1960 年代の高度経済成長を支える公的投資を促進する上で導入された投資補正や事業
費補正の仕組みは、国会議員にとってのポークバレルとなりうる国の公共事業や開発事業
を補助事業として実施する際の自治体側の「裏負担」の仕組みであった。また 1980 年代か
ら 1990 年代の内需拡大や景気対策などの国家的な目標を政策として実施する際にも地方
財政は動員されている。この意味で、地方財政制度や交付税制度はマクロ財政政策の観点で
の重要性を有している。 
マクロ経済的な国家財政と地方財政の連関からは、二点目の理由も浮上する。それは、マ
クロ経済的な地方財政の重要性が、国会議員のミクロな再選動機とも結びついている点で
ある。仮に国会議員が選挙を前にして、再選を期して補助金など様々な個別利益などを選挙
区に分配するために公共事業などを行おうとしても、自治体の行動が伴わなければ実際の
利益分配は難しい。これは先に述べた融合的な地方制度のためである。補助金等による様々
な個別的利益の提供は、補助金政策の自治体負担分が「裏負担」として交付税措置されるこ
とで可能になる。このことから、選挙時など国会議員の個別利益分配の志向が高まれば、単
に国家財政支出が膨張するだけでなく、一般財源としての地方交付税や地方財政計画自体
も膨らむことが予測される80。 
このようにマクロ財政政策として、また国会議員の利益配分を媒介する意味においても
地方財政は重要なのである。 
                                                   
79 高木（2008）。 
80 自民党が選挙での敗北を意識し、「危機」になると補助金分配を行って政権維持を図って
きたこと自体は、すでに議論されている（Calder1988）。 
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３.３.３. 政官関係  
 本節の第一項から第三項まででまとめたように、地方財政自体は国会議員にとって重要
である。しかし、地方財政は自治省によって管轄されている。この意味で国会議員が地方財
政制度を自分たちの政治的な目標のために利用しようとする場合には、自治省をコントロ
ールする必要がある。自治省は政権党どのような関係性を築いているのであろうか。 
 ここで注目するべきは、自治省の権限として重要である地方交付税の配分や地方財政計
画の策定といった権限配置は、国会議員によって決められているという点である。先に整理
した政官関係論や政策委任に関する研究からわかるように、政治家は自分たちの政策選好
に近い政治アクターには政策を委任しうる。言い換えれば、自分たちに都合の悪い場合には
組織再編を行うか委任を撤回することが可能なのである。この意味で、自治省は地方交付税
制度と地方財政計画の策定権限以外にはさほど大きな権限を有しておらず、自治省の立場
は極めて脆弱であった。仮に、自治省が組織の存続を目標としているならば（戸矢 2003）、
そうした権限と一体化している組織の存続を図るものと考えらえる。 
このことのひとつの例証は、三位一体改革における自治省の行動に見て取れる。つまり、
三位一体改革において総務省は 2004 年に国庫補助負担金の縮減が本格化するに当り、先行
して地方交付税や地方財政計画の縮減を打ち出した。執政制度と政党組織が集権化した中
で政党もしくは政権中枢部の意向に反して地方財政の拡大を志向することは、地方財政制
度の大幅な改革を生みかねず、ひいては総務省の有する権限の縮小と組織自体の縮小や改
変にもつながりかねなかった。このために、総務省は自ら地方財政の縮小を選択することに
なったのである81。よって総務省は組織存続という目的との関係において、国会議員や政権
党からの要求に受動的に応答せざるを得ないものと考えられる。 
 
３.４. 地方財政制度と地方政治家 
 
これまで、地方財政制度が国会議員の選挙区への利益分配を媒介していた点、さらに自治
省の地方財政運営自体も国会議員の意向に沿った形で運営される仕組みとなっていた点を
指摘した。では地方政府の側は地方財政制度をどのように捉えていたのであろうか。以下で
                                                   
81 北村（2009：4 章）。事実三位一体改革と同時期には、複雑すぎる交付税の配分が批判の
対象となり、算定の簡素化を目指した新型交付税の導入が検討されて一部導入されている。 
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はその点を検討する。 
 
３.４.１. 地方政府における「自律性」と「活動量」のジレンマ 
地方政府は、選挙によって選出された首長と議会の二元代表制の下で政策を決定し、政策
の内容を住民の要求に沿う内容のものにしようとし、同時にその総量を決定しようとする。
ここでは、地方政府が国からの政策関与を小さくし、内容をより住民の意向に近い独自の政
策形成を行える程度を「自律性」とする。また「活動量」を地方政府の予算規模で決定する
サービスの供給量として議論を進める82。 
地方政府は、この政策の「自律性」と「活動量」を高めようとするが、中央政府との関係
から排他的にその量を決定することができない。それは、公的部門の提供するサービスや政
策を中央政府と地方政府が共同で市民に提供しており、地方政府の用いることができる人
材や権限、財源などの行政資源が中央政府によってコントロールされていることによる。地
方政府は住民のニーズに応えて行政水準を拡大させようとする。しかし、このことは同時に
国からの行政資源の移転を必要とし、国の統制を受けることになる。国からの統制を小さく
しようとすれば、国からの資源移転が難しくなり行政水準を低下させざるを得なくなる。つ
まり、地方政府が自律性と活動量を同時に追及することは難しく、両者の間にはトレード・
オフの関係が成立するのである（村松 1988：165-168；金井 2007：19-20）。 
上記に述べた日本の中央地方関係は、これまでにも触れた通り、学説上融合・分散的地方
制度であり、集権的であると理解されてきた（建林・曽我・待鳥 2008 など）。全政府部門
の提供する財やサービスの歳出水準で見ると、中央政府に対する地方政府の歳出割合が他
国との比較でも高く、多くの政策分野で中央政府と地方政府が重複してその責任を有して
いるのである（村松 1994）。この融合・分散的な制度は地方交付税制度と補助金による中
央政府から地方政府への財政移転と財源保障によって可能になったものであり、地方財政
は戦後長らく、国家財政が逼迫した 1970 年代後半から 80 年代半ばでさえも確保されてき
た（北村 2000、2008）。また地方政府は、新たな住民要求を受けて新規政策に乗り出し、
その政策が全国化するにあたっては、その多くが国の補助事業や機関委任事務とされるこ
                                                   
82 本論文では「自律性」と「活動量」を中央政府と地方政府の関係において用いる。この
「自律性」と「活動量」の概念を用いた分析として、著作権政策をめぐる中央省庁間の対立
を対象とした京（2009）がある。 
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とで、執行する政策の供給量を増やしてきたのであった83。交付税の配分に関しても、配分
関数に人口や面積だけでなく、仔細で数多くの補正係数を組み込むことで、非都市部・過疎
地域の地方政府に対して、よりきめ細やかに配分されてきた84。地方政府の中でもその多く
を占める非都市部の地方政府は住民からの政策要求に応答する上で、これまで財源の面（＝
活動量）では手厚い保護を受けてきたと考えられるのである。 
一方、各種補助金を獲得するには手続きが煩雑なものが多く、地方政府の事務量に多大な
負担を強いる側面があった。また各（事業）官庁ごとに予算化される補助金の使い方にも制
約が多くあり、地方政府の自由な政策活動を阻害しているとも言われてきた（西尾 1998）。 
しかし、こうした補助金制度の問題を抱えながらも、地方政府の側にとって自らの独自の
財源による負担を少なくして政策実施が可能になる点は魅力的であった。さらに補助金の
獲得自体が首長の政治的功績として評価される部分があり、地方政府は首長や地方議員か
ら地元選出国会議員などの政治的パイプを通して、他の地方政府との競争的関係の中で
様々な補助金の獲得を目指していたのである（村松 1988；中野 1992 など）。 
 
３.４.２. 「活動量」優先の路線の定着 
これまでに述べた地方財政制度の概要は、地方政府が「自律性」と「活動量」のジレンマ
の中でそのどちらかを拡大させようとして行動を決定する上で重要な意味を持っている。
地方交付税と補助金システムは、その制度に介在する国会議員の行動様式とも関連し、地方
政府により「自律性」よりも「活動量」を拡大させるように促すシグナルを送ってきたので
ある。このシグナルに呼応する形で、また地方政府の行動も「自律性」よりも「活動量」を
拡大させる戦略をとってきた。 
この活動量優先の方針は、第一に地方政治家の中での首長と地方議員との求める政治的
利益の違いと、第二に地方自治体間の利害対立の観点から説明される。 
第一に、首長と地方議員という地方政治家間の利益の違いである。首長は自治体から一人
                                                   
83 例えば、革新自治体の実施していた福祉政策を国が政策採用し、補助金化、機関委任事
務化することで全国化させたことなどが挙げられる。この点に関して、北山（2007）、西尾
（1977）を参照。 
84 例えば池上の指摘によると、東京、愛知、神奈川、大阪の大都市圏の都府県と、1998 年
から 2000 年までの平均で財政力指数 0.3 未満であった 15 の県を比較した場合には、15 県
平均の基準財政需要額における一人当たり投資的経費は大都市圏４道府県の 2.5 倍も計上
されていること、また農山漁村を多く含む地域では、投資的経費を中心に経費が割高になっ
ており、特に建設事業が促進されていることがわかる（池上 2003：102-116）。 
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が選出されるので、自治体全体の利益を代表している。このことからは、首長が国からの統
制を受けるよりも、自治体独自の政策を志向していく「自律性」を求めることが考えられる。
特に首長は制度上地方政府の予算策定権限を有しており、国の政策関与を排除することは
地方政府内における政治的権限の増加を意味する。しかし地方議員の側は選挙制度のもた
らす誘因により、自治体全体の利益ではなく個別的利益との分配を強く志向する傾向にあ
る。地方議員にとっては、利益の配分を行うこと自体が重要となるので、その利益の原資自
体が首長の裁量が十分に反映されたものであるのか、補助金などのように国の統制を受け
たものであるのかという点には強い関心はない。よって地方議員の側では、「自律性」と「活
動量」のなかで後者を優先する政策選好を有していたのである。 
第二の理由は、地方政府にとって現状の地方財政制度を変更するような行動をとったと
しても、他の地方政府にその動きが波及することが期待できなかった点である。つまり独自
に自律性の拡大を志向したとしても、そのことが他の地方政府に拡大し地方政府全体とし
ての行動となり、中央政府が地方政府の自律性拡大への動きを受容する見込みは小さいと
考えられていた85。もちろん、地方自治体の中には都市部の自治体などのように、財政的な
分権化を行うことによって補助金や交付税などの既存の財政移転よりも財源の増加が図れ
るものもあった。農村部や過疎地域の多くの自治体は、交付税と補助金を通して都市部より
も多くの財源を再配分されていたため、財源確保の確実性が担保されないような地方財政
制度の変革には消極的となっていた。 
以上二つの理由から、地方政府では活動量を優先させる戦略が採られていた。第５章で検
討するように、補助金制度に総論では反対しながら具体的な制度変更を大部分の地方政府
自身が要求してこなかった理由はここにある。 
 
３.５. まとめ 
 
 本章では、第一節で戦後日本の地方財政制度の仕組みについて概説した。地方財政に関し
ては、地方交付税を通した個別自治体への配分についてのミクロな側面が指摘される。しか
                                                   
85 地方政府のなかに対立が存在することは、多くの文献の中で述べられている。例えば、
阿利（1960）、松本（2002）などを参照されたい。さらに地方制度改革に関しては、地方政
府間の対立に加えて、複数の審議会、官庁、国会と多くの拒否点が存在することで、その改
革を阻んできたとされる（大杉 1991）。 
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し、ミクロな財政移転額の決定は先行する地方財政計画というマクロな総額決定が重要と
なることを指摘した。第二節では、地方交付税制度の歴史的変遷を概観する中で、地方財政
が国家財政を機能させるために動員される要素を持ったことを示した。例として「事業費補
正」による地方交付税算定の基準とされる、基準財政需要の割り増しを挙げた。これは、国
の補助事業を遂行するための自治体の負担を保証するためのものであり、地方交付税が「補
助金化」していたことを意味する。さらに、バブル期には地方単独事業の経費を地方債発行
によって賄い、その償還費用を交付税の算定に組み込むことなども行われていた。第三節で
は、第二節でまとめた地方財政の運営の仕組みが、国会議員による選挙区への利益配分に合
致していた点を示した。つまり国の政策を実施する上で、地方財政の動員が不可欠であった。
第四節では、地方政治家の側にとっても地方財政制度が重要であった点を示した。第一に、
交付税と補助金を通した国から地方への財政移転は、非都市部・農村部の自治体にとって有
利であった点、第二に、地方政治家の中で地方議員が自治体独自の政策形成よりも再選のた
めの利益分配に熱心であった点を挙げた。これらの理由により、地方政府の多くにとって、
地方財政制度の変更を求めるインセンティブは小さかったと考えられる。戦後地方財政制
度が 1950 年代に形成されて以降、2000 年代の三位一体改革に至るまでに長期に安定して
いた理由は、国会議員と地方政治家の双方が制度から利益を享受していた点が挙げられる。
このことは、国会議員・地方議員の双方の戦略的行動によって地方財政制度が長期にわたっ
て均衡として維持されたことを意味している。 
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第４章 政権党と地方財政運営 
 
 先章では、中央政府から地方政府への財政移転を規定している日本の地方財政制度が、マ
クロなレベルでの地方政府への配分額決定に基づいて、個々の自治体への配分が決定して
いる点、中選挙区制度下での国会議員の利益分配と地方議員の集票によって相互補完的に
成立してきた点を記述してきた。本章では先章の議論を踏まえて、地方財政が国会議員の意
向を踏まえて運営されており、同時に選挙制度改革の影響を受けていることを計量的に実
証する。そこで、本章が注目するのは地方財政計画の計上である。第３章で述べた通り、地
方財政計画の計上を通して、個別に配分される地方交付税の総額も決定している。地方財政
制度の根幹をなす地方交付税は従来、ミクロレベルでは配分公式によって「客観的」に各自
治体に配分され、非都市部や小規模な自治体に有利な形で分配されているとされる。またマ
クロレベルでは、交付税を含む国の地方財政計画が総額としては安定して増額され、下方硬
直性を有していると論じられてきた。このマクロな意味での地方財政のあり方に本章は注
目する。地方財政計画は交付税を含めた国からの移転財政を含み、地方政府体全体の歳入歳
出の目安となっている。地方財政計画は果たして「客観的」に計上されてきたのであろうか。
本章の分析は、この計上に関わる自治官僚の行動に政治家の影響が存在したことを計量分
析によって確認する86。 
戦後の地方交付税をめぐる議論において、官僚に加えて政治家の側から分析することに
は、二つの意義がある。第一に、日本においては官僚の影響力が大きく評価されている地方
財政の分野で、政権党の影響力に注目し、これを分析しようとする点である。政治家の行動
誘因は選挙制度や政党組織、有権者の選好などによって形成される。多くの政策分野では、
政治家を本人とし官僚を代理人とする政官関係を基に分析がなされている。しかしながら、
地方財政に関してはこうした政治家のインセンティブ構造の観点から論じられることは少
なかった。 
 第二の意義は、先に示した政治的な要因の変化と地方財政との関係に注目する点である。
選挙制度改革や執政府改革、政党組織の集権化など、国会議員の政策選好を規定する重要な
政治制度は 1990 年代以降大きく変化している。これら変化と、交付税・個別補助金を含め
た国から地方への財政移転の減少や税源移譲は時期的にリンクしている。つまり政治の変
                                                   
86 本章の議論は、梶原（2013）に基づいている。 
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化が地方財政に影響を与えているのかも検証する。 
 以下では、地方財政を規定する指標として国が計上する地方財政計画やその内約に注目
し分析を進めていく。結論から言えば、地方財政計画の計上には、単に長期的なデモグラフ
ィックな要因や社会経済的な変数だけでなく、国政選挙の存在による政治的財政循環の影
響がみられるほか、内閣支持率や選挙制度の違いも反映したものであった。つまり地方財政
にも政治家の意向が強く表れているのである。 
 
４.１. 本章の議論に関わる先行研究の整理 
 
４.１.１. 地方財政をめぐる議論 
本章が分析対象とする地方財政のマクロな総額に関しては、先行研究では直接の分析対
象になることはあまりなかった。地方交付税に関しては、制度概要に関する解説や歴史的な
説明などがこれまで多くなされている87。このほかに政治学者による分析も存在する。例と
して第３章でも挙げた田辺（1991）は、高度経済成長前夜の 1950 年代に地方財政平衡交付
金制度から地方交付税制度への転換に注目する。田邊によれば、地方交付税制度への転換に
よって国税の一定割合が地方財政に振り向けられることになり、自治庁と国家財政を管轄
する大蔵省との交渉コストを低く抑えることが可能になった。さらに、彼は社会経済環境の
変化に連動し拡大する租税収入を安定的に地方財源として確保することが可能になったと
論じている。他方、地方交付税制度の有する問題点の指摘や改革方法の提示なども様々な論
者によってなされている。例えば交付税制度の問題点として、交付税算定の基礎である基準
財政需要が下方硬直性を有していることや、算定基準の複雑さが指摘されている。またいわ
ゆるソフト・バジェット論を下敷きとして、自治体のモラルハザードを起こしうる制度設計
であることが指摘されている（赤井・佐藤・山下 2004：特に 4 章）。こうした地方交付税や
地方財政に関する制度の詳細は専門的で自治官僚が一手に引き受けている。そのため、交付
税の個別配分やその集約としての総額決定に関して、社会経済変数との関連は議論されて
も、政治家が影響力を持つかという点に関しては議論されることがあまりなかった。またそ
の制度自体がなぜ政治家によって設計され維持されているのかという点に関しても説明さ
                                                   
87 研究者によるものや実務家によるものを含め、地方交付税制度の制度概要に関する文献
は多く存在する。代表的なものとして、池上（2003）、古川（1995）、中井（2010）などを
参照されたい。 
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れていない。 
 
４.１.２. 地方債務の増加問題 
このほかに地方財政に関しては、地方債の増加に関する研究がある。例えば北山俊哉は、
1980 年代から 1990 年代の地方債の大量発行と自治体の単独事業の増加の要因として自治
省の政策誘導を指摘している（北山 2001）。また和足憲明は、複数国間の比較分析のなかで、
地方債の発行を規律する機関の制度配置、地方債の市中消化の割合と地方財政赤字の大き
さの関係に注目する。彼によれば、中央政府による地方債発行の規律機関がない場合、また
仮に規律機関がある場合でも大蔵省のような中央財政担当官庁でない場合には地方財政赤
字が増加し、また地方債の市中消化割合が小さければ地方財政赤字が増加するという。つま
り、日本は自治省（総務省）が大蔵省から独立して地方財政および地方債発行を管轄し、ま
た地方債の市中消化割合が小さいために地方財政赤字が増加したとする（和足 2010）。 
これら地方財政赤字に注目した研究は、いずれも地方財政担当官庁の政策選好・制度配置
が地方財政赤字の原因であると指摘している。つまり、自治省の地方財政に関わる政策決定
が大蔵省とは独立に行われていること、さらにその自治省の意向を要因に挙げているので
ある。しかし、こうした自治省に焦点を当てた研究には限界がある。それは、第一に、地方
財政に関する時系列の政策変化を説明することが困難なことである。第二に、自治省の意向
自体がどのようにして決定しているのかという点を明らかにできないことである。 
 
４.１.３. 地方財政対策 
先の財政赤字に関する研究は、主に制度的要因の重要性を指摘し、官僚をその分析対象とし
たものであった。しかし、一部には国会議員や政党の関与と影響力の行使を指摘するものが
ある。例えば、第２章でも挙げた北村の研究は、地方財政計画における、財源不足の額の補
てん方法の決定過程である地方財政対策（地財折衝）に政治家が影響を与えていたとする
（北村 1999、2000-2002、2008）。地方交付税の原資は国税の一定割合をもって構成されて
いる。1970 年代後半から 1980 年代半ばにおいて、この交付税原資が地方財政計画におけ
る歳出に届かず、地方財政はマクロな意味で財源不足の状態であった。この財源不足の補て
ん方法として、原資となる国税の割合の増額による恒久的な財源措置、地方債発行による暫
定的な財源措置、地方財源自体の縮小の三つがあるが、政権維持を目標とする政権党の意向
を踏まえて、大蔵省と自治省の間で調整が行われ、補てん方法が決定されていったという。
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このことを北村は「自治省」「大蔵省」「自民党幹部」のゲームとして定式化している。 
本章の議論でも国会議員や政権党の意向は重要だと考える。しかし、北村の分析で示され
たのは、地方財政の財源不足額の補てん方法に関する議論が中心であることに注意しなけ
ればならない。北村の議論ではマクロな地方財政の規模そのものについては中心的な分析
対象とはされていない。また北村の分析は、地方財政に関して、国会議員や政権党が関与し
ようとする動機は政権維持という目標によって説明されている。しかし、政権維持にとって
なぜ「地方財政」が重要であったのかという点に関しては明らかにしていない。 
 
４.１.４. まとめ 
地方財政に関する先行研究の整理で分かったのは、まず決定過程における官僚の役割に
大きな重心を置いてきたことである。こうした傾向は、特に個別の自治体への配分に関わる
地方交付税の仕組みや地方財政の全般の制度に関する分析や説明について強く言える。ま
た地方赤字や地方財政対策に注目した研究であっても、その議論の中では、自治省の行動を
規定する要因はあまり注目されていない。さらに地方財政に対する国会議員の関与も、これ
まで言及されては来たものの、国会議員にとっての地方財政の意味を検討し、また政官関係
の中で地方財政を論じたものはなかったといえる。 
 
４.２. 本章での分析枠組みと仮説 
 
先にまとめた先行研究の問題点に対して、本章は地方財政が国会議員にとって重要であ
ることを主張する。そして内閣支持率や選挙制度、選挙サイクルなど政治家の行動を規定す
る制度や環境の影響が、自治省の行動を通じ地方財政に反映されることを示していく。 
 
４.２.１. 地方財政と国会議員 
 筆者は、第２章と第３章でも挙げた以下二つの理由から、地方財政はその規模を含めて国
会議員にとって重要であると考える。それは。第一に、日本が集権・融合的な地方制度を有
している点による。日本の場合、国と自治体が多くの政策領域を共管し、国の政策の多くを
地方自治体が執行している。この場合、地方財政に適切な財源を付与しない場合には、自治
体独自の政策だけでなく、国の政策の執行も困難になる。つまり、一般財源を含めた地方財
政の歳出枠自体を拡大させなければ、財政力の弱い自治体は、補助事業の自己負担分をまか
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なうことができない。こうした、自治体に政策の執行依存の影響は、単に福祉政策などの再
分配政策だけにとどまらない。1960 年代の高度経済成長を支える公的投資を促進する目的
で導入された、投資補正や事業費補正の仕組みは、国会議員にとってのポークバレルとなり
うる国の公共事業や開発事業を、補助事業として実施する際の自治体側の「裏負担」の仕組
みとしての側面もつ。また先の北山の指摘にあるように、1980 年代から 1990 年代の内需
拡大や景気対策などの国家的な目標を政策として実施する際にも地方財政は動員されてい
る。この意味で、地方財政制度や交付税制度は、マクロ財政政策の観点での重要性を有して
いる。 
二点目の重要性は、一点目のマクロ経済的な意味での地方財政の重要性が、国会議員のミ
クロな再選動機とも結びつく点である。仮に国会議員が選挙を前にして、再選を期して補助
金など様々な個別利益などを選挙区に分配し、例えば公共事業などを行おうとしても、自治
体の行動が伴わなければ、事業の実施と実際の利益分配が困難になる。これは先に述べた融
合的な地方制度ゆえである。さらに補助金等による様々な個別的利益の提供には、「裏負担」
としての交付税措置も必要とされる。このことは、選挙時など国会議員の個別利益分配の志
向が高まれば、単に国家財政支出が膨張するだけでなく、一般財源としての地方交付税や地
方財政計画自体も膨らむと予測される。このようにマクロ財政政策としても、個々の国会議
員のミクロな配分政策を媒介する意味においても地方財政は重要なのである。 
 
４.２.２. 自治省と政権党 
先述の通り、地方財政は国会議員にとって重要である。しかし、地方財政は自治省（総務
省）によって管轄されている。よって国会議員が地方財政制度を自分たちの政治的な目標の
ために利用しようとする場合には、自治省をコントロールする必要がある。ここで注目する
べきは、自治省の有する権限配置が、国会議員によって決められている点である。政治家は、
自分たちの政策選好に近い政治アクターには、政策を委任しうる。言い換えれば、自分たち
に都合の悪い場合には組織再編を行うか委任を撤回することが可能なのである（Horn 
1995）。この意味で、自治省は地方交付税の配分と地方財政計画の策定権限の他に大きな権
限を有しておらず、自治省の立場は脆弱であるとも言える。よって、自治省が組織の存続を
目標としているならば（戸矢 2003）、政治家の意向を反映した行動を取ることが予測できる
のである。 
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４.２.３. 分析枠組みと仮説 
 
以上では国会議員にとっての地方財政の重要性を述べてきた。これをふまえて本項の分析
枠組みを示していく。以下では、国会議員の選好と行動を規定する上で重要となる要因を挙
げ検討していく。それは選挙制度と選挙の存在による政治的財政循環、国会議員と地方議員
の関係である。 
（１）選挙制度をめぐる国会議員の行動 
衆議院において 1993 年の総選挙まで採用されていた中選挙区制度の下では、同一政党か
ら複数人の候補者が立候補していた。また現在の小選挙区制度に比べて、選挙区の面積も広
域であった。よって国会議員（特に衆議院議員）やその候補者は選挙時の集票手段として地
方議員を活用しており、「系列」と呼ばれる関係を築いてきた（井上 1993）。また選挙区で
の同一議員との同士討ちを防ぎ、票割りを行うべく、支持基盤を地域で分割し、また政策分
野での棲み分けを行っていた（建林 2004）。地方議員の側も、国会議員とのパイプを通して
補助金を獲得していくことで、政治的影響力を行使していた（村松・伊藤 1984 ほか）。こ
のように、地方議員は国会議員との関係を築いて利益誘導を図る一方、日々の活動としては
地方議会での議員活動を行っていた。地方議員を選出する選挙制度も、衆議院議員同様に中
選挙区であり、組織化された個別利益の獲得を目指している（曽我・待鳥 2007）。よって地
方議員は歳出拡大志向であり、より多くの財政資源を必要としていると考えられる。また、
政権党の政党組織は分権的で財政再建や財政規律強化などのより公共的な政策目標が追求
されにくかった（国の予算に関して：Fujimura 2009）。この結果、個々の中選挙制下の国
会議員は、地方議員の利益を実現させるべく地方財政を拡大させる誘因を有していたと考
えられるのである。 
これに対して小選挙区制度下においては、同一政党から一名の候補者ないし当選者しか
存在せず、選挙区自体の地理的範囲も縮小することとなった。これによって相対的に国会議
員の地方議員への選挙への依存度が低下したと考えられる。加えて執政制度改革や政党組
織の集権化によって政党の執行部の影響力拡大し、財政再建などの公共性の高い政策目標
も追及可能になったとされる（伊藤 2006）。このことから選挙制度改革後に、国会議員が地
方財政を拡大させる誘因は小さくなったと考えられるのである88。 
                                                   
88 選挙制度改革と中央政府から地方政府への財政移転に関しては、堀内・斉藤（2003）も
同様の分析結果を提示している。ただし、彼らは選挙制度改革によって、一票の格差が大幅
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仮説①：小選挙区制度の時期よりも、中選挙区制度の時期の方が地方財政計画は増加する。 
 
（２）政治的財政循環論、景気循環論 
一般的に言って政治家は、自らの当選や再選に有利な経済環境の下で選挙を行おうとす
る。このことから政治家は選挙に合わせて財政政策や金融政策を通して景気拡大を目指す
か、もしくは景気の拡大期に、選挙を実施しようとする誘因が働く。特に選挙に合わせた政
策実施は財政政策のサイクルを生み、結果としての景気変動に影響が観察されることがあ
る。これらは政治的景気循環論、もしく政治的財政循環論として議論されている（Nordhaus 
1975；宮下 2010）。これら議論によれば、アメリカの大統領選挙と議会選挙のように任期
満了時以外での不定期の議会解散や選挙が行われない場合には、その選挙に合わせた歳出
拡大や金融緩和などを行うことが容易である。これに対し、日本など議院内閣制の場合、議
会解散による不定期の選挙実施が行われうるため、選挙に向けた政策実施というよりは、景
気の良い時期を選んで選挙が行われることが多いという（猪口 1983；河野・西澤 1991；
Ito and Park 1998；土居 1998；井堀・土居 1998）。 
上記の政治的景気循環と政治的財政循環の議論は、主に国政選挙に関して論じられたも
のであるが、地方財政に関しても適用可能なものと考える。またそれら議論から得られる含
意として、選挙に定期性があればその選挙に向けた財政政策や金融政策がとられうるとい
う点が挙げられる。日本に関して言えば、衆議院には任期途中での解散があり、参議院には
解散がない。よって三年に一度定期的に実施される参議院選挙と比べて、衆議院選挙には定
期性がないことは確かである89。しかし、だからといって衆議院議員が財政政策を重要視し
ないと考えるのは誤りであろう。選挙が近くなれば、参議院議員、衆議院議員を問わず、財
政出動を要求する可能性は高い。また、前回総選挙から時間が経てば経つほど、次回選挙が
行われる可能性は高くなる。よって衆議院議員総選挙の効果は想定されるが、参議院議員の
選挙の効果ほど大きくはないと考える。よってこれまでの整理から地方財政に関しても、選
挙の存在によって歳出が拡大する可能性があると考えられる。 
                                                   
に改善された点に注目する。中選挙区制では農村部の選挙区が過大に代表されていたが、小
選挙区（比例代表並立）制の導入によって農村部への過大代表が大幅に改善された。このこ
とは過大代表によって偏重していた農村部への財政移転による資源分配が是正されたこと
を意味するという。 
89 戦後の衆議院の選挙の中で、任期満了による選挙は一度（1976 年）しかない。 
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仮説②：選挙の存在によって地方財政計画が増加する。 
 
（３）内閣支持率 
国会議員（とくに中選挙区制度下）は歳出拡大に積極的であった。予算編成に関わる政権
党（自民党）内の調整は、一般議員の歳出拡大要求と首相・執行部などの政党・政権首脳部
の歳出抑制との拮抗関係であったともいえる。これは政党が個々の議員に提供する集合利
益と議員の求める個別利益との競合としてとらえられるゆえである。政党は議員に議員の
集合行為の抑止や、決定循環などの回避、選挙での政党名を通じた有権者動員などの便益を
与えることで、個々に利害を有する議員は政党を形成する(Aldrich 1995)。よって政党の与
える集合財の価値が高ければ、議員は内閣や政党執行部に従うであろうし、その価値が低け
れば従う可能性が低くなる。この意味で、内閣支持率は有権者の内閣に対する評価を表して
いるが、この評価は選挙の際の政党ラベルの価値も表す。この評価が高ければ、議員個人の
再選にも有利になるものと考えられる。この内閣支持率に注目し、国家予算編成における一
般議員の歳出要求の統制と行動の一体性確保という観点に注目した研究として、藤村直史
は支持率の高い内閣、党執行部ほど、これら政権党一般議員の歳出要求を抑えることが可能
となったことを示している（Fujimura2008；藤村 2010）。 
また先述の通り、日本は集権融合型の地方自治制度である。よって国会議員の歳出要求を
抑制できるかどうかは地方財政計画の計上額ともかかわると考えられるのである。 
 
仮説③：内閣支持率の高い時期ほど地方財政計画は抑制される。 
 
４.３. 使用するデータと指標 
 
４.３.１. 従属変数の設定 
本章では、毎年国家予算の編成に合わせて策定される地方財政計画の計上額とその内容
に注目する。地方財政計画には三つの役割があるとされる90。第一に、地方財政全体の規模
を確定させるものである。地方財政は国家財政とは異なり、各自治体が予算編成を行うもの
                                                   
90 この地方財政計画に関する整理については、中井他（2010：12-16）を参照。 
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の総体である。しかし、総体としての歳出や歳入の総額は莫大で国民経済上も重要であるゆ
え、全体としての標準的な活動規模を一括して把握するものとして示す必要がある。この役
割を地方財政計画は果たしている。第二の役割は、地方自治体の行政運営に必要とされる財
源を総額として確保するためのものである。地方財政の収支に構造的な不足が発生するこ
とが明らかな場合に、何らかの財源措置が必要とされ、その財源措置として地方交付税制度
が存在している。この地方交付税の総額配分を規定するのが、地方財政計画である。第三は、
地方自治体の毎年度の財政運営の指針としての役割である。各地方自治体は国の示した地
方財政計画を通して、経済情勢や税収見積もり、地方交付税や地方債発行の増減、公共投資
の動向など国の財政の基本方針を把握し予算編成に必要な情報を得ている。 
このように地方財政計画は、各地方自治体個別の予算編成額を集成したものではないが、
国が地方財政に対して示す指針であるといえ、地方自治体の予算編成自体に大きな影響を
与える。よって本章では地方財政計画の計上額に注目した分析を進めていくことにする。 
ただし、地方財政計画は、さまざまな目的別の経費を合計した総額である。そこで、分析
では、総額としての「地方財政計画」計上額の他、歳入部分の内約に含まれる「地方交付税」、
「地方債」、さらに歳出内約に含まれる、「投資的経費」、「普通建設事業費」に注目する91。
ただし分析において注目する指標は、その実額ではなく実額を人口（単位 1000 人）で除し
た対前年比変化率とする。つまり、従属変数は 1000 人当りの金額が前年費何パーセント増
加したか（減少したか）を表す。従属変数に関わるデータは『地方財政統計年報』の各年度
版に依拠し、1960 年から 2010 年のものを使用する92。 
 
４.３.２. 独立変数の設定 
先に示した仮説を検証する上で、以下の変数を設定する。 
・仮説 1 選挙制度改革の効果 
小選挙区比例代表並立制による選挙は 1996 年に初めて実施されている。このため小選挙
制度の効果は 1997 年度の地方財政計画策定以降に生じていると考えられる。よって 1996
                                                   
91 投資的経費とは、地方財政計画の歳出のうち、固定的な資本の形成に向けられるもので
ある。またこの投資的経費の内約には、普通建設事業（補助事業と単独事業に分けられ、国
の直轄事業負担金を含む）災害復旧事業・失業対策事業の費用を含む。よって普通建設事業
費は、投資的経費の中での道路、橋りょう、学校、保育所、庁舎などの公共施設、公用施設
の建設事業費である。 
92 分析を 1960 年以降とする理由は、独立変数（内閣支持率）のデータの入手制約による。 
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年までを中選挙区期、1997 年以降は小選挙区期とし、中選挙区期の年度を 0、小選挙区期
の年度を 1 とするダミー変数を設定する。 
・仮説 2 選挙の存在 
選挙に関連する独立変数として、以下の二つを採用する。第一は直近の過去の衆議院選挙
からの日数である。地方財政計画の国会への報告や上程が一般的に通常国会であることに
基づき、元日が直近の衆議院総選挙から何日経過しているかを指標とし、「衆議院選挙サイ
クル」とした。 
第二は参議院選挙に関するものである。参議院議員は 3 年おきに半数が改選されるが、
この参議院議員選挙の行われる年の前年度を１とし、他を 0とするダミー変数を導入する。
これらダミー変数に関して、選挙当年ではなく前年度に注目する理由は以下である。つまり、
7 月から 8 月に参議院選挙が行われることを考慮すれば、選挙実施年度の予算を拡大するよ
りも、その前年度の予算拡大を期するほうが選挙に及ぼす効果が大きいと考えられるから
である。 
・仮説 3 内閣支持率 
ここでは、前年（暦年）平均の内閣支持率を用いる。内閣支持率は時事通信社の月別世論
調査データを基に、前年の年間平均値を算出している。暦年とする理由は、以下である。国
の一般会計予算と地方財政計画は年始に開会する通常国会での上程を前提とする。そのた
め、その編成過程において内閣支持率が影響を与えると考える場合に、独立変数の先行性を
考慮すれば、前予算年度で内閣支持率を把握することは不適切であると考えられるためで
ある。 
なお、以下の変数を統制変数として、対数化した前年度実質 GDP、老人人口比率を導入
する。データは総務省統計局『日本の長期統計系列』および『日本統計年鑑』より引用し加
工している。すでに従属変数は人口によるコントロールがされている。この人口値も『日本
の長期統計系列』および『日本統計年鑑』に依拠している。記述統計は以下表 4-1 に示す。 
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表 4-1：記述統計 
ただし、上段色つきは全期間、中段は中選挙区制期（1960～1996）、下段は小選挙区制期
（1997～2010）のものである。 
 
 
 
４.４. 分析 
 
４.４.１. 推定結果 
分析結果は表 4-2、4-3 の通りである。使用するデータは時系列であるため、推定方法は
変数 観察数 平均 標準偏差 最小値 最大値
地方財政計画計上額変化率 51 8.018 7.961 -2.060 23.206
37 11.198 7.048 0.250 23.206
14 -0.386 1.168 -2.060 1.837
地方交付税変化率 51 8.378 9.843 -7.683 30.473
37 11.507 8.982 -5.575 30.473
14 0.108 6.905 -7.683 18.907
地方債変化率 51 10.770 17.561 -11.196 77.211
37 15.122 18.231 -9.284 77.211
14 -0.731 8.329 -11.196 13.841
投資的経費変化率 51 6.995 11.897 -15.682 30.684
37 12.148 9.441 -3.762 30.684
14 -6.623 4.718 -15.682 0.732
普通建設費変化率 51 7.673 12.980 -15.738 46.817
37 13.091 10.770 -3.145 46.817
14 -6.646 4.733 -15.738 0.760
国家当初予算変化率 51 8.130 7.908 -3.281 23.268
37 10.677 7.698 -3.281 23.268
14 1.400 3.032 -3.040 6.758
対数化実質GDP 51 12.589 0.585 11.180 13.206
37 12.380 0.559 11.180 13.092
14 13.141 0.041 13.086 13.206
老人人口比率 51 11.965 5.298 5.727 23.020
37 9.159 2.712 5.727 15.108
14 19.382 2.433 15.660 23.020
内閣支持率 51 0.357 0.077 0.229 0.540
37 0.348 0.075 0.233 0.540
14 0.381 0.079 0.229 0.505
衆議院選挙サイクル 51 522.412 366.131 5 1275
37 519.487 358.464 5 1275
14 530.143 399.575 53 1208
ダミー変数 観察数 0 1
参議院選挙前年ダミー 51 34 17
37 25 12
14 6 5
選挙制度改革ダミー 51 37 14
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プレイス・ウェンステン法を用いた。ただし、プレイス・ウェンステン変換前後のダービー
ワトソン値を比較し、OLS を採用した方が適切なものに関しては、OLS を採用している。
分析はいずれも全期間（1960 年から 2010 年）、中選挙区制期（1960 年から 1996 年）、小
選挙区制期（1997 年から 2010 年）にモデルを分けて分析を行っている。モデル分割した
ことは、選挙制度改革の効果を独立変数である「小選挙区ダミー」と合わせて確認する意味
を持っている。 
 推定結果の統計的に有意な結果が得られたものに関しては表中にアスタリスクを付して
その程度を示した上で、色づけしてある。 
 
表 4-2：推定結果 
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表 4-3：推定結果の続き 
 
 
４.４.２. 推定結果の解釈 
まず、「地方財政計画」の推定から検討する。これはいわば予算総額である。「地方財政計
画」に関しては、参議院選挙ダミーが全期間、中選挙区制期で有意に正の影響を与えている。
注目したいのは、全期間の推定において、選挙制度改革ダミーと前年の内閣支持率がともに
負に有意な影響を与えている点である。この点は仮説に合致する。つまり、選挙制度改革に
よって地方財政計画の前年比伸び率が減少することが示されており、また内閣支持率の上
昇と共に伸び率が減少する。衆議院選挙ダミーに関しては、全期間の分析において仮説とは
異なり、負に有意な結果が得られた。 
「地方交付税」、「地方債」の分析からは小選挙区期の「地方債」を除いて、政治的変数の
効果が確認できない。地方交付税と地方債は、地財対策の過程やその分析からもわかるよう
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に、その額よりも割合自体が重要といえるのかもしれない。この点で、金額の前年比伸び率
（変化率）に注目している本章の分析には限界がある可能性がある。 
「投資的経費」と「建設費」の分析からも、参議院選挙の前年ダミーに正に有意な結果が
得られた。また「投資的経費」と「建設費」ともに全期間の分析において内閣支持率に負に
有意な効果が確認できる。前年内閣支持率も「投資的経費」と「建設費」の全期間において
有意な結果を得ている。「投資的経費」と「建設費」の小選挙区制期の分析において、内閣
支持率が負に効果を与えている点は、内閣支持率が高い場合には前年度増加率が小さくな
るもしくは前年比減少率が大きくなり、低い場合にはその前年度増加率が大きくなるか、減
少率が小さくなることが示されているものと考えられる。 
分析結果をまとめると、内閣支持率と参議院選挙ダミー、また選挙制度改革ダミーという
本章が注目した政治的変数は、地方財政計画の総額で仮説通りの係数の方向を示し有意な
結果が確認された。参議院選挙前年ダミーに比べて、衆議院選挙のサイクルは仮説と合致す
る係数の方向が得られないものや、仮説とは逆に負に有意な結果が得られたものもあった。
これは衆議院議員の任期の不確定性が影響しているものと考えられる。 
 
４.５. 本章のまとめ 
 
本章では、地方財政と政権党の関係を論じてきた。先行研究では、地方財政制度の運用は、
自治省への権限配置と、その政策選好によって規定されるとされてきた。そこで本章は、地
方財政の動態的な性質を見落とし、政治制度との関連や政治家との関係をその分析に取り
込んでいないことを問題点として挙げた。そして地方財政が、マクロ経済的政策として、ま
た個々の議員の分配政策を支える基盤として重要であることを示した後に、本人代理人関
係から自治省が政権党の意向に沿った政策を形成することを示し、これを実証した。 
実証分析においては、1960 年から 2010 年までの地方財政計画や地方交付税、地方債、投
資的経費、普通建設事業費の対前年度伸び率を従属変数として、内閣支持率、衆参両議員の
選挙サイクルの影響、さらには選挙制度改革の効果をそれぞれ表す独立変数を投入し、社会
経済変数もコントロールした上でその効果を検証した。その結果、地方財政計画の総額算定
において、選挙制度改革以降に算定が減少することが示された。このほか政治的な要因とし
て、選挙制度改革以前の中選挙区制期と全期間において、「地方財政計画」や「投資的経費」、
「建設費」で参院選挙によって前年より有意に人口 1000 人当りの計上額が増加する（もし
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くは減少額が小さくなる）ことが明らかになったほか、内閣支持率も、地方財政計画の総額
や、投資的経費の全期間の分析で、有意な結果を得た。つまり、内閣支持率が高いほど地方
財政計画の総額策定が前年比で抑制され、低いほど前年比で上昇する効果が見られたほか、
地方交付税や投資的経費の算定に関して参議院選挙の前年には高く計上されることが明ら
かになった。 
この実証分析の結果からは、以下の二点が示される。第一に、自治省の政策形成が政権党
である自民党の政治的な環境の影響を受けていることが明らかになった。これまで地方財
政には明確な利害を有さないとされてきた国会議員の存在が、自治省主体とされる地方財
政のあり方に影響を与えていたことを示すものである。第二に、地方財政計画の総額算定に
みられるように、地方財政の運営自体にも選挙制度改革の効果が一部で見られる点である。 
ただし、選挙制度改革や内閣支持率や予期された選挙の存在などの政治的な要因は、地方
財政制度自体は変更されることなく、長期にわたり維持されてきたことを考えると、政権党
である自民党の意向を充実に反映した政策を自治省は採ってきたことが考えらえる。自治
省が地方交付税にさまざまな補正係数を組み込み、時に地方自治体の財政規律を犠牲にし
て、地方債発行による単独事業を推進し、また地方財政の歳出枠を拡大させてきたことは、
社会経済環境への適応という側面に加えて、政権党の意向に沿ってきたゆえに生じた点が
指摘できる。
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第５章 国会議員の地方行財政に関する政策選好とその変化 
 
 本章は、国会議員の地方分権と地方財政に関する政策選好について分析する。本論文の中
では、すでにこれまで国会議員と地方政治家の間に存在する財政に関するコミットメント
問題の存在を提起している。このコミットメント問題が地方分権改革の動因であるのだが、
本章では国会議員がこのコミットメント問題に関して有している認識について分析する。
選挙制度改革によって、国会議員が地方政治家と結んでいたコミットメントは、選挙制度改
革によって変容しているというのが本論文の仮説である。そこで本章では、このことを国会
内での発言と議論に関するデータと衆議院議員が総選挙の際に有権者に対して提示する選
挙公約とを用いることで実証する。結論から言えば、国会議員は選挙制度改革の後に地方分
権改革を提唱するようになると同時に、地方財政を保護する傾向を弱めたのである。 
 
５.１. 国会議員の地方行財政に関する政策選好 
 
 分析に当たっては、地方行財政に関する政治家アクターの政策選好や認識について分析
した先行研究について検討する。政治アクターの地方自治に対する認識を検討している研
究では、官僚の政策選好について検討したものとして北村亘の研究がある（北村 2006、
2007）。北村は、1976 年から 1977 年、1985 年から 1986 年、2001 年、2006 年と四次にわ
たり実施された中央省庁の官僚に対する調査の結果から以下三点の結果をまとめている。 
 第一に、省庁別に地方自治体に対する評価に違いがある点である。北村は省庁を 2001 年
の省庁再編以前の官庁分類による所属に従い分析を進め、旧自治省所属の職員は 2001 年ま
での三度の調査で一貫して全員が、地方自治体の有する自主財源を拡大させるべきだとい
う考えを有しているが、2006 年調査に入って始めて地方自治体の自主財源を拡大に否定的
な見解を持つものが現われていることを指摘している。旧自治省以外の官庁所属では旧大
蔵省に所属する官僚たちが、最も地方自治体の自主財源拡大に否定的な考えを持っている。
それ以外の官庁の官僚はいずれも旧自治省所属官僚の肯定的な考え方と旧大蔵省中央財政
所管官庁の否定的な考え方の中間に位置するが、官庁の多くが第二回調査から第三回調査
にかけて地方自治体の自主財源拡大に肯定的な考え方を強くし、第四回調査ではその傾向
が弱まったことを指摘している。 
第二点として、今後の中央地方関係の見通しに関して、第二回から第四回の調査から、旧
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大蔵、旧厚生の両官庁以外の所属の官僚が、調査の進むごとに将来的な国と地方自治体の関
係は薄れていくという考えを強くしているという。第三点として、同じく第二回調査から第
四回調査の結果から、自治体の仕事ぶりに対する評価も、概して多くの省庁の官僚が下がっ
ていること、また旧自治省の官僚が他省庁と比べて自治体への評価が高いものの、第二回か
ら第三回にかけて大きく評価を下げていることを示している。  
北村はこれら分析から、2000 年代に行われた地方分権改革の結果もあり、全ての官庁の
官僚たちが概して地方擁護的な姿勢を後退させていること、自治官僚が他省庁に比べて地
方擁護的な姿勢が強いが、時系列的にはその擁護的な姿勢が弱まっていることを指摘して
いる。ただし、北村の用いているサーベイのデータでは、地方自治体の自主財源の意味する
もの自体に調査間で違いがあることも指摘している。つまり、第一回調査および第二回調査
では、地方自主財源の拡大が交付税の増額を意味しているものに対して、第三回調査と第四
回調査では、地方交付税の拡大ではなく、税源移譲による地方税収の拡大を意味している可
能性が高く、一概に同一指標としてみなすことができない点である。                
 上記に北村の分析した官僚の政策選好を紹介したが、本章で確認したい点は、地方分権改
革や地方財政に関わる国会議員の政策選好である。国会議員の地方財政に関する認識に注
目するのは、財政制度の変更を含む地方分権改革を政策化する際には、国会議員の議決を必
要とするという点からである。これはすでに先行研究の整理において、地方分権改革の推進
アクターとして国会議員を挙げていない研究に対して批判を加えた点と共通している。本
論文の枠組みから言えば、中選挙区制下において、国会議員（衆議院議員）は再選のために
個別利益の選挙区への分配と提供と分配を行い、また集票において地方政治家に依存して
きたことが指摘できる。さらに中選挙区下では政権党組織は分権化しており、政権首脳部が
一般議員の歳出要求に応答的になり歳出が拡大する傾向があった。これに対して、小選挙区
制下では同士討ちのリスクがなくなり、国会議員全体の分配傾向が弱まり、政党組織と執政
制度の集権化により、歳出削減などの目標が政権首脳部にとって追求しやすくなった。つま
り、選挙制度改革によって国会議員の政策選好は変化しているといえる。選挙制度改革を契
機として、国会議員の行動に変化があることは、多くの文献で言及されている。例えば、先
に第２章で検討を行った北村の地方分権改革に関わる研究では、官僚調査に合わせて国会
議員が国家の役割として重視するべきものとして、地域再分配的な公共事業や個人分配的
な福祉に対する役割が 1970 年代と 1980 年代に比べて 2000 年代に極端に落ち込んでいる
ことを指摘している（北村 2008：58-59）。このほかに北村は国会での政府首脳における発
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言中に「財政支出」を示す語句と「歳出削減」意味する語句の割合を分析し、1975 年と 1994
年では圧倒的に「財政支出」を示す語句の比率が多いのに対して、2001 年には歳出削減を
示す語句の比率が高まって逆転していることを示している。また品田裕は、国会議員の選挙
区での団体関係者や有権者、地方議員や首長などとの接触活動の分析から、2000 年代に入
って脱公共事業の動きと政策志向の競争が見られることを指摘している（品田 2006）。 
 上記の先行研究からは、選挙制度改革後に集票戦略の変更と政党・執政制度の集権化の影
響で、国会議員の個別利益分配の集票戦略が低下していることが予測できる。そしてこの国
会議員の選好の変化が、地方分権改革と地方財政という争点にも影響を与えると考えられ
る。国会議員全体として財政支出拡大的な考えが減少していることは、同時に補助金や地方
交付税を通した地方への財政移転を減少させ、また政策競争による地方分権改革の提唱も
広まると考えられる。つまり、国会議員は選挙制度改革を契機として地方分権に積極的にな
り、地方への移転財政に対する寛容な姿勢も中選挙区制下に比べて低下すると考えられる。 
これまでに述べた予測を検証するにあたり、本章は二つのデータに依拠して議論を展開
する。それらは、衆議院における地方財政擁護や地方分権に関する議論のデータと、衆議院
議員総選挙の際の選挙公報における候補者の地方分権に対する言及である。衆議院におけ
る議論の動向からは、地方財政擁護の姿勢が 1990 年代、特に選挙制度改革後において低下
し、地方分権の提唱も増加していることを示す。次に公約データの分析からは、衆議院議員
とその候補者にとって、1990 年代半ば以降、特に選挙制度改革以後に「地方分権改革」が
候補者にとって選挙における重要な争点として浮上してきていることが示される。また議
員及び候補者の公約における地方分権の言及は、地方分権の言及に小選挙区制度下での二
大政党制化の影響を受けている点、選挙区の社会経済環境や選挙の強さといった要因も言
及状況に影響を与えている点が示される。以上のデータを通して、衆議院議員を中心とする
国会議員が選挙制度改革を契機として、地方財政に対する寛容な姿勢を弱め、財政面を含め
た意味での地方分権を志向するようになったことが示される。 
 
５.２. 衆議院における「地方財政擁護」の議論の動向  
 
本節では、国会内での地方財政に関する言及について検討する。具体的には、衆議院にお
ける本会議・委員会における議論の中で、地方財政の擁護に関する言及がどのように変動し
ているのかを分析する。分析方法は、衆議院の本会議・委員会における議論中の中で地方財
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政の擁護に関連のある語句が、一年間（暦年）においてどれだけ言及されていたのかに注目
しその回数を計測するものである。この本会議と委員会の議論において、発言者は質問等を
行う政党の国会議員と各種大臣や副大臣・政務官（省庁再編以前には政務次官も含む）とい
った政府の役職を有する国会議員、さらに答弁を行う官僚も含める。官僚の答弁も分析の対
象に含むのは、官僚の答弁であっても政治家の意向に全く反するような内容の発言を行う
ことは想定できず、その当時の政権政党によって組織された内閣及び首相や大臣などの政
治家の意向を反映したものであると考えられるためである。つまり、議会内のでの発言に注
目することで、政党と政府を含め国会議員全体としての地方財政に対する姿勢を計測する
ことを意図している。 
次に「地方財政の擁護」を表す語句の定義である。本分析では、「地方財政の擁護」を意
味する語句として、「地方財政の充実」、「地方財政の強化」、「地方財政の確保」、「地方税財
政の確保」、「地方税財政の充実」、「地方財源の確保」、「地方財源の充実」、「地方財政対策」
の七つに注目した。計測は、1970 年より 2010 年まで各暦年単位で行っている93。これらの
語句の長期的な言及傾向に注目することで、国会議員の地方財政に対する擁護的な考えが
時系列的にどのように変化しているのかを明らかにできる。 集計の結果は以下の図 5-1、
5-2 に示すと通りである。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
                                                   
93 計測に当たっては、「国会議事録検索システム」を使用した（http://kokkai.ndl.go.jp/）。 
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図 5-1：衆議院本会議・委員会における「地方財政擁護」に関する言及回数 
 
 
図 5-2：国会における「地方分権」言及回数 
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図 5-1 のデータを見ると、1970 年代後半の衆議院における「地方財政擁護」の議論が年
毎の変動がありながらも、1990 年代半ばを境に減少している。さらに、図 5-2 は合わせて
国会本会議・委員会における「地方分権」と「地域主権」の言及回数について掲載している
94。このデータを見ると、1990 年代半ばから言及回数が急増している。この地方分権と地
域主権という語句は、地方分権推進委員会や地域主権戦略会議、地方分権推進法など固有名
詞としての組織名や法案名を含んでいるため、過剰にカウントしている可能性はある。しか
し、議論の対象としての地方分権が 1990 年代半ば以降に非常に盛んになっていることは明
確だろう。地方分権改革の議論では、第一次分権改革における機関委任事務の廃止のような
行政的分権化の議論のほかにも税源移譲や国庫補助・負担金改革など財政的分権化や地方
財政制度改革が議論されている。衆議院の議論のデータからは、地方分権の議論が進んでい
くに従って、地方財政の擁護に関する議論が減少しており、地方財政を守るという姿勢が弱
くなった点が示されている。 
 
５.３. 選挙公報における公約としての「地方分権」 
 
 先節では、衆議院の院内における議論のデータに基づいた議論を展開した。しかし、衆議
院での言及は全議員（および答弁者としての官僚）の集計データにとどまっており、概説的
な議論を提示できるのみであるという限界もある。そこで、本項では、選挙時の公約に基づ
くデータをもとに計量分析を行う95。 
本項では、総選挙の公約に表される、国会議員の言及の動向を議員全体のレベルと個々の
議員のレベルでの二つに分けて議論を進める。そして、どのような国会議員によって地方分
権改革が支持され、提唱されているのかを明らかにするべく、選挙制度改革の効果と政党所
属、議員個人の要因に注目して、以下の仮説を設定した上で分析し議論を進めていく。 
 
５.３.１. 政党としての議席最大化戦略 
地方分権改革に限らず、政治改革に政権党が取り組むことは、現行の制度が政権党を利す
るものであれば一般的に困難である。では、いかにして政権党が改革に積極的になるのか。
                                                   
94 この集計も「地方財政擁護」の言及の集計と同様に「国会議事録検索システム」を使用し
ている。 
95 本節の議論と分析は、梶原（2014）を基にしている。 
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ここで参考となるのが、南米諸国の公務員制度改革の成否を分析しているゲデスの議論で
ある（Geddes 1996）。また先述の曽我（2002）もゲデスの枠組みを援用している。ゲデス
や曽我の議論によれば、政治改革の成否は、議会の過半数の議席を占める政権党の選択に依
存する。そして、改革の成功の条件として以下の二点を導いている。第一に、有権者の改革
要求が高まり、改革を支持しない政党に対して有権者が投票しない場合、つまり改革に賛同
しなければ政権を失う可能性がある場合である。第二に、現行制度から政権党が得る利益自
体が低下した場合である。なお、ゲデスと曽我の議論は野党の改革選択についても提示して
いる。そもそも議会で過半数に満たない野党の選択は、それ自体としては改革の結果に影響
を与えない。しかし野党は、改革支持の表明により改革を求める有権者の支持を得ることが
できる一方で、結果として改革が行われない場合には、政権党に比べると小さいものの、そ
のまま現状制度から利益を享受することもできる。ゆえに、野党は改革表明のコストが小さ
く、常に改革を提唱することになる。つまり与党よりも野党の方が、改革を強く支持するこ
とが予測される。 
 
仮説 1-1：与党議員よりも野党議員の方が、地方分権改革を積極的に支持する。 
仮説 1-2：与党議員は、地方分権改革が争点化され、改革を支持しなければ政権を失う可
能性がある場合には、改革を積極的に支持する。 
 
 上記では、単純に与党と野党の改革選択の条件を提示した。次に政党がどのようなルール
の下で議席獲得競争を行っているのかという点に注目する。その競争のルールとは選挙制
度である。 
選挙制度に関して、まず選挙区定数の問題が挙げられる。理論的にも選挙定数の大きさは、
当選を可能とするに十分な得票率に違いを生む。この結果、選挙区定数が大きいほど、議員
は当選のために、中位投票者など選挙区全体の有権者ではなく、部分的な有権者から得票す
る戦略を取る(Cox 1990；Mayerson 1993)。日本の中選挙区制度下では、自党から複数の候
補者が出ており、現在の小選挙区に比べて選挙区面積も広域であった。よって国会議員（特
に衆議院議員）は選挙区での同一議員との同士討ちを防ぐために、支持基盤の地域分割や政
策分野での棲み分けによって票の分割を行っていたという（建林 2004）。こうした選挙制度
のもたらす誘因は、国会議員により部分的な利益の分配を志向させ、部会・族議員といった
政策分野に基づく議員の専門化をもたらしている（猪口・岩井 1987）。 
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 選挙制度は、中央地方関係とも大きく関わる。政権党議員は、同一選挙区下において、自
党議員と議席を争う上で、地方政治家に集票を依存していた。地方政治家は国会議員との間
に「系列」と呼ばれる関係を築くことで、国会議員の集票に貢献していたのである（井上
1992）。地方政治家としても、こうした国会議員とのパイプを通して補助金を獲得していく
ことで、政治的影響力を行使していた（村松・伊藤 1986；村松 1988；広瀬 1993）。 
こうした個別の議員が既存の地方財政制度に依存した個別利益の分配を図ることは、中
選挙区制度下では政党としての政権維持と議席獲得目標と矛盾しなかったのである。 
これに比べて衆議院において小選挙区制度が導入されてからは、上述の中選挙区制度下
での国会議員の行動戦略は変更を迫られる。それは候補者選定と集票戦略に表れる。小選挙
区においては、同一政党内の候補者が必然的に 1 名に絞られた。ゆえに候補者にとって、個
人得票よりも政党得票の重要性が増し、政党の公認獲得が重要となった。 
また選挙制度の変更は集票戦略の点での影響も大きい。定数が 1 となったことは、候補
者にとって、選挙区の一部の有権者ではなく有権者全体から集票を目指すことが当選可能
性を上昇させることを意味する。よって国会議員にとって、選挙においてそれまでの地域や
政策セクターに特化した利益誘導を行い、地方政治家に集票を依存する程度が低下したと
考えられる。このことは利益配分を支えた地方財政制度を維持させる必要性もまた低下し
たことを意味する。 
加えて、選挙区定数は与党だけでなく野党の戦略にも影響を与える。小選挙区では一人し
か当選できず、当選可能性を上げるためには野党間には候補者調整の必要が生じ、そのこと
は同時に政党数の減少を促す。デュベルジェの法則や M＋１ルールが示すように小選挙区
制下では選挙区単位では候補者が二人に絞られ、その全国的な影響として、二大政党化圧力
が生じるのである96。そこで、野党の中でも与党と政権獲得競争をする政党とそうではない
政党によって、改革に対する態度に違いが出ることが考えられる97。つまり二大政党化圧力
の下で勢力を伸ばし、小選挙区での議席の更なる獲得と政権交代を志向するような野党は、
                                                   
96 デュベルジェ（1970）、Cox (1994)を参照。実際、小選挙区での有効政党数は 2005 年ま
でに、漸減していっている（建林・曽我・待鳥 2008：97）。ただし、選挙区レベルでの二大
政党化と全国レベルでの二大政党化は必然的に一致するとは限らない。また二大政党化の
過程においても、民主党が政策領域全般に見て、議員レベルで必ずしも凝集性の高い組織で
はなかった点には留意を要する（谷口 2010）。 
97 もちろん小政党が、小選挙区に候補者を擁立することをやめるわけではない。比例代表
制度での票の上積みを狙い、候補者が当選する可能性が高くなくとも候補者を擁立するこ
ともある（森・水崎 1998；リード 2003）。 
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改革に積極的になると考えられる。しかし小選挙区での議席獲得の見込みが小さい小政党
は、改革による公共財の提供よりも、むしろより個別的な利益提供を志向することで、比例
代表などでの議席獲得を目指すことが考えられる98。よって小選挙区での議席獲得が困難な
小政党は改革には消極的になりうる。 
 
仮説 2-1：選挙制度改革以降、与野党を問わず政党に所属する議員は、地方分権改革に積
極的になる。 
仮説 2-2：選挙制度改革後、二大政党化が進むと、野党のうち勢力拡大傾向にある政党に
所属する議員は地方分権改革を推進する。しかし、野党のうち勢力を減少させている小政
党に所属する議員は地方分権改革に消極的になる。 
 
５.３.２. 個人としての議員の得票最大化戦略 
これまでは、政党としての集票と議席の最大化の戦略から、選挙制度の変更によって、政
党として、また議員全体の傾向として、改革を支持する傾向が強まること、さらにその傾向
が政党所属によって異なることを示した。しかし、各議員は、それぞれが選挙区での集票を
増加させ、議席を獲得する必要がある。そこで、議員個人の要因を検討する必要がある。一
般に議員の目標は、選挙での勝利や再選、議会もしくは政党内での役職獲得と昇進、政策の
実現が挙げられる。しかし、役職獲得や政策の実現は議席無くしては実現不可能なものであ
る。よって再選可能性や個々の選挙区環境が議員の再選に向けての戦略を大きく規定する
ことになる。地方分権改革を含む政治改革は、政党レベルでは好ましい選択だとしても、選
挙での勝利自体がおぼつかない議員は、消極的になることが予測される。逆に選挙での安定
的な勝利が予測される議員は改革への賛同もしやすいと考える。つまり十分な再選および
当選の可能性が小さい新人候補者や、当選回数が少ないもしくは前回選挙での得票率が低
い議員や候補者は地方分権改革に消極的になる一方で、当選回数を重ねた議員・候補者また
は前回得票率の高い議員や候補者は改革に積極的になると予測する。 
 
仮説 3：選挙での当選や再選が危ぶまれる議員もしくは候補者ほど地方分権改革に対して
消極的になる。 
                                                   
98 小選挙区制度下で小政党が改革よりもむしろ反改革を示すことで、議席獲得を目指す傾
向は、公約位置の分析などから示されている（例として、品田 2010）。 
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議員は、選挙に勝利するために自らの選挙区環境に応じた行動をとる必要がある。つまり
現行制度の変更が選挙区にとって利益となるか否かが重要になる。これまで補助金や地方
交付税といった国からの財政移転は、都市部よりも農村部において厚く配分されてきたこ
とが指摘されている（斉藤 2010）。このことから、現状の制度の維持が農村部にとっては改
革よりも利益になりうる。よって、都市部の選挙区の議員や候補者の方が農村部の選挙区の
議員や候補者よりも改革に積極的になることが予測される。 
しかし、地方分権改革をめぐる「都市―農村」の対立は、必ずしも現実の政治過程とは一
致しない。その例証は、1990 年代半ば以降登場した地方分権を提唱する地方政治家であり、
その台頭が必ずしも都市部に集中していない点である。実際、三位一体改革の際に知事会内
の補助金削減案の作成過程で中心的な役割を果たしたいわゆる「改革派知事」たちの中には
農村部の知事たちも多く、都市と農村間の対立を惹起しなかった（北村 2007；梶原 2012b）。
このことは、農村部における地方分権改革を求める有権者の意向を反映し、首長が地方分権
改革を支持した可能性を指摘できる。つまり、地方分権を求める有権者は、都市部よりも農
村部において多く存在することも考えられ、都市部よりも農村部の選挙区選出の議員の方
が地方分権をより強く支持することが予測される。 
 以上の議論より本章では、国会議員と地方分権改革に関して、農村部より都市部選出の国
会議員の方がより地方分権改革を推進する可能性と、都市部よりも農村部選出の国会議員
がより地方分権改革を推進する可能性という二つの相反する仮説を提示する。 
 
 仮説 4－①：農村部よりも都市部の選挙区選出の国会議員が地方分権改革を支持する。 
 仮説 4－②：都市部よりも農村部の選挙区選出の国会議員が地方分権改革を支持する。  
 
以上四つの仮説群をもとに実証分析を進めていく。 
 
５.４. 使用するデータと指標化 
 
５.４.１. 従属変数の設定 
 
 先節の仮説群の検証のために必要となる従属変数のデータは、国会議員が地方分権改革
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を推進しようとする政策選好を持ち積極的に支持しているのかを表す指標である。また選
挙制度改革前後にわたる時系列の幅が求められる。 
そこで、本節では選挙公約データを用いる99。選挙公約は、選挙の際に候補者が有権者に
向けて自らの政策と実績を表明する手段である100。よって、公約内で国会議員や候補者が地
方分権の推進について言及した場合、積極的に賛成し推進していると考えるのが妥当であ
る。 
なお分析には、衆議院議員総選挙の選挙公報中の文字データから、推薦人の推薦文などを
除いた候補者自身の政策と具体的な実績として表明されたものを指標化した101。また公約
は 1985 年に実施された第 38 回から、2005 年に実施された第 44 回総選挙までのものであ
り、補欠選挙のデータは分析から除外してある。 
 次に具体的な指標化の手順である。地方分権に関する言及の有無に関しては、公約の中に
「地方分権」という単語を含むか否かで判断した。しかし実際には「地方分権の推進」など
のように「地方分権」という単語が完全一致で含まれる場合以外に、「分権的な国づくり」
「分権推進」などのように「分権」という単語のみで言及されている場合がある。また民主
党の地域主権改革のように、「地方分権」と内容的には相違ない単語も存在する。そこで、
「地方分権」という単語の他、「分権」、「地域主権」という単語のいずれかが公約中に出現
した場合には、「広義の分権」の言及としてカウントした。この「広義の分権」の言及の有
無に関しては 0，1 の二値を取るダミー変数となる。 
次に、地方分権改革の具体的な内容に関する言及に注目する。本節では、「補助金改革・
補助金見直し・一括交付金化」、「税源移譲・地方の自主財源」、「権限移譲」「合併推進」「道
州制および連邦制」に関する賛同的な言及の有無を測定した。このことで先述の「広義の分
権」言及の有無と合わせて、最小で 0、最大で 6 を取る「分権言及の程度」を表す変数を作
成した。作業定義と操作化方法は表 5-1 にまとめている。 
                                                   
99 公約データは、品田裕神戸大学大学院法学研究科教授から提供を受けている。データの
使用を快諾くださった品田先生にこの場を借りてお礼を申し上げる。 
100 公約を用いた研究はこれまでにも多く研究者によりなされている（例えば、品田 2002，
2010；堤 2013；小林他 2014 など）。ただし多くの公約に関する先行研究は、公約の全内容
を集約した形で政策空間上に位置づけている。これに対し本論文は公約の中から地方分権
に関連する言及のみを抽出している。 
101 分析の対象者は、中選挙区制度下における総選挙の全立候補者と選挙制度改革後の総選
挙における小選挙区立候補者に限定される。参議院議員およびその候補者、総選挙であって
も個人として選挙公報に公約を掲載しない比例単独立候補者は、データには含まれない。 
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表 5-1：公約中の分権言及データの作成方法 
 
 
         
５.４.２. 独立変数の設定 
次に独立変数の設定を行う。仮説 1-1，1-2、仮説 2-1，2-2、で使用している与党議員
と野党議員という分類に関して、本節では 1993 年から 1994 年の間を除き、2009 年まで政
権の座にあった自民党を与党という位置づけにしている。ただし、自民党内閣には本節のデ
ータに関連する時期では、1985 年から 1986 年にかけては新自由クラブの議員が入閣して
おり、1990 年代には社会党、新党さきがけ、および自由党と、2000 年代に入ってからは保
守（新）党が連立政権として参加している。さらに、自民党は公明党と 1998 年以降一貫し
て連立政権を組んでいる。しかし、選挙制度改革後の政党ごとの推移を検証するために、自
民党、民主党という二党に注目する102。また後に行う回帰分析では、小政党として公明党所
属も変数に入れる。 
 仮説 3 に関しては、選挙での強さ、再選および当選可能性の確実さの指標として、新人ダ
                                                   
102 民主党は 1996 年の結党後、1998 年に、院内会派「民主友愛太陽国民連合」（民友連）
に参加していた民政党・新党友愛・民主改革連合を吸収する形をとっている。このため民主
党を 1996 年から 1998 年の党合併までを（旧）民主党、1998 年以降を（新）民主党とする
場合が多い。ただし民主党の法律上の設立は 1996 年となっている。本項の分析ではデータ
上で、新・旧民主党を統一して扱っている。 
「分権」に類するコーディング内容 作業定義
地方分権
「地方分権」という言葉を不可分
な単語として含む
「分権」 「分権」という言葉を含む
「地域主権」 「地域主権」という言葉を含む
補助金改革・補助金見直し(一括交付金)
税源移譲(含む地方の自主財源)
権限移譲
市町村合併推進
道州制連邦制
左記内容を肯定的に公約内に
含む、もしくは実績として提示し
ている。
5つの分権改革事
項（ダミー変数）
操作化方法
「広義の分権」言及
(ダミー)
公
約
の
分
権
言
及
の
程
度
（
0
～
6
）
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ミーと当選回数を用いる。このほか、連続して立候補している候補者に対しては、前回選挙
得票率も用いる。さらに仮説 4 に関しては、菅原琢氏がウェブにて公開している、５段階の
選挙区別都市化度を使用し、段階が上がるごとに都市化度が高くなるように設定した103。 
なお、後に行う小選挙区制度下でのデータに関しては回帰分析を行うため、表 5-2 に記述
統計を示す。 
 
表 5-2：記述統計 
 
 
５.５．実証分析 
 
これまでに示した仮説とデータを用いて、以下では実証分析を行う。分析は二つに分けて
いる。第一に、選挙制度改革を挟んで候補者全体と政党別の候補者の「広義の分権の言及状
況」を検証する。ここでは特に仮説１と仮説 2 の検証を目的とする。第二に、小選挙区制度
下の選挙に分析範囲を限定し、仮説１と仮説 2 で検証した政党所属に関するデータととも
に、仮説 3、仮説 4 に関わる国会議員個々の再選可能性と選挙区環境の指標を用いた統計分
                                                   
103 菅原研究室ホームページ：http://freett.com/sugawara_taku/ 
データ使用に関して、菅原琢先生にお礼申し上げる。なお、新選挙区となった 1996 年、2000
年のデータと区割り変更の行われた 2003 年、2005 年の選挙の際のデータは分けてある。
ただし、いずれも 2000 年国勢調査に基づいて算出されている。 
変数 観測数 平均 標準偏差 最小値 最大値
「広義の分権」言及の有無 4475 0.264 0.441 0 1
分権言及の程度 4475 0.382 0.742 0 6
当選回数 1748 3.456 2.871 1 19
新人ダミー 4475 0.609 0.488 0 1
自民党ダミー 4475 0.245 0.430 0 1
民主党ダミー 4475 0.205 0.404 0 1
公明党ダミー 4475 0.008 0.089 0 1
前回選挙得票率 2299 0.305 0.178 0.001 0.896
選挙区都市区分（5段階） 4475 3.111 1.413 1 5
44回総選挙ダミー 4475 0.221 0.415 0 1
43回総選挙ダミー 4475 0.229 0.420 0 1
42回総選挙ダミー 4475 0.268 0.443 0 1
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析を行う。 
 
５.５.１. 選挙制度改革前後の地方分権改革の言及状況 
図 5-3 は、1986 年から 2005 年の総選挙までの全候補者の「広義の地方分権」の言及状
況であり、全立候補者数中における「広義の地方分権」言及者数とその割合を示す。また
図 5-4 は 1986 年から 2005 年総選挙までの政党別の言及比率である。ここでは、候補者を
自民党候補、民主党候補、その他の政党所属・無所属候補で分け、さらに全候補者平均も
合わせて掲載している。 
分析からは以下の三点が示される。第一に、1993 年の第 40 回総選挙時から「地方分権」
に関する言及が顕在化しており、1996 年の第 41 回総選挙で最も多くの候補者が言及して
いる点である。1996 年第 41 回総選挙で最も多くの割合の候補者が言及している点は、全
ての候補者群にも該当する。このことは 1993 年に、7 月の総選挙に先立つ 5 月に「地方分
権推進に関する決議」が衆参両議院で可決され、国会議員が全体として地方分権改革を有権
者の重視する政治争点として認識していたとも考えられる104。この国会議員全体としての
積極的な姿勢は、1995 年の「地方分権推進法」の成立につながる。1996 年に自民党候補、
民主党候補、そしてそのほかの候補のいずれでも最も高い割合で分権が言及されているこ
とは、1990 年代の地方分権の世論関心の高まりが 1990 年代半ばに特に高かったことを示
唆する。その後、全体的な傾向としては、2005 年の第 44 回総選挙で若干減少するものの、
2000 年第 42 回総選挙以降、地方分権の公約化が定着していることが見て取れる。このこ
とは、仮説 1-2 さらに仮説 2-1 をおおむね支持する結果である。 
第二に、小選挙区制度の導入後、自民党候補者、民主党候補者、非自民・非民主候補者（そ
のほかの政党所属・無所属候補）に大きな違いがある点である。自民党、民主党、非自民・
非民主党の各候補者を比べると、次第に有力野党となりつつある民主党の候補者が最も高
い割合で地方分権に言及している点が指摘できる。自民党候補者は、民主党候補者と比べる
とやや下がるものの、1996 年選挙以降候補者全体と比べても高い割合で地方分権を公約化
していることが分かる。ただ、2005 年に言及が低下しているが、これはいわゆる郵政選挙
の影響で、公約に盛り込む政策内容が郵政問題を中心にした内容に偏った可能性も指摘で
きる。これらのデータは、与党議員よりも野党議員が地方分権改革を積極的に支持するとい
                                                   
104 同様に地方分権の世論の高まりが政党の行動を規定し、「地方分権推進決議」に至った
政治過程を分析している研究として、城戸（2009）を参照。 
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う仮説 1-1 を支持する内容である。 
第三に、自民党や民主党に比べて、1996 年総選挙以降非自民・非民主党候補者の言及程
度が大きく低下の一途を辿っている点である。この点は、特に選挙制度改革との関連で興味
深い。1996 年総選挙は選挙制度改革後の初の総選挙であった。この選挙以降、小選挙区で
の選挙戦略に合わせて、徐々に二大政党化が進んでいくことになる。重要なのは、非自民・
非民主の候補者の公約における「地方分権」関連の言及が、1993 年をピークとして 2005 年
選挙に至るまで一貫して減少している点である。ただし民主党が現在の体制となったのは
1998 年以降であり、選挙によって院内第二党となったのは 2000 年選挙以降であるため若
干の留意が必要となる。しかし非民主かつ非自民の候補者の言及動向との比較からは、二大
政党制を意識した民主・自民両党の候補者の中で、地方分権の公約化が一定程度定着してい
るのに対し、その他の候補者にとって地方分権の公約レベルでの重要性は低下している点
が指摘できる 。このことは仮説 2-2 と符合する結果である。 
 
図 5-3：「広義の分権」言及（候補者全体） 
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図 5-4：「広義の地方分権」言及における政党の違い 
 
 
５.５.２. 小選挙区制度下における個々の議員レベルでの言及状況  
 次に、小選挙区制度下における国会議員の公約における地方分権に関する言及状況につ
いて分析する。以下では二つの従属変数に対して計量分析を行い、3 つのモデルを検討する
105。それぞれ独立変数には、先に検証した政党所属要因にも注目するため、自民党ダミー、
民主党ダミー、公明党ダミーを投入する。ベースとなっているのは、そのほかの政党所属と
無所属の候補である。また、当選回数と新人ダミー、前回選挙時の得票率を                                                                                                                        
再選可能性を表す変数として投入する。ただし、新人候補で初めて選挙を戦う候補者には、
前回選挙得票率の変数を用いた分析は行えない。よって現職議員と前回選挙にも立候補し
落選して今回の選挙にも立候補している候補を含むモデルと、現職だけにサンプルを限定
したモデル、さらには全立候補者（現職、前回落選者と初めて選挙に立候補した新人を全て
含む）について分析するモデルの 3 種類の分析を行う。また、選挙区都市区分変数と、41
回選挙をベースとする各選挙のダミー変数を投入している。 
                                                   
105 以下本項の分析は、統計ソフト Stata 13.1 を用いて分析を行っている。 
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 表 5-3 は「広義の分権」の言及の有無に関して分析した結果であり、ロジット分析を行っ
ている。政党所属に注目すると民主党ダミーが model 1 から model 3 までで、一貫して正
に有意な結果を得ていることが確認できる。公明党ダミーも一貫して負の係数を示してい
るものの、有意な結果は現職立候補者を分析した model 2 のみである。自民党ダミーは
model 1 と model 3 では正の結果が得られており、model 3 では有意な結果が得られている
ものの、model 2 では負に有意となるなど不安定な結果である。選挙の強さに関する変数に
関しては、新人ダミーが有意だが前回選挙得票率は model 1 でのみ有意である。さらに都
市区分が一貫して負に有意な結果を得ている。これは、より農村部の選挙区であるほど「広
義の分権」について言及する可能性が増えることを示している。 
 
表 5-3：「広義の分権」言及の有無に関する分析（ロジット） 
 
 
model1 model2 model3
現職+前回落選者 現職立候補者 全立候補者
0.048 -0.341 0.688
[0.353] [-2.404]** [7.006]***
1.508 0.863 1.790
[11.145]*** [5.540]*** [18.832]***
-0.844 -1.189 -0.644
[-1.352] [-1.900]* [-1.051]
0.014
[0.700]
-0.510 -0.569
[-3.284]*** [-6.999]***
1.808 0.660
[3.842]*** [1.218]
-0.118 -0.160 -0.119
[-3.154]*** [-3.766]*** [-4.557]***
-1.719 -1.358 -1.019
[-9.025]*** [-6.046]*** [-9.338]***
-0.848 -0.581 -0.414
[-4.901]*** [-2.876]*** [-4.134]***
-1.112 -0.852 -0.824
[-6.622]*** [-4.408]*** [-8.113]***
-0.367 0.289 -0.460
[-1.891]* [1.328] [-3.642]***
N 2299 1611 4475
LR chi2(9) 348.090 137.960 598.940
Prob > chi2 0.000 0.000 0.000
Log likelihood -1262.813 -997.245 -2285.136
* p<0.1, ** p<0.05, *** p<0.01
当選回数
上段：係数　下段：Z値
自民党ダミー
民主党ダミー
公明党ダミー
定数
新人ダミー
前回選挙得票率
選挙区都市区分（5段階）
44回総選挙ダミー
43回総選挙ダミー
42回総選挙ダミー
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表 5-4 は、従属変数に「選挙公約の分権言及の程度」をとる分析の結果である。この従属
変数は、「広義の分権」の言及の有無に加え、分権改革の個別内容の個数を足した指標であ
る。候補者の中で最も多い値は、0 個であり、1 個、2 個と減少する分布となっており、変
数の分散が平均を上回っていた。そこで、カウントデータとして、ネガティヴ・バイノミナ
ル分析を行った。  
 独立変数の係数や方向性は、ほぼ先のロジット分析に類似する。ただし、公明党ダミーが
model 4 から model 6 を通して負に有意な結果が得られた点と、前回選挙の得票率が現職
立候補者のモデルでも有意な結果が得られた点が異なる。また都市区分もロジット分析同
様に 3 つのモデルで負に有意な効果が得られている。 
 ロジット分析とネガティヴ・バイノミナル分析の結果からは以下の点が指摘できる。第一
に、民主党候補は国会議員のなかで最も地方分権に言及しているということができる。これ
は与党議員よりも野党議員の方が地方分権改革を支持するという仮説 1-1、また小選挙区制
度下の有力野党が強く分権を支持するという仮説 2-1 と合致する結果である。自民党議員
に関しては、候補者全体としては分権を支持する可能性が上昇すると考えられるが、現職候
補者や前回選挙経験者を含むモデルでは、上昇するとはいえないことが分かる。これは仮説
1-1 に当てはまる部分もあるが、強い結果とはいえない。第三に、小規模の政党について、
仮説 2-2 において小政党議員が分権改革に消極的になるとの予測に合致する結果が得られ
た。第四に、個々の議員の再選及び当選の可能性である。仮説 3 では、再選が危ぶまれる議
員ほど地方分権改革に消極的になることを予測し、当選回数、新人ダミー、前回選挙得票率
を用いた。このうち新人議員であることは、ロジット分析、ネガティヴ･バイノミナル分析
の双方で有意な結果が得られ、新人議員が、地方分権改革の言及に消極的になることがわか
る。しかし、前回得票率に関してはその効果を強く評価する事はできないと考えられる。当
選回数に関してはすべてで有意な結果は得られなかった。選挙区環境に関しては、一貫して
負に効果を与えており、農村部の議員や候補者ほど地方分権について言及し、また言及を増
やす傾向が確認できる。これは仮説 4 のうち②を支持する結果である。 
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表 5-4：「選挙公約における分権言及の程度」の規定要因の分析（NB） 
 
 
５.５.３. 分析結果 
本項はこれまで、どのような国会議員によって地方分権改革が支持され、提唱されている
のかを明らかにするべく、選挙制度改革の効果と政党所属、議員個人の要因に注目して、分
析を行ってきた。 
選挙公約における言及データを用いた実証分析の結果からは、候補者全体として選挙制
度改革以降に地方分権改革の提唱が高まり、一定程度それが定着していることを示した。ま
た小選挙区の下では有力野党が特に強く地方分権を提唱しており、政権党の国会議員もそ
れに追随している状況が確認できた。しかし、野党の中でも有力ではない政党や小政党の議
員は、小選挙区制度の定着とともに分権改革の提唱に積極的ではなくなることも明らかに
model 4 model 5 model 6
現職+前回落選者 現職立候補者 全立候補者
0.078 -0.217 0.606
[0.765] [-2.081]** [7.882]***
0.951 0.472 1.239
[9.812]*** [4.359]*** [17.274]***
-1.164 -1.484 -1.001
[-1.936]* [-2.476]** [-1.671]*
0.006
[0.444]
-0.293 -0.408
[-2.575]** [-6.654]***
1.666 0.783
[4.858]*** [2.047]**
-0.058 -0.076 -0.065
[-2.125]** [-2.546]** [-3.221]***
-0.919 -0.58 -0.415
[-6.644]*** [-3.653]*** [-4.990]***
-0.356 -0.042 -0.078
[-2.815]*** [-0.295] [-1.006]
-0.685 -0.457 -0.395
[-5.393]*** [-3.231]*** [-4.903]***
-0.91 -0.468 -0.878
[-6.393]*** [-3.042]*** [-8.886]***
Number of obs 2299 1611 4475
LR chi2(9) 268.790 94.330 457.170
Prob > chi2 0.000 0.000 0.000
Log likelihood -1982.823 -1576.294 -3414.476
* p<0.1, ** p<0.05, *** p<0.01
当選回数
上段：係数　下段：Z値
自民党ダミー
民主党ダミー
公明党ダミー
Cons
新人ダミー
前回選挙得票率
選挙区都市区分（5段階）
44回総選挙ダミー
43回総選挙ダミー
42回総選挙ダミー
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した。 
他方、議員個人の側面では、新人候補者であることが地方分権の提唱を消極化させること
が明らかになったほか、前回得票率が高いほど地方分権を提唱している状況も一部見られ
た。これらは、議員個人としての再選の確かさが地方分権の提唱を規定していることを示す。
このほか、選挙区環境の面で都市部に比べ農村部の議員ほど積極的に地方分権を提唱して
いることが確認された。 
上記の分析結果からは、地方分権改革に関して以下の含意が示される。第一に、地方分権
改革は小選挙区の導入後の二大政党制化の影響を受けている点である。つまり選挙制度改
革とそれに伴う政党の議席獲得戦略によって地方分権改革が進んでいるのである。 
 第二に、選挙の強さといった議員個人の要因も地方分権改革を提唱するか否かという
点を規定している点も重要である。確かに、政党および議員全体レベルでは地方分権改革が
推進される方向にはあっても、議員個人の利害が地方分権改革をめぐる選択を規定してい
るのである。 
 
５.５. 本章のまとめ  
 
本章における議論をまとめる。本章では国会議員の地方財政と地方分権改革に対して有
している政策選好に関して議論してきた。国会における議論のデータからは、選挙制度改革
以降、地方分権提唱の言及が増加している点や、それまで多く主張されてきた地方財政の擁
護が選挙制度改革を期に弱まってきた点が明らかになった。選挙における公約に注目した
分析からも同様に選挙制度改革以降、国会議員の地方分権改革の言及が増加している点が
示されたほか、その言及に政党所属や議員個人の属性による違いが存在することが明確に
なったといえる。特に選挙制度改革以降、全議員のレベルで地方分権への言及が増加してお
り、とりわけ最大野党として成長している民主党に所属する議員の地方分権の言及が最も
多く、政権党議員である自民党議員も言及を増加させている点が明らかになった。逆に小選
挙区制下では小政党に所属している議員は言及をしない方向にあることも明確になった。
このことは、選挙制度に伴う改革競争が二大政党で進行していることを示唆するものであ
る。個人属性に注目すると、前回選挙での得票率や新人候補であるかどうかといった選挙の
強さを表す指標が言及を規定しており、さらに農村部ほど言及が増加する傾向が明らかに
なった。 
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上記の衆議院の院内議論と公約の分析からは、ともに 1990 年代半ば以降選挙制度改革に
連動して、国会議員は地方財政を擁護する積極的な姿勢が低下しており、地方分権改革を志
向するようになっている点が理解できる。つまり、選挙制度改革を契機にして、国会議員は
このような国会議員財政に関する擁護の姿勢の変化はそれまで安定的に維持されてきた地
方行財政制度を変更するインセンティブをもち、現に変化を志向する考え方を強くしてい
ることが示されたのである。このことは、それまで地方政治家が地方行財政制度において保
証されていたと考えられていた地方政府への財政移転の国会議員のコミットメントが、選
挙制度改革後に成立しなくなることを意味している。地方分権改革に向けた動きは、国会議
員によって起こされたのである。 
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第６章 地方財政改革の成功と地方政治家 
 
本章では先に立てた仮説に基づいて、1990 年代半ば以降の地方分権改革の展開について
三つの事例から分析を行う。第一の事例は第一次分権改革である。ここでは第一次分権改革
の過程で中心的な役割を果たした地方分権改革委員会の動きとそれに対応する知事会の行
動を分析する。第二の事例は三位一体改革である。この改革では知事会は補助金改革を自ら
選択した。第三は第二次分権改革と呼ばれる 2006 年以降の地方分権改革の過程である。 
この三つの改革過程の明確な違いは、三位一体改革でのみ補助金改革と税源移譲という
財政的な分権化に成功している点である。なぜ三位一体改革では、財政的な分権改革が成功
し、第一次分権改革と第二次分権改革では成し遂げられなかったのか。この理由を明らかに
するのが本章の目的である。第２章における仮説の提示で示したように、地方財政改革には、
コミットメント問題が内包されており、地方政治家の合意を必要とする。この地方政治家の
合意を調達できたかどうかが財政的な分権化の成否を決定している点を以下では論証して
いく106。 
 
６.１. 第一次分権改革 
 
一般に「第一次分権改革」と呼ばれる一連の改革は、その大きな成果として機関委任事務
制度を廃止した点が指摘されている。しかし、第一次分権改革は補助金制度や地方交付税制
度などの税財源制度の変更には大きく踏み込むことが出来なかった。この過程では、勧告作
成の中心となった地方分権推進委員会と中央省庁もしくは政権党議員との交渉過程に注目
が集まり、この点を中心にした多くの研究業績がある107。既存の研究では、このことを主に
中央官庁と政権党の国会議員の抵抗の強さを原因として強調している。これに対して本項
は、アジェンダの設定者としての観点から地方分権推進委員会の審議過程に地方六団体が
どのように関与したのかを明らかにしていく。特に、地方分権推進委員会が補助金改革に取
り組んだ場面と公共事業の移管問題に取り組んだ第四次勧告から第五次勧告の作成過程に
おける地方団体の対応に注目する。この過程では地方六団体、特に全国知事会が地方分権推
                                                   
106 本章第一項と第二項は、梶原（2012a）の議論を基にしている。 
107 こうした論考の代表的なものとして、西尾（1998、2006、2007）、大森（1998）、北村
（2000）、曽我（2002）などを参照。 
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進委員会の改革案作成に対して、現状維持を求めるかのような要望を出して消極的な対応
を取った点に注目する。 
 
６.１.１. 改革の議題設定 
地方分権改革の動きが国政の政策課題としての浮上したのは、1993 年 6 月に衆参両議院
が「地方分権推進に関する国会決議」を可決したことに始まる108。これを受けて、地方分権
の議論が始まっていくことになる。まず、この国会決議に対して地方六団体は素早い対応を
見せている。地方六団体は同年、「地方分権推進委員会」を六団体内に設置している109。こ
の委員会は 10 名の六団体代表者・学識経験者から構成され、この委員会の下で「地方分権
推進要綱」を作成して、1994 年 9 月に「地方分権の推進に関する意見書」として意見書を
提出した。これは地方六団体として、初めての国への意見具申権の行使であった。 
 この地方六団体の意見具申は、後に続く第三次行革審最終答申や第 24 次地方制度調査会
の答申の内容に大きく影響を与えており、意見具申に基本的方向は沿ったかたちで「地方分
権の推進に関する大綱方針」が閣議決定された110。これを受けて「地方分権推進委員会」が
設置されることになった。この委員会は、その権限と委員の人選それ自体が大きなイッシュ
ーであったが、地方分権を提唱する多くの研究者がメンバーとして参加することになり、独
立委員会としての設置が決定した。よって地方六団体の意向が反映しやすい人員構成とす
ることが可能になった。この委員会が改革のエンジンとして機能していくことになる。しか
し、そのことで分権改革の中心的なアクターとしては委員会を中心に、中央省庁や国会議員
がいわば抵抗勢力のような形で焦点化された。この結果、一番改革の影響を受ける地方政府、
もしくは地方六団体それ自体が中心的なアクターとして参加しないままで、政策過程は進
められることになったのである。 
 
                                                   
108 この際、地方自治法が改正され、地方六団体に内閣及びに国会に対する意見具申権が盛
り込まれている。 
109 これは後述する総理府内に設置された「地方分権推進委員会」とは別の組織である。し
かし両委員会に参加しているメンバーには重複があり、地方分権を推進していくことにな
る。 
110 地方の声に沿った閣議決定がなされ、地方分権を志向する専門家が多く参加する「地方
分権推進委員会」が成立した背景には、時の内閣が自民党単独政権ではなく、社会党が政策
調整の中心となる首相と官房長官を出した上での連立政権であった点の重要性が指摘され
ている。（西尾 2007：21-27、高木 2002：350-351）。 
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６.１.２. 地方分権推進委員会の活動と六団体 
地方分権推進法の成立、地方分権改革委員会の設置を受けて、委員会は具体的な討議を始
めるが、委員会の活動には二つの前提条件と戦略があったという。それは第一に、現行の都
道府県・市町村という二層制の自治制度の大幅変更を目した「受け皿論」の議論を棚上げす
ること、第二に地方六団体、中でも全国知事会・全国市長会・全国町村会という首長団体を
通して地方側の改革の要望事項を集約・提出させ、これらの事項について関係省庁に一つひ
とつ譲歩を迫り漸進的に分権化を進めることであった111。推進委員会の活動は、地方六団体
の支持をその基盤としていたため、「地方六団体が反対するような改革はしない」112ことを
その大きな前提条件として有していたのである。 
 委員会は、1996 年 3 月に中間報告を発表し、第一次勧告を同年 12 月、第二次勧告を 1997
年 7 月に、9 月には第三次勧告、第四次勧告を 10 月に首相に提出していく。この中間報告
と 4 回に及ぶ勧告作成の後、委員会は第五次勧告を作成していくことになる。 
この一連の過程のなかで、地方分権委員会はグループ・ヒアリングを通して地方六団体の
ほか、地方政府の首長や学術関係者、関係省庁など多方面から意見聴取を行い具体的な勧告
の作成を進めていく。地方六団体は、このヒアリングの機会などを通して詳細なデータを推
進委員会に提出することで、委員会の行動をバックアップしていく。1995 年 10 月から 1998
年の 2 月までにヒアリングには 13 回に及び、資料提出は 12 回、A4 で 1200 ページを超え
ている。特に機関委任事務に関しては、地方六団体として、その弊害に関する聞き取り調査
を基に、250 ページ・50 項目に及ぶ事例集を作成するなど積極的に委員会の活動を支える
行動をとっている113。地方分権推進委員会はこうした地方団体の支持を背景に、機関委任事
務制度の廃止を中心とした「第一次勧告」を作成し、首相に提出している。 
 
６.１.３. 補助金問題 
地方政府は機関委任事務の廃止に向けた動きには先述の通り積極的な行動をとるが、そ
れとは対照的に補助金改革や税財政制度に対して地方六団体は総論賛成・各論反対の曖昧
な態度を見せる。 
当初地方六団体は、「補助金は基本的に全廃が望ましい」が当面は少なくとも三年以内に
                                                   
111 西尾（2007：55)。 
112 西尾（2006：30）。 
113 北村（2000：503）、松本・自治・分権ジャーナリストの会(2000：192)。 
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17 兆円におよぶ全ての国庫補助負担金のうち、奨励的補助金 4 兆円のうち 2 兆円を削減す
ることを提示する。そして、その削減分のうち 1 兆円分を消費税もしくは所得税から地方
税への税源移譲によって確保し、残りの 1 兆円分を地方交付税による一般財源化する旨を
ヒアリングの中で分権委員会に要望していた114。こうした内容は、委員会の作成した中間報
告に反映されることになる。 
地方六団体は補助金改革に関して、その事務手続きの煩雑さや過度な国の関与の不必要
性を強調しながら、委員会との意見交換との中で要望を若干の修正を行う。補助金削減の対
象を奨励的補助金 4 兆円分としていたが、その対象を全ての補助・負担金 17 兆円とし、補
助率が低いものや創設後相当な期間が経過したものとするように要望している115。こうし
た大枠としての補助金削減の方向性は要望するもの、地方六団体は具体的な改革の内容に
関しては慎重な姿勢をとっていく。例えば分権委員会の側から、個々の補助金の問題点やメ
ニュー化すべきもの、国の関与に関する詳細な事例、改革案の提示等を求められても、地方
六団体は意見調整が困難なことと、中央官庁への配慮といったことから難色を示し116、国の
側による包括的な補助金整理案の提示を求めて補助金改革の具体的内容に言及することを
拒んでいる117。全国知事会としては補助金獲得のための事務の煩雑さなどを問題点として
挙げてはいたものの、具体的に補助金が削減され安定した財源が削減されることに対して
抵抗があったのである118。地方分権推進員会はこうした地方六団体の意向を受けて、補助金
改革問題や地方税財政制度に関する問題を第二次勧告に盛り込むべく、討議していくこと
になる。この中で委員会としては補助負担金のうち、国が義務的に支出すべき「国庫負担金」
と国の奨励的な意図のもとで支出される「国庫補助金」とを明確に区別することを目指して
いく。この区分の上で、「国庫負担金」の政策領域を限定させ、「国庫補助金」は計画的な廃
                                                   
114 地方分権推進委員会第 26 回審議概要（平成 8 年 1 月 10 日）、『朝日新聞』1996 年 1 月
11 日。 
115 地方分権推進委員会第 61 回審議概要（平成 8 年 7 月 29 日）、『日本経済新聞』1996 年
8 月 25 日。 
116 地方分権推進委員会第 61 回審議概要。 
117 地方分権推進委員会第 61 回審議概要、同第 108 回審議概要(平成 9 年 2 月 20 日)。 
118 北村（2000）を参照。例えば、共同通信社の全国市長村長アンケート調査（共同通信社 
1998）によれば、地方政府は行政課題にとっての一番の問題として、64 パーセントの首長
が財源不足を挙げている。またランダムサンプリングによる市町村アンケート（伊多波 
1997）では、地方分権の阻害要因は何かという設問に対して、中央省庁の既得権を守ろう
とする姿勢（52.4 パーセント）についで、財源措置の不明瞭さ（22.0 パーセント）が挙げ
られている。 
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止を進めて財源を一般財源化していくことを意図したという119。しかし、この方針には分権
改革とは別方向からの制約も存在していた。同時期に橋本内閣の下で設置されていた「財政
構造改革会議」において、国庫補助負担金を「制度的補助金」と「その他の補助金」という
区分が提示され、「その他の補助金」に対して三年間の集中改革期間において 10 パーセン
トのシーリング削減が決定された。このことは分権委員会の勧告作成を大きく拘束するこ
とになった。この財政構造改革会議の「制度的補助金」、「その他の補助金」という区分は、
分権委員会の区分とも整合的に思われたが、事業官庁は補助負担金の多くを「制度的補助金」
として位置づけ、その存続を図ったことで分権委員会が具体的な補助金を改革対象として
盛り込むことを難しくしたのであった。また大蔵省は、国から地方政府への税源移譲に対し
て強く抵抗した。 
この結果、省庁のとの個別折衝の後に出された委員会の第二次勧告は、少額の 100 件の
補助金に関して具体的に廃止や一般財源化、交付金化の方向性を示し、全体としての整理統
合の方針として統合補助金、サンセット方式の導入などを勧告した。しかし補助金改革につ
いてはその総額削減目標などを設定せず、地方税財源に関しては国から地方政府への事務
権限の移譲が行われた場合に地方税や地方交付税等の必要な一般財源を確保する点も盛り
込まれたが、大枠を示すにとどまるものになった。 
機関委任事務制度の廃止と国の関与の縮小に関しては、地方政府は一致したが、補助金な
どの地方財政上の争点は、地方団体としての「制度改革」の意思統一が出来ていなかったの
である。 
 
６.１.４. 第五次勧告をめぐる政治過程 
こうした財政上の争点をめぐる地方政府の間の消極性や選好の不一致は、第五次勧告を
前にした政策過程に決定的に現れる。1997 年 10 月に第四次勧告を提出して以降、地方分
権推進委員会は橋本首相の意向を受けて第五次の勧告を作成することになる。委員会とし
ては、第四次までの勧告で当初から課題としてきた点に関しては扱うことが出来たと考え
ていた。よって委員会のメンバーは作成に関して当初消極的であったが、首相から「都道府
県から市町村への事務権限のさらなる移譲」と「国の事務事業の地方移管」を中心に強く要
請されたことを受けて、勧告作成に向けて動き出す。 
                                                   
119 西尾（2007：86-87）。 
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委員会は、国道、河川の管理事業における国と自治体の区分を再定義し地方に移管するこ
と、国の補助事業の整理合理化を行うこと等を論点として挙げていく。1998 年 4 月 13 日
には、地方六団体や知事会としても、この問題に関して、委員会のヒアリングで意見陳述を
行っている120。この中で知事会を代表して兵庫県の貝原俊民知事は、公共事業の国庫負担金
は国家的なプロジェクトなどの根幹的な事業に限定すること、その他の住民に身近な生活
基盤の整備に関しては補助金を縮減し地方の単独事業化すること、単独事業化に際しては
縮減する国庫負担金を地方一般財源化することを要求している。 
この後、委員会が第五次勧告の内容について検討していく中で、知事会は政府に公共事業
の見直しに関して知事会で要望書を決議することを検討し、同 1998 年 7 月 16 日の知事会
議で審議することになった。この要望書の原案は 4 月のヒアリングの通り、国の補助事業
を「範囲を限定し、他は地方の単独事業とする」という文言になっていた。しかし結果とし
て、「補助事業は必要のあるものに限定し、その他は地方が実情に応じて主体的に実施でき
るようにする」と修正された。以前に表明していた自主財源や地方交付税など一般財源によ
る「地方単独事業」ではなく、あくまで事業官庁の統制の性質を残した補助金の統合化を示
唆させる内容に、知事会は要望を変更したのである121。ここには、建設省による知事たちへ
の強い圧力活動があったことも指摘されている。建設省は自らに権限を残す補助金制度を
保持し、知事の要望書に対する態度を変えるべく圧力を加えていたのである。具体的には、
各都道府県の土木部局の部長に「第五次勧告に向けた知事の考え」を地方道課に報告するよ
うに指示したほか、知事会原案を基本法に添ったかたちで修正した文書を送付し、地方の締
め付けを図っていたという122。 
さらに個々の知事たちのレベルでも、地方移譲に伴う税財源の拡充が不確実な中で、直轄
事業の地方への移譲に関する反発が表面化する。例えば、北海道と東北地方の道府県の知事
と県議会議長からなる北海道東北自治協議会は、「基幹的な社会資本整備は基本的に国の責
任で進める」よう政府に要望書を提出した。梶原岐阜県知事や全国町村会長の黒沢群馬県上
野村長は自民党建設部会に出席して、「国道を地方でやれと言われても無理」と国道管理権
限の移譲に反対している123。 
                                                   
120 地方分権推進委員会第 173 回審議概要（平成 10 年 4 月 13 日）。 
121 『朝日新聞』1998 年 7 月 17 日。 
122 『朝日新聞』1998 年 7 月 15 日、松本・自治・分権ジャーナリストの会（2000：230）。 
123 『日本経済新聞』1998 年 10 月 5 日。 
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委員会は中央省庁との交渉でも暗礁に乗り上げる。機関委任事務や関与の問題のように、
「自治体の希望を聞いて相手省庁に改革案をぶつける従来の手法」が通用しないことで、委
員会の主張自体に明確な正当性を付与しにくい状況となっていたのである124。もちろん事
業官庁からの反発は大きく、補助金改革はもちろん直轄事業改革に関してゼロ回答が戻っ
てきたほか、政権党議員の反発も大きくなった。また第五次の勧告の提出を要請した橋本首
相自身が参議院選挙の敗北の責任をとって辞職したこともあり、結果として中央省庁への
大幅な譲歩を行い、統合的補助金の創設など合意に至った部分をもって第五次勧告を提出
している。 
この後、一次から四次までの勧告を受け、1998 年 5 月に地方分権推進計画が閣議決定さ
れた。また第五次勧告を受けて 1999 年 3 月に第二次地方分権推進計画が閣議決定され、地
方分権一括法が 7 月に国会で成立し、2000 年に施行されることになった。法案には地方分
権推進委員会の勧告の内容が盛り込まれたが、補助金などの財政制度に関する問題を積み
残してしまったのである。 
  
６.１.５. 小括 
第一次分権改革では、地方分権に向けた改革の舞台は地方分権推進委員会であった。この
分権委員会が地方自治体の改革要求をすくい上げることで改革のアジェンダが設定され、
中央官庁との折衝が行われることとなった。補助金問題に関して地方六団体は、個々の自治
体の利害関係の複雑さと補助金を所管する事業官庁が補助金に対する個々の自治体の行動
を注目していたことを理由として、具体的な補助金を改革対象として提示することはしな
かった。一方、補助金改革の後の税源移譲や財源確保の可能性は委員会でも討議されたが、
中央政府での抵抗が強く、その実施を担保する委員会の制度的資源もなく、信頼性があると
考えられる首相など政権幹部による言質も提示されなかった。このことから、地方自治体は
既存制度で獲得している財源を維持し、それを犠牲にしてまで政策上の自律性を獲得しよ
うとする新たな戦略をとることはなかった。このことから補助金改革に向けた動きが地方
政府の中で広まらず、地方分権推進委員会の行動を支えることもできなかったのである。 
 
                                                   
124 『読売新聞』1998 年 7 月 26 日。 
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６.２. 三位一体改革 
 
６.２.１. 改革の議題設定 
地方分権推進委員会の五次に及ぶ勧告の後、機関委任事務の廃止や国の関与の縮小など
の事項は、閣議決定を経て 1999 年に地方分権一括法の成立に至った。一括法成立の後、補
助金改革や税源移譲などを含む地方財政制度の改革を 2001 年に最終報告として提出し、そ
の役割を終える。その後、同年に新たに地方分権改革推進会議が創設された。しかし、推進
会議のメンバーの中で、補助金改革と税源移譲の問題に関して地方への税源移譲の確実な
実施を求める立場と、補助金改革によって国と地方の両者による歳出削減を図ろうとする
立場の間に明確な対立が生じていた。これは大蔵省と総務省の省庁間対立を反映しており、
「中央政府の財政再建」と「地方分権改革」の側面が衝突することになった。分権会議は補
助金削減に伴う税源移譲について明確に規定しないまま議論を進めることになったが、政
策形成の場となることはできず審議が難航し、補助金改革と税源移譲の具体的な内容を議
論することができなかった125。分権会議の紛糾を受けて、補助金改革を含む地方税財政問題
は経済諮問会議で中心的に扱われることになった。地方税財政の改革の検討が経済財政諮
問会議に移った後も、税源移譲をめぐる財務省と総務省の対立は継続した。諮問会議の議論
の中で総務大臣と財務大臣が激しい口調で論争するなど、解決の様相は見えなかったので
ある126。これを受けて小泉首相は 2003 年 6 月の諮問会議において、補助金の廃止・縮減と
国から地方への税源移譲、地方交付税の見直しを同時に進めることを指示した。この方針は、
骨太の方針 2003 に盛り込まれ、「三位一体改革」が進められることが決定したのである。
その中では、これまで明確化されることのなかった税源移譲の実施が明記された。約 4 兆
円の国庫補助負担金の削減とその 8割程度の税源移譲がなされることが決定したのである。
この後、2003年度には約 1兆円の補助金削減と約 6500億円の税源移譲の実施が決定した。
                                                   
125 この地方分権改革推進会議における審議の詳細に関しては、森田朗が当事者としての観
点から分析している(森田 2003)。分権会議の西室議長やその運営は「財務省寄り」であり、
地方分権と税源移譲に消極的であるとマスコミから多くの批判を受けた。この点に関して、
森田は財務・総務両省の対立の中で、総務省によるメディア戦略の影響によってこのことが
増幅された側面があることを指摘している。 
126 砂原（2007）もこの「税源移譲」の確実性に注目する。税源移譲の実施が担保されない
まま議論が進んだことで、地方分権改革推進会議は、地方政府や自治省関係者・また地方自
治を志向する有識者に信頼可能なコミットメントを与えることができず、「国の財政再建」
優先していると見なされ、議論の場としての信頼を失ったとする。 
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2004年6月には骨太の方針2004において3兆円の税源移譲が先行実施されることになり、
地方六団体にその補助金の具体的な削減案作りを小泉首相が要請することになる。 
 
６.２.２. 地方の政策過程への直接参入と改革案の作成 
国からの削減案の作成を依頼され、全国知事会の会長職にあった岐阜県の梶原知事はこ
れを承諾する。梶原知事は 2003 年の夏に知事会長に就任して以来、「戦う知事会」を標榜
し、岩手県浅野知事、岩手県増田知事、高知県の橋本知事など「改革派」と呼ばれる知事た
ちの支援を受けて知事会運営の先頭に立っていた。その中で 2003 年秋には都道府県知事へ
のアンケート調査を行い、３分の２以上の多数意見が廃止を求めた総額９兆円の補助金の
廃止と８兆円の税源移譲の実施することを求める知事会長私案を作成するなどして、補助
金削減と税源移譲に強い意欲を示していた。 
梶原会長及び改革派にとって、この地方案作成は地方分権を進める絶好の機会であると
同時に、国から知事会や地方六団体の運営能力や地方全体の地方分権に対する意欲や態度
が試された問題だと認識していた127。梶原会長は骨太の方針の中では漠然としている三位
一体改革の全体像について、特に 2006 年度以降に関しても知事会で議論し、改革案を自主
的に作成することを表明している128。しかし、３兆円の補助金改革案を作成したとしても、
その改革案が確実に実現するという明示的な保障は国からは示されていなかった。この点
で、知事会や知事たちにとっては、改革案の実現の可能性に関して帰結に対する大きな不確
実性が存在していた。しかし、税源移譲の実施が明記されたことのインパクトは大きく、47
都道府県のうち 37 の知事がこれを評価していた129。この意味で、税源移譲の文言を挿入す
                                                   
127 『朝日新聞』2004 年 6 月 11 日。同様に梶原会長を支える改革派知事たちも、好意的な
反応を見せている。例えば、浅野宮城県知事は骨太の方針 2004 にて具体的な税源移譲額の
設定がなされ、地方への改革案の作成依頼に関して記者会見での質疑応答の中で、「『我が意
を得たり』ということなんですね。『我々が』という複数形だと思いますけども、地方側と
すればこれを主張してきました。」と述べ、地方案作成への期待を語っている（宮城県知事
記者会見平成 16年 6月 7日：http://www.pref.miyagi.jp/kohou/kaiken/h16/k160607.htm）。
また梶原会長は後に「まとまらないだろうというのが、霞ヶ関や永田町の常識でしたよね。
でも私はね、政府側がまとめてくれと言ってきたんだから、まとめざるを得ないだろう。失
敗したら、国との関係において、もはや地方政府は当事者適格を失う。そうなったら、地方
分権改革は夢のまた夢になってしまう。『やつらに任せたって当事者能力ないんだから』と
一刀両断で切り捨てられることになる。それだけはどうしても避けなければならない、とい
う考えだった。」と述べている（菅沼 2005：193-194）。 
128 『日本経済新聞』2004 年 6 月 18 日。 
129 『日本経済新聞』2004 年 6 月 28 日、ならびに『日経グローカル』No.7、2004 年 7 月
5 日号。 
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る決定をした小泉首相のリーダーシップの発揮を知事たちは大きく評価し、期待していた
のである。この期待があったからこそ、知事会は改革案の作成に着手したといえる。 
税源移譲が実現する見込みの下で、増収の見込める都市部の知事たちは知事会長の方針
に賛同の姿勢を見せ、税源移譲の確実なものとするために 3 兆円の削減案を作ることに強
い意欲を見せる130。 
しかし、3 兆円の削減内容を何にするのかという具体的な話になると、知事達の間での見
解には大きな開きがあった。3 兆円を計上するためには、額の大きな補助金を盛り込む必要
があったが、この候補に挙がっていたのが義務教育費国庫負担金であった。しかし、この負
担金を削減すべき対象に含めるか否かに関して知事たちの多くは方針を固めてはいなった。
そのことは、6 月中旬に日本経済新聞によって実施された知事へのアンケート調査にも表れ
ていた。実に 22 道府県の知事が解答を留保していたほか、18 府県の知事が、補助金削減案
に盛り込むことに反対していたのである131。 
義務教育費の他に補助金で争点となっていたのは、公共事業費関係の補助金と社会保障
関係の補助金であった。公共事業費は地方への税源移譲によって政策裁量を大幅に拡大さ
せることができ、補助金の削減対象としての順位が高いと考えられていた。しかし公共事業
費の原資が建設国債で賄われているために、財務省が税源移譲の対象とはならないとの旨
を強調していた。2004 年 5 月に三位一体改革の進め方に関して麻生総務大臣から打ち出さ
れた「麻生プラン」においても税源移譲の対象とされておらず、総務省もその点を了解して
いたものと考えられた132。 
 このことから、公共事業費は補助金が廃止されても税源移譲が十分になされるのか否か
について、不確実な部分が大きかった。また 2004 年に地方財政計画が大幅に縮減されたこ
ともあり、知事の間には不安が強かった。さらに社会保障関係補助金に関しては、特に生活
保護費負担金などが争点化されていたが、今後少子高齢化に伴う将来的な歳出増加の懸念
が存在し、政策裁量を増加させる余地が少ないため消極的な知事が多かったのである。 
 
                                                   
130 例えば、太田大阪府知事はこの点を記者会見でも表明している。（大阪府知事記者会見：
http://www.pref.osaka.jp/j_message/chiji-kaiken/file/20040706.html ） 
131 『日経グローカル』NO.7、2004 年 7 月 5 日号。 
132 総務省は、事業量の減少していく公共事業費をいくら削減しても、本格的な税源移譲に
はつながらないという考えを持っていた（『朝日新聞』2004 年 6 月 13 日）。 
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６.２.３. 義務教育費国庫負担金の改革案への盛り込み 
補助金改革案の作成が知事会をはじめとする地方六団体に依頼されて以降、知事会に対
する注目はそれまでに比して格段に大きくなっていく133。また当事者としての責任を知事
会に求める論調も強くなってきていた。大手新聞の社説には、「地方の結束が試される番だ」
と題打ったものが登場しているほか134、これまでの補助金改革において地方政府が総論賛
成、各論反対で意見が分かれていたことが補助金削減を進展させなかったと指摘し、今回の
改革において「自治体自身が意見を統一し削減案をまとめる責務を負う」と強く論じるもの
もあった135。マスコミの各紙は、改革派知事や地方分権推進論者の論説を大きく取り上げ知
事会の動向が補助金改革の成否を決定するものとしてクローズアップしていく。 
上記に述べたように、改革案作成の初期においては、どの補助金を改革案に盛り込むのか
に関しては極めて流動的であったことが理解できる。6 月 30 日には、知事会内で教育改革
について議論する社会文教調査委員会と、三位一体改革を討議する財源調整問題委員会が
開かれたが、義務教育費に関する意見は一致を見ることはなかった。 
 地方向けの補助・負担金の総額は 2004 年度予算で約 20 兆円であったが、そのうち社会
保障関係の補助金は半数以上の 11.7 兆円を占めていた。この社会保障費関係の補助金を削
減対象から除外した場合には、4.8 兆円を占める公共事業費と 2.5 兆円の義務教育費国庫負
担金を削減案に組み込まなければ、3 兆円の改革案の作成が困難になることが予想された。
この状況の中で、それまで、義務教育費の改革案算入に中立的な立場を示してきた知事たち
の中から、義務教育費を対象化するべきとの声が出始める。特にそれは義務教育費の税源移
譲によって増収が予測されていた都市部の知事たちと改革派知事であった。 
例えば大阪府の太田知事は、「（前略）3 兆円を積み上げるには、どうしても義務教育費国
庫負担金というところに議論が行かざるを得ない。（中略）この 2.5 兆円（義務教育負担金）
というものを対象として考えるべきではないか。」と述べているほか、「確実に税源移譲につ
ながるようなリストをつくるというところに軸足を置いて考えていくべきではないか」と
                                                   
133 このことは知事会に関する客観的な報道量の変化からも確認できる。例えば、日経四紙
における「全国知事会」という語句を含む見出しと記事の数は、1993 年から 2002 年まで
平均して、年に 60 件ほどであったが、2003 年には 134 件、2004 年には 286 件と急増して
いる。特に、2004 年には 5 月から 8 月にかけては、17 件、12 件、30 件、59 件と知事会に
関する報道はますます大きくなっており、その動向に世論やメディアの関心が向けられて
いたことが理解できる。 
134 『日本経済新聞』2004 年 6 月 18 日。 
135 『読売新聞』2004 年 6 月 6 日。 
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述べ、税源移譲の実現を強く意識して財源確保の制度的担保を前提とした上で義務教育費
を対象化するべきとの発言をしている136。税源移譲による地方財政の増収が予想されてい
た都道府県にとって、この 3 兆円の税源移譲の機会を逃す手はなく、改革案提出後の国と
交渉の困難さを考慮して、政策の自由度による優先順位よりも税源移譲の実現可能性を高
めることを優先するようになったといえる。 
 改革派知事たちは当初、税源移譲されれば地方の裁量が大きく向上する公共事業費の廃
止対象化に積極的な姿勢を見せており、他方裁量の拡大が小さいと考えられていた義務教
育費の税源移譲を優先度の低いものと考えていた。しかし、地方分権推進の観点からは 3 兆
円の税源移譲を実現することは画期的なことであった。よって改革派知事にとっても、優先
度が低いとされていた義務教育費を削減案に盛り込む方向を考えざるを得なくなっていた。
このことから改革派知事たちからも、義務教育費国庫金の対象化を容認する発言や、国庫負
担維持をあくまで主張する知事たちへの批判が出始めている137。よって都市の知事と、知事
会を主流派となっていた改革派とが義務教育費を補助金削減案に盛り込む方向で一致して
いくことになる。 
この状況で、7 月 14 日に行われた全国知事会議では、義務教育費の対象化を主張する知
事と反対の知事との意見が激しく衝突した。会議では義務教育費の廃止対象化に賛成・反対
の立場の知事各 8 人が発言をしており、結論はまとまらず 8 月開催予定の知事会議に先送
りされることになった。他方で「建設国債であるので税源移譲は難しい」という財務省の主
張は頑として強く、公共事業の廃止対象化についても、これを中心に改革案を作成するのが
困難なことは、多くの知事たちに認識が共有されつつあった。よって義務教育の盛り込み賛
成派が優勢となっていた138。しかし、知事会が議決を行う際に必要としていた 47 人の知事
のうちの 3 分の２以上の賛成（32 票）に達するかどうかは微妙な状況であった。 
知事会の中での義務教育費をめぐる対立の先鋭化する一方で、知事会にとっては地方六
                                                   
136 『日本経済新聞』2004 年 7 月 7 日、「大阪府知事記者会見」2004 年 7 月 6 日。同様に
京都府山田知事からも義務教育費の一部の廃止を容認する発言があった（『日本経済新聞』
2004 年 7 月 14 日）。 
137 例えば、宮城県浅野知事は義務教育費の廃止対象化に強く反対する知事たちに対して
「義務教育国庫負担については、これはもう我々としては８兆円の去年（平成１５年）の１
１月の段階に出した廃止リストに入れている話ですから。それを今さらそもそも論をされ
ては困るんです、本当は。「もう１回やっちゃったから問答無用」というつもりはありませ
んけれども、それはごくごく少数だったはずなんですね。」 （宮城県知事記者会見平成 16
年 7 月 20 日：http://www.pref.miyagi.jp/kohou/kaiken/h16/k160720.htm）と述べている。 
138 『日本経済新聞』2004 年 7 月 19 日。 
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団体の他の団体、特に市長会と町村会との結束を固めることが、秋以降に地方が想定してい
た国と地方の協議を行う上でも重要であった。町村会は独自に改革案の作成を行わないこ
とを決めており、市長会の作成する改革案との接合を図る必要があった。この点から義務教
育費は都道府県向けの補助金であるために、廃止後の税源移譲後の影響が市町村にとって
は小さく、市長会、町村会は組織として義務教育費国庫負担の廃止を支持していた139。よっ
て地方六団体の協調の観点からも、義務教育費が廃止対象化される気配は強くなっていた
のである。また、公共事業費に関しては地域経済への打撃が大きくなることから市町村の中
に大きな懸念があったという140。このことから、市町村の調整された意見に対して知事会の
みが反対をすることは難しくなりつつあった。つまり、知事会内で義務教育費の盛り込みに
反対だった知事達にとって、自らの反対によって義務教育費が改革案に盛り込まれず改革
案が頓挫した場合に受けることになる非難を大きくしたのである。 
 また中央官庁からの圧力も存在していた。総務省は、補助金を所管する事業官庁や文部省
に対し、都道府県への圧力活動を禁止する旨を伝える一方、６月以降、事実上義務教育費を
削減対象とするように指示を行うメモを、幹部として出向経験のある総務官僚が 10 以上の
都道府県に対して配布している141。他方、知事会の側でも義務教育費の全額ではなく、第一
期、第二期に分けた形で、中学校分約 9000 億円を盛り込む案も出てきた。このように全額
削減税源移譲から部分削減へと一部縮小されたことも、義務教育費の盛り込みへ反対の知
事たちの抵抗を軽減させる方向に働いた。 
 
６.２.４. 全国知事会議での補助金削減案の議決 
2004 年 8 月 16 日、全国知事会は補助金削減の原案を義務教育費の中学校分 8500 億円分
を含む形で作成し、18、19 日の全国知事会議で討議されることになった。会議は梶原会長
の意向で、発言を求める各知事に発言をさせる方向で討議を進め、18 日の深夜まで及んだ。
                                                   
139  この見解は全国市長会、全国町村会の中枢部の意見であった。全市町村長の中には、義
務教育費に関しても反対の意見も多くあったが、補助金案作成や全国知事会との交渉など
は限られた一部の役員で事実上決められており、総務省 OB の事務総長がリードし組織と
しての対応が進められていた（『朝日新聞』2006 年 3 月 25 日）。さらに 2004 年 7 月 27 日
には、地方六団体には属してはいないが、政令指定都市の市長で構成される指定都市市長会
も、義務教育費国庫負担金を廃止・一般財源化を要求することを決めている（『読売新聞』
2004 年 7 月 28 日）。 
140 北村（2004：380）。 
141 『読売新聞』2004 年 8 月 3 日、読売新聞政治部（2005：201）。 
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さらに 19 日の午前中と合計 10 時間以上の討議を行っている。この中で最終的な決定方法
については多数決とし、会長権限で個々の補助金の改革案への算入の可否を問うことはせ
ずに一括して採決を取る方向が示された。会議の中の討論では、多くの義務教育費に関する
反対意見と賛成意見が出てきたほか、改革案提出の前提条件なども話し合われた。18 日の
深夜にアンケートを実施し、さらに 19 日正午の時点で梶原知事が会長権限で少数意見を付
記することで採決を行った。最終的に 7 人の知事が原案に反対したが、40 人の知事が最終
的に賛成に回り、以下の表 6-１のような投票結果となった142。 
 
    表 6-１：都道府県知事の補助金改革案の議決における投票行動 
原案に反対 
（７県）  
原案に賛成 
（４０都道府県） 
群馬、山梨、長野、
三重、広島、愛媛、
大分 
（付帯意見を提出） 
栃木、東京、長
崎、滋賀、鳥取、
佐賀 
（付帯意見を提出） 
 
北海道、青森、岩手、宮城、秋田、山形、福島、
茨城、埼玉、千葉、神奈川、新潟、富山、石川、
福井、岐阜、静岡、愛知、京都、大阪、兵庫、 
奈良、和歌山、島根、岡山、山口、徳島、香川、
高知、福岡、熊本、宮崎、鹿児島、沖縄 
                  新聞報道と『全国知事会六十年史』より筆者作成 
  
結果的には、補助金改革案に対する賛成票が 40 に達した。先に整理した、日本経済新聞
社のアンケートと比較すれば、義務教育費の改革案への盛り込みに反対だった知事の多く
が賛成に回っている点が指摘できよう。また地方税収が少ない都道府県や、財政力指数の低
い都道府県の知事たちも多く賛成に回っている。 
討議の中では、義務教育費の改革案への算入に関して、非都市部の知事たちを中心に交付
税が縮減されるなかでの義務教育への財源確保を不安視する意見も出ていた。財源確保に
対する不安は義務教育費に関わらず他の補助負担金でも発生しうる問題であり、多くの知
事にとっての懸念であった。このことから市長会と町村会の強い要望もあり、改革案の中に
は税源移譲に伴う税収格差の問題に対応するために「地方交付税による財源措置」に関して
                                                   
142 この 2 日間の知事会議の議事録は全国知事会議ホームページで公開されている（2004
年 8 月 18・19 日全国知事会議、会議要旨：
http://www.nga.gr.jp/upload/pdf/2005_9_x03.pdf）。  
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強調して盛り込まれることになった。改革案に慎重になっていた知事たちは、財源面での将
来的な不安を抱えていた。しかし改革案において「交付税による財源措置」の要望を強調す
ることで、知事たちの認識していた将来の財源に対する危惧はある程度は減少したと言え
よう143。 
 
６.２.５. 2005 年までの経過 
この地方案を叩き台として、以後断続的に六団体代表者と政府関係閣僚との間で「国と地
方の協議の場」が開催されて具体的な内容が決定されることになった。しかし補助金改革に
対する中央官庁の抵抗が激しく、2004 年 12 月の政府与党合意では補助金改革の中で税源
移譲額に結びつくものを 2 兆 4000 億円分しか盛り込むことができなかった。また義務教育
費国庫負担金は暫定的に税源移譲の対象化したものの、詳細の決定を次年度に持ち越すこ
とになった。 
2005 年には前年度に目標設定した 3 兆円の税源移譲に届かなかった 6000 円億円分の国
庫補助負担金の削減が検討されることになった。全国知事会は 7 月 13、14 日に知事会議を
徳島県で開催し「国庫補助負担金に関する改革案（2）」を取りまとめ、国に提出することに
合意している。この後、国と地方の協議の場での協議を経て 11 月 30 日に政府与党合意が
成立している。協議の中では生活保護費国庫負担金の補助率の引き下げ問題と、義務教育費
国庫負担金の扱いが焦点になった。結局、生活保護費国庫負担金の補助率は維持されたが、
義務教育費国庫負担金は地方案に基づく廃止ではなく、補助率の引き下げとなった。そして
地方六団体はこの政府与党合意も受け入れることにして、2004 年度から 2006 年までの三
位一体改革の全体像が確定している。 
 
６.２.６. 三位一体改革の帰結と地方財政への影響 
三位一体改革の結果、地方はこれまで悲願としていた国から地方への総額３兆円の税源
                                                   
143 伊東（2004）も、財政力の弱い自治体にとっては財源保障が必要であり、改革案の中に
交付税を通した財源措置に関する強い要請無くして、「小異を捨てて大同につく」ことは不
可能であったと論じている。地方交付税に関する認識について、奈良県知事は会議の中で、
義務教育費に関する財源確保の将来的な予想に関して「（前略）交付税制度を信用しきって
いいかと言うことです。というのは、税ではほとんどこれの財源保障はできません。したが
って、交付税制度というものを信用していいのかという根幹の問題があるということはは
っきりしているのです。（後略）」と述べている。この発言から、賛成に回った知事たちの多
くは交付税制度の財源保障に対する将来的な信頼を有していたと解することができる。 
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移譲を始めて実現することができた。この中で建設国債を原資とした公共事業費に関する
補助金の一部（施設費）を小額ながら税源移譲できた。このことは国の政策関与を減少させ、
地方の政策の自由度を挙げるという意味での地方分権の趣旨にも適ったものであったとえ
る。また「国と地方の協議の場」を通して、直接に地方が国主体の政策過程に参入し、地方
財政政策の策定にも影響力を行使できたことは大きな成果といえる。 
しかし他方で、この三位一体改革には地方自治体にとって多くのマイナスを伴っていた。
第一に、最終的な改革に帰結には地方の意向が反映されていなかった点である。補助金の改
革案について検討すると、多くが補助率の引き下げや交付金化措置にとどまり、地方の政策
への国の関与の多くは減らなかった点である144。中学校分の義務教育費国庫負担金の廃止
は 2004 年には暫定合意していたが、2005 年度合意ではほぼ同額の補助率引き下げに終わ
った。また 2004 年の改革案に地方が盛り込んでいないような国民健康保険の補助率引き下
げや都道府県負担の導入が行われている。 
第二には財源の面で、地方は全体として改革前よりも多くの財源を失うこととなってい
る。これは、一つには地方交付税が大幅に減額されたことである。地方の歳入歳出全体は総
務省の策定する地方財政計画によって決定する。この地方財政計画のなかに地方交付税と
地方自治体の赤字地方債発行総額が含まれているのだが、地方交付税は、2003 年度から
2006 年度までで、総額 5.1 兆円が抑制された。また 4.7 兆円の補助金改革が行われたもの
の、地方への税源移譲に結実したものは 3 兆円にとどまり、地方は補助金改革でも 1.7 兆円
規模もの歳入を失う結果となった。 
こうしたマクロな地方財政への影響は、それぞれの地方自治体に及んでいる。2004 年度
の予算編成において 1.2 兆円の交付税と交付税の不足分を補う臨時財政対策債が 5.1 兆円
削減された。この結果、2004 年度の地方自治体の予算編成過程で多くの自治体で財源不足
が発生することになった。この影響は大きく、2004 年度には、全国の自治体の多くが歳入
不足となり、予算規模の縮小や自己積立金の切り崩しなどを余儀なくされている。2006 年
までに地方交付税・臨時財政対策債の合計 5.1 兆円が削減された。この財源不足は 2004 年
度に限ったものではなく、2005 年度、2006 年度にも地方自治体は厳しい財政運営を強いら
                                                   
144 2005 年に決定した三位一体改革の最終合意において、2004 年度地方六団体作成の補助
金削減案に対する実現率は金額ベースで 38.4 パーセント（補助率下げに終わった義務教育
費国庫負担金を除外すると 12.1 パーセント）であった（『日本経済新聞』2005 年 12 月 02
日）。 
108 
 
れることになった。 
 
 
表 6-2：三位一体改革の結果 
国庫補助負担金改革  約 ４．７兆円（4 兆 6661 億円） 
税源移譲  約   ３兆円（3 兆 94 億円） 
地方交付税改革 
（地方交付税及び臨時財政対策債） 
 約△５．１兆円（5 兆 1000 億円） 
（△はマイナス） 
                         総務省資料より筆者作成145 
 
また補助金改革に伴う税源移譲の自治体間格差の影響も大きく出ている。仮に何らかの
税源が各都道府県もしくは市区町村に移譲されたとすると、各都道府県間で人口や社会経
済環境が異なるため、財源の多くは都市部に集中してしまう。その結果、都市部の自治体は
それまでの補助金額以上の税源を獲得し、農村部や地方の自治体は税源移譲が、それまでの
補助金額を下回ってしまう146。実際、税源移譲は地方間の財政格差が拡大させる結果となっ
ており、三位一体改革に伴う税源移譲によって 47 都道府県のうち都市部の 12 府県のみ増
収となり、35 道府県が減収となっている147。 
 
６.２.７. 小括 
三位一体改革では、小泉首相の決定によってそれまで明文化されることのなった「税源移
譲」の実施が担保されることになった。地方分権改革推進会議が、補助金改革を「国の財政
再建」の文脈を強調して、税源移譲実施の明確化を避けてきたと考えていた地方自治体にと
って、小泉首相の方針は国の補助金改革と税源移譲に向けた積極性を地方政府に強く認識
させることになった。また首相は同時に知事会に補助金削減案の作成が依頼したが、このこ
                                                   
145 「三位一体改革の成果」総務省ホームページ： 
http://www.soumu.go.jp/czaisei/czaisei_seido/pdf/060207_f.pdf を参照。 
146 2003 年の時点でもこうした財政格差の可能性は指摘されており、例えば 2001 年度に約
3 兆円あった義務教育費国庫負担金を全額廃止し地方税として税源移譲した場合には、税源
移譲額が補助金削減額を上回るのは東京、神奈川、埼玉、千葉、大阪、兵庫、京都、奈良、
愛知、静岡の 10 都府県にとどまることが予測されていた（『朝日新聞』2003 年 11 月 28
日）。 
147 『朝日新聞』2007 年 10 月 26 日。 
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とは補助金改革の成否が地方自治体自身の行動によって決定しうることを意味した。地方
政府は自ら削減案を作成することで、国の税源移譲に対するコミットメントを確かにする
ものであると強く認識していた。このことは現状の制度を維持する戦略に加えて、制度を変
革するという戦略を現実的な選択肢として浮上させた。具体的にどのような補助金を削減
するのかという問題に関しての共通認識は、地方、特に知事たちの中では共通したものはな
かったが、改革派と呼ばれる知事たちと都市部の知事たちの主導によって税源移譲を確実
にするという方針に収斂していく。さらに知事会による改革推進の圧力がマスコミ、地方六
団体の他の構成団体から掛かったことによって、都市部でもなく改革派とは目されていな
い知事たちの多くが改革派と都市部の知事たちの主導する方向へと態度を変えていく。こ
の結果、多くの知事が義務教育費を盛り込んだ改革案に賛成にまわることになった。そして
知事会は補助金改革を支持することになったのである。 
 
６.３. 第二次分権改革 
 
 小泉政権期に進められた三位一体改革によって、国庫補助負担金改革と税源移譲が実現
した。しかしながら、補助金改革によって実現したものの多くは、地方六団体が補助金削減
案の中で示した項目ではなく、義務教育費国庫負担金に関しても廃止ではなく国庫負担率
の引き下げとなってしました。さらに交付税削減の結果多くの自治体が財源不足に苦しむ
ことになった。このような状況で、三位一体改革後の分権改革は進められていくことになっ
た。 
本項では、三位一体改革以後に進められた地方分権改革を「第二次分権改革」と呼ぶこと
とする。この第二次分権改革は第一次分権改革以後の改革という意味で、2000 年の地方分
権改革推進会議設置以降の地方分権に関わる政治過程を、三位一体改革も含めた形で包括
的に意味するものとしても用いられることがある（西尾 2007、宮脇 2010）。しかし、本項
では三位一体改革など小泉政権期における地方分権と地方財政をめぐる政策過程を第二次
分権改革から切り離して議論する。ゆえに本項で議論の対象とする第二次分権改革は 2006
年以降の動向に限定したものとする。中心的に扱う対象は、2007 年の地方分権改革推進委
員会の設立および、地方分権改革推進委員会が 2009 年までに四次にわたり内閣に提出した
勧告作成に関わる過程である。 
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６.３.１. 改革の議題設定 
 三位一体改革以後の分権改革の検討は、小泉内閣の竹中平蔵総務大臣の諮問委員会よっ
て 2006 年 1 月に編成された私的懇談会「地方分権 21 世紀ビジョン懇談会（21 世紀ビジョ
ン懇）」による地方財政改革の進め方に関する検討に始まる。この 21 世紀ビジョン懇は、大
田弘子政策研究大学院大学教授を座長とし、作家の猪瀬直樹氏、小早川光郎東京大学教授、
島田晴雄慶応大学教授、本間正明大阪大学教授、宮脇淳北海道大学教授をメンバーとしてい
た。このメンバー構成は、「竹中氏に近い」人物が中心となっており、地方自治体や中央政
府等関係者の代表は入っていなかった148。21 世紀ビジョン懇の基本的な方針は地方への権
限や税財源の移譲、地方債発行の自由化などを通して、財政面での自己責任を強く自治体に
求めて地方の自由度を高める一方、「だめな自治体」には破綻させる厳しい姿勢を示すもの
であった149。21 世紀ビジョン懇は約半年の討議を重ね 2006 年 7 月 3 日に報告書を作成し
ている。これは 7 月 7 日の『骨太の方針』作成をバックアップする形で検討を進めたもの
であり、報告書中に自治体の破綻法制の整備、国と地方の税源配分の見直し、交付税改革・
補助金改革・地方行革とともに、新たな地方分権一括法を成立させること盛り込んだ。 
地方六団体も 21 世紀ビジョン懇の議論形成に合わせて動きを始め、2006 年 1 月には神
野直彦東京大学教授を座長とした「新地方分権構想検討委員会」を立ち上げている。地方の
側としては、自治体の自己責任の名の下で、十分な税源移譲の行われないまま新型交付税の
導入と称して交付税削減が行われてしまうとの危機感を強く有していた150。この委員会は
検討を進め、交付税の「地方共有税」化、新分権推進法の制定、国と地方の協議の場「地方
行財政会議」の法制化、補助金項目の半減等を内容とした「地方分権の推進に関する意見書」
を 6 月 7 日に内閣に提出している。 
新しい地方分権一括法の制定に向けた体制整備は、上記のように政府内、および地方で始
まった。このときに中心的に活躍したのが、小泉政権末期に総務副大臣を務め 2006 年 9 月
                                                   
148 『日本経済新聞』2006 年 1 月 13 日、1 月 20 日。メンバー構成のほかに、懇談会の開
催形式に関しても、会議自体の傍聴を許さない非公開だった点、詳細な議事録も作成されな
かった点などが、総務官僚や地方関係者からの反発も生んでいた（『朝日新聞』2006 年 02
月 10 日）。 
149 『朝日新聞』2006 年 01 月 13 日。くしくも 2006 年 6 月に北海道夕張市の財政破綻と
財政再建団体の申請が明らかになる。 
150 例えば、知事会は新型交付税導入の動きに対して、課題点を挙げた上で交付税総額の確
保、地方債元利償還金の交付税措置などを竹中総務大臣に申し入れを行っている（「「新型交
付税」に関する課題について」平成 18 年 06 月 21 日）。  
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の安倍内閣成立後には総務大臣を務めた菅義偉であった。菅は地方分権改革を、第一次分権
改革同様に委員会を設置した上で改革を議論していく方向で調整を進める。この結果安倍
内閣成立後の臨時国会で「地方分権改革推進法案」が策定され、三年間の時限立法として 12
月 8 日に成立している。この「地方分権改革推進法」のなかで「地方分権改革推進委員会」
の設置が決定した。メンバーは 2006 年の年末から 2007 年の年始にかけて菅総務大臣主導
で人選が行われたが、竹中平蔵前総務大臣の路線を踏襲するべく 21 世紀ビジョン懇メンバ
ーから猪瀬直樹氏と小早川光郎東京大学教授、宮脇淳教授の三名を委員として任命する方
針であった（宮脇 2010）。しかし、菅大臣主導の委員選定に対する与党内の反発が強く、宮
脇氏は委員ではなく事務局長として参画することになる151。最終的に、メンバーは丹羽宇一
郎、伊藤忠商事会長、増田寛也前岩手県知事、井伊雅子一橋大学教授、猪瀬氏、小早川教授、
露木順一神奈川県開成町長、横尾俊彦佐賀県多久市長の七名が任命され、丹羽氏が委員長に
就任することになった152。重要な点は宮脇氏が事務局長となったことであり、地方税財政の
改革を目指したにもかかわらず委員会の 7 名のメンバーの中に地方財政の専門家を欠く状
況となった点である。 
また権限の面でも、第一次分権改革の際の地方分権推進委員会と異なり、委員会の勧告に
対する内閣の尊重義務が明記されなかった。この内閣の尊重義務は、勧告の内容が閣議決定
可能な内容であることを必要とする。つまり各省庁の調整を経た上で事務次官会議におい
て異議なく了承されると同時に、政府与党間の折衝と与党の了承を必要とするのであった。
このため第一次分権改革においては、官庁と族議員の了承可能なものに勧告内容が限定さ
れ、地方分権推進委員会の行動とその影響力を制約する規定となっていたという153。よっ
                                                   
151 地方分権改革推進委員会の人事は国会同意が必要なため、2006 年 1 月 31 日に、与党国
対幹部１０人に対して地方分権改革推進委員会の委員任命予定者のリストが提示された。
この際、参加議員からは「こんな人事は白紙にしろ」と強い口調での反発を受けたという。
21 世紀ビジョン懇自体が交付税の削減と制度改革を提唱していたこともあり、与党内では
ビジョン懇メンバーの就任に対して拒否感が存在していた。「説明を受ける前に報じられた」
というのが怒りの表向きの理由だったが、参加議員は反発の理由を「刺激的な顔が入ってい
たからな」と明かしている（『毎日新聞』2007 年 2 月 12 日）。特に道路公団改革での、族
議員批判の経緯もあり猪瀬氏任命に対する反発は強かった。しかし、猪木氏を任命させない
ことで、改革が後退したとの印象を生む可能性もあり、「我々が抵抗して、ひっくり返した
と報道されたら、選挙にマイナスだ」との判断が働き、猪瀬氏ではなく宮脇氏の任命を取り
下げることで決着した（『朝日新聞』2007 年 2 月 12 日）。 
152 ただし、増田前知事は 2007 年 8 月に第一次安倍改造内閣にて総務大臣に就任し続く福
田内閣でも留任したため、11 月に国会同意を得て西尾勝東京大学名誉教授に交代する。 
153 西尾（2007：34）。 
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て、内閣の尊重義務を課さないことで、地方分権改革推進委員会は官庁や与党の同意に制約
されることなく勧告を行うことが目指された。この背景には、内閣の政治的なリーダーシッ
プによって官庁や与党内の抵抗を抑えて勧告内容の実現することが期待されていた154。 
 
６.３.２. 「基本的な考え方」と「中間的取りまとめ」 
地方分権改革推進委員会は、2007 年 4 月の設置後に提言作成に向けた審議を始める。以
後の勧告にて盛り込むべき地方分権改革の概要をまとめるべく、同年 5 月に「地方分権改
革推進に当たっての基本的な考え方」を、11 月に「中間的なとりまとめ」を提示していく。
「基本的な考え方」は、増田前岩手県知事を中心に素案を作り、「地方が主役」と位置付け
て「住民本位の分権型へ抜本的な転換を図る」ことを柱とした。内容としては、条例制定権
の拡大や自治行政権、自治財政権、議会改革を前提にした自治立法権の確立も盛り込んだ。
しかし、地方税財源の面では国と地方の税源配分についての具体的な数値目標は委員の中
での合意ができず、「地方税財政全体の抜本的な改革」を提言するにとどまった155。税源配
分の問題は 11 月の「中間的取りまとめ」の編成の際にも焦点となり、最終的には「５対５
を念頭におくことが現実的な選択肢となる」というかたちで記している。 
地方税財源に関して地方分権改革推進委員会が国と地方の税財源配分問題に見られるよ
うに、強いメッセージを送ることができないことは、地方分権に関する構造的な対立要素を
内包していたことによる。地方分権に関しては、税源移譲など地方税財政の充実を図る総務
省と国と地方を通じた歳出削減を志向する大蔵省の対立、地方政府間の都市・農村間の対立
など様々な対立関係がある。ゆえに単純な国と地方の対立関係では整理できない。第一次分
権改革ではこれら対立を可能な限りかぎり回避し、「できることからやる」戦略をとった。
しかし第二次分権改革においては対立を回避して解決できる事項はすでに限られており、
妥協的な手法をとることができなかった156。 
また第一次分権改革では、地方六団体の中で利害対立が起きうる事項を改革要望事項か
                                                   
154 宮脇（2010：92）。 
155 地方六団体の側からの要望では、国と地方の税源配分については 1：1（5：5）とするこ
とを目標とするようにとの要望があった（地方六団体「地方分権改革推進委員会が取りまと
める「基本的考え方」に盛り込むべき事項について」平成 19 年 05 月 23 日）。しかし地域
間の税源格差の問題から、都市部と農村部の知事の中でも税源配分の考え方に違いがあり、
具体的な言及としては、1：1 の税源配分目標のほかには、「消費税等の税源移譲などによる
偏在性の少ない地方税体系の構築」といった抽象的な内容の要望にとどまっている。 
156 宮脇（2010：64）。 
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ら全て落としていた。第五次勧告で焦点となった公共事業の地方移管問題などは、中央政府
の官庁のみならず地方の側からも反対が起き、「後ろから弾が飛んでくる」状況であった157。
このような第一次分権改革の教訓から、地方分権改革推進委員会は、地方六団体や自治体関
係者からのヒアリング等を実施して分権改革に対する要望を聴取はしていたものの、地方
の声のみを基礎にして改革要求事項を積み上げていくような方式は取らなかった。 
地方六団体の側でも地方分権改革に対する要望では、地方分権改革推進委員会の動きを
強くサポートするような体制にはなっていなかった。知事たちの間では、三位一体改革によ
って国庫補助負担金改革と税源移譲が実施されたものの、結果として地域間格差が拡大し
たという認識が強くあった。また、地方交付税縮減の影響によって各自治体の財政は厳しく、
まずは縮減された地方交付税の増額、総額確保を求める声が強まっていた158。知事会として
は、税源移譲により生じることが予測される地域間格差の問題に関しても「地方共有税」構
想を打ち上げていた。しかし税目に関して現行の地方税のうち法人住民税と法人事業税か
らなる法人二税が東京を中心とした大都市に偏ることから、より遍在性の小さい消費税と
の入れ替え要求が農村部の知事たちから上がっており、都市部の知事たちからの反発が大
きかった。このような状況で、道州制の論議とふるさと納税導入の議論、道路特定財源の一
般財源化問題が平行して進んでいた。これらの点が知事たちの地方財政をめぐる議論の混
乱に拍車をかけていた。さらに知事会の運営方法も三位一体改革の際とは大きく異なって
いた。三位一体改革をリードした改革派知事の多くが任期満了を期に知事を退職しており、
そうした改革推進勢力が自治会の運営体制を支える構造も採られていなかったのである。
よって、第二次分権改革においては知事たちの行動を一体化させることができず、地方分権
改革推進委員会をサポートできる状況にはなかったのである。 
 
６.３.３. 第一次勧告「権限移譲」 
地方分権改革推進委員会は 2007 年 11 月の「中間取りまとめ」の作成以降、第一次勧告
に向けてヒアリングや官庁への文書による質問等を進めていく。第一次勧告で焦点となっ
たのは、国と地方の役割分担や自治体など基礎的自治体への権限移譲であった。国と地方の
役割分担は、国から自治体への権限移譲に関わる部分である。当初、権限移譲の関する中央
                                                   
157 地方分権改革推進委員会第三回議事録より西尾勝氏の発言。 
158 「全国知事会麻生会長・山田地方分権推進特別委員会委員長記者会見概要」平成 19 年
5 月 18 日。 
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官庁の対応は 2008 年 1 月次点では軒並み「ゼロ回答」であったが159、丹羽委員長が再考を
促し、また増田総務大臣が閣僚と個別折衝を繰り返す中で一定の譲歩が得られた。国土交通
省からは一都道府県内に流域が収まる一級河川の管理権限を原則的に都道府県に移し、直
轄国道の管理権限も一部を都道府県に移すことが示された160。この結果、河川と直轄国道の
管理権限の移譲について 2008年 5月 30日に内閣に提出された第一次勧告に盛り込まれた。 
しかし、この権限移譲は、必ずしも地方の側の支持を得なかった。国土交通省側は河川と
国道に関する権限移譲に関して、管理権限に加えて整備権限も一体として地方に移譲する
方針を示した161。このことは、地方自治体に権限に見合う財源が措置されるかどうかに関す
る、強い不安感を惹起させた。例えば、全国知事会長の麻生渡福岡県知事は、「（道路や河川
の）管理にはお金がかかり、当然、財源の移譲は不可欠の条件だ。人的・技術的な支援の体
制も、つくらなければいけない」と第一次勧告に注文をつけている162。国土交通省として
も、「権限移譲に加えて整備権にも踏み込む」戦略をとることで改革への協力姿勢を示しな
がらも、「整備には財源が必要で、実際には地方は乗ってこない」と計算していたという163。 
 こうした地方の財源に対する不安を突いた国土交通省の戦略は第一次勧告後の具体的な
権限移譲内容の検討の際にも効果を発揮している。冬柴鉄三国土交通相が 7 月 9 日に日本
記者クラブで行った講演で、分権委が地方への移譲を勧告した直轄国道や一級河川の一部
権限について、「国が離してもらっては困るという陳情がいっぱい来ている」との情報を披
露し、「地方分権は（権限移譲を）受ける人（自治体）の意見を十分尊重すべきだ」と述べ、
分権委の改革論議をけん制している。危機感を持った丹羽委員長は、7 月 17 日の全国知事
会議に出席し、「要するに冬柴大臣は、地方は権限移譲など望んでおらず、地方は逃げ腰だ
と言っている。そういうことを国交相に言わせておいていいのか、私は相当な心配をしてい
る。こんな言い方をされて、知事さんは黙っているのか」と発言し、知事の改革姿勢を問い
ただした164。また「改革の推進力は地方側にある。地方側の改革の意志を結集するのが全国
知事会ではないか」と檄を飛ばし、各知事の奮起を促している。さらに知事たちの権限移譲
に伴う財源と人員の移譲の確実性に対する不安に対しても「知事さんがその点を心配する
                                                   
159 『毎日新聞』2008 年 4 月 8 日。 
160 『毎日新聞』2008 年 5 月 14 日。 
161 『毎日新聞』2008 年 5 月 29 日。 
162 『毎日新聞』2008 年 5 月 29 日。 
163 『毎日新聞』2008 年 5 月 29 日。 
164 『時事通信』2008 年 7 月 22 日。  
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のは当然」と理解を示し、「必ず税財源は移譲すると私がお約束する」と強調している165。
しかし知事たちからは、「力強いお約束だが、保証人が付いていない」（加戸守行愛媛県知事）
といった発言が出るなど、分権改革推進委員会の権限移譲の方針に対する協力的な姿勢は
得られなかった166。 
 
６.３.４. 第二次勧告「義務付け・枠付け」 
第一次勧告に盛り込まれた権限移譲の関わる議論は、国の出先機関の統廃合の議論へと
つながっていく。第二次勧告では、国の出先機関の改革に加えて国の義務付け・枠付けに関
する問題を扱うことになる。義務付け・枠付け問題に関しては、行政法学者の小早川委員を
中心に検討が行われたが、義務付け・枠付けに該当する内容は、535 本の法律に 1 万 107 項
目もあり膨大な作業量となるため、2008 年 12 月に提出された第二次勧告では、見直し基
準となるメルクマールを提示するにとどめている。 
 出先機関改革は、2007 年 5 月の経済財政諮会議と同年 6 月の「骨太の方針 2007」で方
向性が示されていた。この改革の方針は 2008 年 6 月の「骨太の方針 2008」においても確
認され、地方分権改革推進委員会は 8 月に中間報告を作成し、８府省 15 系統の 116 事項の
事務・権限を見直す方針を固めていく。 
しかし、この出先機関改革に関しても地方の側から強い支持は得られなかった。権限の移
譲同様に出先機関の廃止された場合の人員や財源の移譲の不確実性に地方の側は懸念を有
していた。例えば、国土交通省北海道開発局の廃止問題である。北海道開発局は旧北海道開
発庁を起源とする組織であるが、6 月 26 日の地方分権改革推進委員会において、「組織人員
を丸ごと道に移管」した上で、「（北海道開発予算と）同規模額を道に交付する」案を猪瀬委
員が試案として提示し167、北海道庁に移管する方針を明らかにした168。北海道側としては
道州制の導入もにらみ、開発局を含む道内の国の出先機関をスリム化していったん統合し、
その上で同じくスリム化を進めた道と統合するという２ 段階計画の改革計画を有してい
た169。よって、開発局が廃止された場合には業務・職員の移管先となる道は、税財源の伴わ
                                                   
165 『時事通信』2008 年 7 月 22 日。 
166 『時事通信』2008 年 7 月 22 日。 
167 地方分権改革推進委員会第 50 回会議録平成 20 年 6 月 26 日。 
168 『毎日新聞』2008 年 7 月 3 日。 
169 『毎日新聞』2008 年 7 月 3 日。 
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ない「押しつけ」となることを強く警戒していた170。さらに北海道開発予算は、公共事業で
他都府県よりも補助率 （国の予算の割合）を高く設定した「北海道特例」などが存在して
おり、道への移管後に開発局の業務に絡む北海道独自の優遇策が廃止後も残るかどうかは
不透明であった。こうした動向を受けて高橋はるみ知事は「財源が伴う移譲でなければ、権
限だけが来てもお引き受けできない」と財政難を理由に早急な統廃合に難色を示した上で、
「地方分権は重要だが、その分権によって北海道がつぶれることは本末転倒だ」として強く
反発している171。この結果、8 月に作成された中間報告では、北海道開発局をはじめ出先機
関を具体的に指摘した改革方針は盛り込むことは出来なかった。 
中間報告を提示してまもなく、2008 年 9 月に福田康夫内閣は退陣し、麻生太郎内閣に交
代する。麻生首相は政治主導の改革姿勢を示すために、11 月 6 日に農林水産省の出先機関
である地方農政局と国土交通省の出先機関である地方整備局の原則廃止方針を打ち出す。
地方分権改革推進委員会は麻生首相の方針を確認し、12 月 8 日に８府省 15 系統の 116 事
項の事務・権限を見直す内容の提言を提出している。提言作成に当たり、地方分権改革推進
委員会は各省庁との折衝を重ねて行くが強い抵抗を受けている。結果として総定員９万５
８３６人（０８年３月末現在）のうち、地方自治体への移管や組織のスリム化などで３分の
１にあたる３万４６００人の定員を削減することとともに、組織の見直しでは農政局や地
方整備局整備局のほか、国交省北海道開発局など６機関を廃止し、企画部門の「地方振興局」
と公共事業を実施する「地方工務局」に業務を分けて統合することなどを提言している。  
職員数削減の数値目標は、これまで委員の私案にとどまっていたが、８日になって勧告に盛
り込まれ分権委の姿勢を示した。この出先機関改革の提言作成は西尾委員が素案を取りま
とめたが、提言作成の最終段階では、出先機関の事務・権限約４００項目のうち１１６項目
の移譲などに限り、職員の具体的な削減員数などは入っていなかったという。この点に委員
の中から反発が出て、丹羽宇一郎委員長（伊藤忠商事会長）が修正を提案し、3 万 4600 人
の数値を入れることに決定したという172。この問題に関しては、露木順一委員（神奈川県開
成町長）が会合終了後、「人数が入らなかったら、勧告させないつもりだった」と語ったよ
うに、勧告内容は分権委が当初に目指したよりも弱い内容になったといえる173。 
                                                   
170 『毎日新聞』2008 年 7 月 1 日。 
171 『毎日新聞』2008 年 7 月 3 日。 
172 『読売新聞』2008 年 12 月 9 日。 
173 『読売新聞』2008 年 12 月 9 日。 
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委員会の提言素案が当初目標よりも交代した背景には、麻生内閣の支持率低下などを見
た一部委員らに「この政権でも実現できるよう、自民党や霞が関が受け入れやすい内容にし
なければならない」という空気が広がったためという。さらに国道・河川の移譲などに関す
る姿勢が都道府県ごとに異なったことで、「激しい勧告だと地方が受けない可能性がある」
という懸念も働いた174。丹羽委員長も会合後の記者会見で、「まだ不十分な面もあると思う
が、実行可能性を何よりも重視した」と認めざるを得なかった175。この後出先機関の改革は
政府内で検討されるが、官僚の抵抗に加えて麻生政権の支持率低下の中で族議員の抵抗も
強くなり、あまり実質的な結果を得ることができなかった176。 
 
６.３.５. 第三次勧告と政権交代を経た第四次勧告 
 第二次勧告を提出した後、2009 年に入って地方分権改革推進委員会は、税財源に関わる
議論を本格化させる。当初、委員会は 2009 年の春に税財源問題を含んだ形で提言を行うこ
とを予定していた。しかし麻生政権の支持率低下と衆議院議員総選挙を控えて、委員の中に
は、選挙までに税財源を含めた勧告を作成するべきだという意見と衆議院解散後の新政権
を睨んで勧告時期やその内容を検討するべきとする意見が対立していたという177。 
さらにこの時期には道路特定財源の一般財源化問題をめぐる問題と国の直轄事業負担金
問題が知事会など地方六団体の中で盛んになっていた。特に道路特定財源に関しては、一部
に一般財源化を志向する知事もいたが、一般財源化された場合には道路整備の予算が確保
できなくなることをためらう知事から一般財源化に際して道路向けの予算として確保する
声が上がっていた。直轄事業負担金に関しても、大阪府の橋下知事の批判を嚆矢として制度
改革を求める動きが地方の側で加速する。こうした地方側の意向を受けて、地方分権改革推
進会議は、4 月 24 日に「直轄事業負担金に関する意見」作成を作成している。 
地方の側の議論は道路特定財源の一般財源化問題と直轄事業負担金問題では結束を見せ
るが、地方税財政の改革に関しては、統一した強い懸念が表明できないでおり、交付税の量
的確保の点での要望を強める程度であった。 
                                                   
174 『読売新聞』2008 年 12 月 9 日。 
175 『読売新聞』2008 年 12 月 9 日。 
176 自民党議員からは「地方分権が票になるのか」という声も出ていた（『毎日新聞』 
12 月 12 日）。 
177 宮脇（2010：77）丹羽委員長もこの議論を踏まえて、第三次勧告がずれ込む可能性を公
言している（『時事通信』2009 年 2 月 16 日）。 
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地方分権改革推進委員会は地方税財源問題に関して、基本論点整理の時点で躓く。2009
年 6 月 30 日の第 89 回会合で宮脇事務局長が論点整理案を提示するが、この中で国と地方
の税財源比率に関してそれまで 1：1＝5：5 として税財源比率の定義を、地方財政収入全体
における地方税の割合（「地方税／（地方税＋交付税＋補助金等）」）として提示している。
このことに関しては、租税収入全体における国税と地方税の割合として理解していた各委
員から疑義と反発を招いた178。宮脇事務局長の示した「地方税比率＝地方税／（地方税＋交
付税＋補助金等）」の定義では、交付税を減らすことで地方税比率を上昇させることも可能
になる。ゆえに「地方税比率」が上昇しても実質的に地方の自由度が拡大しないことも考え
られた。地方六団体はこの議論に敏感に反応して、「地方税比率」という概念に対して「不
適当」とし、「地方分権の実を上げることができない」と懸念のコメントを 7 月 1 日に発し
ている179。 
結局「5：5」の議論は、国税と地方税の配分比ということで落ちつくが、この 5：5 の比
率についても西尾委員長代理、猪瀬委員、小早川委員からは賛成の意見が出るものの、露木
委員はもっと地方税比率を高めた目標を提示することを主張し、井伊委員は地域間格差を
考慮して 5：5 という数字に否定的な立場を表明している180。この比率の関する議論は、単
に数字を提示すればよいわけではなく、地域間格差の問題を考慮する必要性があり、偏在性
の少ない消費税に関する議論と地方交付税の議論の必要も絡む。さらに国の義務づけの問
題と国庫補助負担金改革の問題に関しても議論は及んでいるが、状況は錯綜していた。地方
財政の問題に関しては、明確な方針を示すことが出来ていないまま、2009 年 8 月末に衆議
院議員総選挙が行なわれ、自民党は政権を失い民主党政権が誕生する。民主党はマニフェス
トにおいても公約化するなど、地方分権に積極的であった。しかし、地方分権改革推進会議
が安倍首相の肝いりで設置されたという経緯もあり、批判的な立場も党内には存在してい
た181。さらに 10 月 2 日には、平野博文官房長官が、「地方分権改革推進委員会」をはじめ
とする自民党政権下で設置された諮問機関や検討委員会について抜本的に見直す考えを示
すなど、取り巻く環境は厳しくなっていた182。委員会は地方税財源に関する議論を先送り
                                                   
178  地方分権改革推進委員会第 88 回議事録、木寺（2012：163）。 
179 『時事通信』2009 年 7 月 2 日。 
180 地方分権改革推進委員会第 89 回議事録。 
181 『毎日新聞』2009 年 9 月 9 日。民主党幹部からは、「我々は分権委の勧告よりもさらに
進めた分権を進める。分権委もこのままで良いのか一度考えないといけない」という声も出
たという。 
182 『毎日新聞』2009 年 10 月 3 日。 
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し、「義務付け・枠付け」の改革に関する内容をまとめる。第二次勧告で見直しの対象とし
た 4076 項目のうち、892 項目の廃止と見直しを求める内容で第三次勧告を 10 月 7 日に鳩
山首相に提出する。その後、税財源の問題を非公開で議論を進め、第四次勧告の作成を進め
る。この第四次勧告は具体的な内容に乏しかったが、当面の課題として「地方交付税総額の
確保及び法廷率の引き上げ額確保」を、中長期の課題として「国と地方の税源配分を５：５
とすること」を目標とした地方税制の改革、地方六団体から要望の出ていた「地方共有税の
導入を前提とした地方交付税改革」、「国庫補助負担金の整理」などを列記する形で提言して
いる。この地方税財政の提言の作成に当たっても、国家財源の減少に井伊委員が異議を唱え
て「5：5」の税源配分目標の盛り込みに反対し、他の委員と対立するなど、最後まで委員会
内には意見には一致が見られなかった。この後、地方分権改革推進委員会は年度末までの設
置期間を残して実質的な活動を終えた。 
 
６.３.６. 小括 
第二次分権改革は、三位一体改革のあとを受けて地方分権改革推進委員会での議論を基
に進められた。しかし、委員会は地方政府の財政的な自立を志向する政権首脳部の意向を受
けたものであり、メンバー構成も地方財政の専門家が含まれていなかった。また委員会の改
革内容の検討も、第一次分権改革のように地方の側からの要望事項に沿った形を取ってお
らず、地方六団体の協力を前提としたものではなかった。 
地方六団体の側も、特に知事の中には三位一体改革の結果、地域間格差が拡大していると
認識しているものが少なからずおり、分権改革が財源の減少を生むことへの懸念と不安が
強くあった。このことに加え、改革派の退場と合わせた知事会の弱体化もあり、地方の側の
一体的な行動が形成できない状況であった。 
分権推進委員会で行われた、権限移譲や義務付け枠付けの緩和、出先機関改革といった具
体的な改革内容の検討にも影響を与えた。推進委員会は 4 次にわたる勧告を作成していく
ことになるが、地方からも政権首脳部からも支持を集めることができなかった。一級河川の
管理権限や北海道開発局の廃止検討に見られるように、権限移譲と出先機関改革が財源的
な裏づけの無いままに進められることに知事の側は強く反対しており、分権改革推進委員
会をサポートするどころかむしろ足を引っ張っていた。改革に伴う財源確保の問題に関し
て、政権の首脳部は政局の混乱や相次ぐ内閣の交代に伴い、明確なイニシアチブを示すこと
ができず推進委員会の活動を支援することができなかったのである。権限移譲や義務づけ
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の問題ですら地方の支持を十分に得られず、官僚制の側からの抵抗を受ける中で、推進委員
会は地方税財源の問題を検討するが議論は錯綜した。さらに政権交代という政治的状況の
変化の中で、推進委員会は存在意義自体も希薄化していき、税財源問題の問題には実質的に
は手をつけることができなかった。 
 
６.４. 本章のまとめ 
 
本章では 1990 年代後半以降の三つの分権改革の事例を取り上げ、財政的な分権化の成功
要因を検討した。第一次分権改革では地方分権委員会が地方六団体の改革要望を反映する
こと前提として行動していたが、補助金改革に向けて地方の側は意見集約の困難さを理由
として積極的な行動をとらなかった。この背景には、補助金削減によってもたらされる財源
不足に対する懸念が存在したのである。この財源に対する不安は公共事業の地方移管や補
助金の統合化問題の検討の際にも影響しており、知事たちは公共事業と補助金改革を拒む
選択を行った。よって分権委員会は議論の前提とし、また後ろ盾とするべき地方政治家の支
持を得ることができず、地方財政の改革に踏み込むことができなかった。 
  三位一体改革では、これまで地方の懸案となっていた財源問題に保証が与えられること
になった。それは改革においてリーダーシップを発揮する政権首脳部によって、税源移譲の
実施が明確にされたことによる。さらに補助金の改革の内容作成が、地方の側に委ねられた
点も、国が補助金改革と税源移譲が実際に行われることを強く信じることに寄与した。この
結果、地方政治家のうち補助金改革によって国からの政策の自律性を獲得できると考えた
知事たちは、改革の推進を提唱していく。このとき改革派と呼ばれた知事たちが知事会内の
議論を主導し、知事たちの多くは改革後の財源の確保が保障されたものであると信じるこ
とにつながった。よって知事たちは改革への賛同に向かうことになった。この結果、地方六
団体の改革案を下敷きとして、補助金改革が進められることになったのである。 
三位一体改革の結果、税源移譲と補助金改革は実現した。しかし実際に廃止・縮小された
補助金の内容は、知事たち作成した改革案の内容とは大きく異なるものであった。また、同
時に実施された交付税削減の影響は大きく、三位一体改革後には、知事をはじめとする地方
政治家の間では財源確保の要求が強まった。このような状況の下で、行われたのが第二次分
権改革である。第二次分権改革では、第一次分権改革の際の地方分権推進委員会にならい、
地方分権改革推進委員会が組織され、そこでの議論を通して改革の内容が検討されていっ
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た。しかし、三位一体改革の際に改革を主導した知事会は財政上の改革に難色を示す。知事
たちの間には、財源確保の懸念が強く、また改革派の多くがすでに知事を退任していたため、
知事会の議論も改革を志向したものに収斂することはなかったのである。地方分権改革推
進委員会は、権限移譲の問題に関しても財源の確保されない権限のみの移譲を拒む知事た
ちの反対によって、税財源の問題などのからむ財政上の分権化はもちろん、権限移譲の問題
に関しても地方の支持を得ることができずに改革推進に躓くことになる。また自民党政権
の度重なる首相交代と民主党への交代によって、財政的な分権改革に手をつけられないま
ま活動を終えることになった。 
 上記が本章の議論をまとめである。本章の課題は、1990 年代以降の日本の地方分権改革
の展開を整合的に説明し、財政制度改革がなかなか進まないのはなぜかという問いに答え
ることであった。 
本章の第一次分権改革、三位一体改革、第二次分権改革という三事例の分析からは、第２
章の地方財政に関わるコミットメント問題の観点から以下の三点が導かれる。 
第一に、第一次分権改革と第二次分権改革の両方において、財政制度の分権化に踏み込む
ことができなかった点が地方政府の行動に影響されている点である。地方政治家は、機関委
任事務や国の義務づけ・枠付けといった単なる行政上の分権化は歓迎している。しかし財政
制度の分権化には、地方政治家の中に反対があり改革推進で結束することができなった。こ
のことは、地方の要求内容を反映することを基本とするアジェンダセッターとしての地方
分権推進委員会ないしは地方分権改革推進委員会の行動を制約することになったのである。
地方の側からの賛成が得られないことで、中央省庁を相手とした議論と交渉も困難に陥っ
ている。補助金や国と地方税財源といった直接財政上の分権化に関わる事項のみならず、権
限移譲や国から地方への事業移管といった問題に関しても、財源確保の問題から地方が難
色を示したことで、アジェンダセッターが大胆な改革を提言に盛り込むことに失敗してい
る。さらに地方の側の財源に関する不安に対する国の側の処置は、十分ではなかった。つま
り、地方政治家が反対したことで財政上の改革が実現できなかったことが示されている。上
記二つの事例からは過程からは、地方分権改革の中で財政的な分権改革に関しては、中央政
府と地方政府の間でコミットメント問題が存在している点、さらにそのコミットメント問
題の解決が図られない限り地方政治家が改革に賛同することはないという、第２章で示し
た仮説に合致する状況を見ることができる。 
第二に、三位一体改革においては地方政治家が財政的な改革に賛同しており、税源移譲と
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補助金改革が実現している。この点は第一次分権改革および第二次分権改革と比べて異な
る点である。地方政治家、とりわけ知事たちが改革に賛同した理由は、改革後に財源が確保
できる見通しを一定程度有していた点にある。三位一体改革では、補助金改革の内容決定に
先立ち、小泉首相によって税源移譲の実施が言明されていた。このように改革後の財源移転
の見通しについて首相や政権首脳部の明確な方針が示されたことが、地方政治家の財源確
保の懸念を軽減している。また補助金削減案の内容案の作成を委任されたことも税源移譲
と補助金削減案に向けた中央政府の強い意気込みを地方政治家に印象付けることになって
いる。さらに知事会内の議論が改革派という知事たちによって先導されていた。よって、知
事たちは改革を推進する行動をとることができたのである。上記三位一体改革においては、
首相の税源移譲の実施の明確な表明によって、地方財政のコミットメント問題が解決され
たと地方政治家が考えるに十分な状況が生まれていたのである。 
 1990 年代半ば以降の地方分権改革は、第一次分権改革、三位一体改革、第二次分権改革
と断続的に続けられながらも財政面での分権化が常に進んではいなかった。財政面での分
権化には、改革後に財源面での困難に陥る可能性を有している地方政治家の賛同を必要と
していた。しかしそのような地方政治家の賛同は、三位一体改革でしか調達できなかったの
である。 
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第７章 全国知事会における補助金削減案議決過程の計量分析 
 
 本章は三位一体改革における知事の行動について分析する183。第６章で、1990 年代以降
の地方分権改革において財政的分権化を進めることが容易ではなく、三位一体改革の際に
は地方政治家、特に知事たちが政策過程へ参画して補助金改革案を作成したことで、地方政
治家の合意を取り付けることができ、財政的な地方分権改革が進展したことを述べた。 
このように三位一体改革の補助金改革において、全国知事会を中心とした地方六団体に
よる改革案作成の意味は大きい。全国知事会は 2004 年と 2005 年に改革案作成を行ってお
り、2004 年には制度上は存在していたが前例の無い、三分の二以上による多数決で議決を
行っている。2006 年までの改革の最終的な結果から見れば、地方六団体の作成した補助金
削減案の内容が十分に反映されたとはいえない部分もある184。しかし、当時首相を中心とし
た官邸主導の政策運営が行われたとされる中でも、地方財政をめぐる政策調整が容易では
なかった点を考えれば、全国知事会を中心とする地方六団体の補助金削減案の作成が補助
金改革を大きく前進させる契機になったことに疑いはない185。つまり、知事たちが改革を受
け入れ支持する行動をとったことが補助金改革の成否を決定づけた大きな要因なのである。 
この知事たちの行動には、政治学的にみて大きなパズルが二つ存在している。第一に、補
助金改革は、必ずしも地方政府にとって財政上の利益を生む選択ではなかった点である。補
助金改革に伴う国からの税源移譲は、地方政府にとって政策の自律性を向上させる可能性
があった。しかし、自律性の向上の程度は国が最終決定する補助金改革の内容によって左右
され、知事たちの決定それ自体が最終的な成案となる保証はなかった。また税源移譲が行わ
れれば、税収格差により、多くの地方政府で国からの移転財源が減少することも予測されて
いた186。にもかかわらず、多数の知事が賛成しているのである。 
                                                   
183 本章の議論は、梶原（2012b）に基づいている。 
184 2005 年に決定した、三位一体改革の最終合意の中で、2004 年度の地方六団体の作成し
た補助金削減案に対する実現率は金額ベースで 38.4 パーセント（義務教育費国庫負担金を
除けば 12.1 パーセント）であった（『日本経済新聞』2005 年 12 月 2 日）。 
185 補助金改革と税源移譲をめぐり、2001 年から 2003 年にかけて地方分権改革推進会議で
の議論が暗礁に乗り上げていた（森田 2003）。そこで、小泉首相は税源移譲額を先行決定し、
後に補助金の改革内容を決定することにした。しかし、改革の「司令塔」といわれた経済財
政諮問会議でさえ、各省庁の権限に関わる補助金の具体的な削減内容までは決定できなか
った。そこで地方六団体に政策情報を提供させ、「地方の声を尊重する」ことで改革を進め
ることができたという（大田 2006：219-230）。 
186 2003 年時点で、義務教育費国庫負担金に相当する金額３兆円を、国税である所得税か
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第二に、地方政治家が再選のために利用可能なリソースとしての補助金の存在である。確
かに、補助金の存在は地方政府の自由な政策決定を国が拘束するものであると長く論じら
れてきた187。しかし、補助金の獲得は、利益団体・地方議員・首長・地元選出国会議員を巻
き込んだ利益誘導の側面があり、自治体間競争を通じてこれらが推進された点などが指摘
されてきた188。つまり地方政治家、とりわけ地方議員にとって補助金獲得は再選のための重
要なリソースであった。この点で補助金改革は、地方政治家にとってそれまでの再選のため
の資源を減少させる側面も持ち合わせていたのである。 
そこで本章は、2004 年 5 月に全国知事会が小泉首相の改革案作成の依頼を受け入れた後、
8 月に改革案を議決する過程に焦点を当てる。表 7-1 は 2004 年 6 月に実施された日本経済
新聞社のアンケートをもとに、6 月時点での知事たちの義務教育費国庫負担金の改革案盛り
込みへの態度を表したものである189。また、表 7-2 は 8 月の知事会議での補助金改革案に
対する知事の投票行動結果と、6 月のアンケート時点からの知事たちの意向の変化とを示し
たものである。 
 
 
表 7-1：補助金改革と義務教育費国庫負担金に関する知事の意向 
 
 
                                                   
ら、地方税として移管した場合に、その負担金廃止額よりも税源移譲額が上回るのは、都市
部の 10 都府県しかないことが、全国知事会の調査で分かっていた（『朝日新聞』2003 年 11
月 16 日）。 
187 広瀬（1993）を参照。 
188 例えば、村松（1988）、中野（1992）、打越（2005）、斉藤（2009, 2010）を参照。 
189 このアンケートは日本経済新聞社が、2004 年 6 月中旬に「三位一体改革案への評価と
対応」と題して全ての都道府県知事を対象に行い、全 47 知事が回答している。詳細な質問
文とその回答は、『日経グローカル』N0.7、2004 年 7 月 5 日号を参照。 
義務教育費国庫負
担印制度は将来的
に維持するべきだ
将来はともかく、05～06年
度の補助金廃止縮減候補
に入れるべきではない
検討中・回答留保
05～06年度の補助金廃
止縮減候補に入れるべき
だ
6都県 12府県 22府県 7県
東京、山梨、長野、
愛媛、長崎、大分
宮城、栃木、千葉、新潟、
静岡、三重、滋賀、京都、
鳥取、広島、山口、佐賀
北海道、青森、岩手、秋田、福島、
群馬、埼玉、神奈川、富山、石川、
福井、岐阜、愛知、大阪、和歌山、
島根、香川、高知、福岡、熊本、
鹿児島、沖縄
山形、茨城、兵庫、奈良、
岡山、徳島、宮崎
出典：『日経グローカル』No.7、2004年7月5日号掲載、「都道府県知事アンケート」より筆者作成。
注） アンケートの質問文は、義務教育費国庫負担金の補助金改革案での扱いに関して、記号で答えるもの。東京都と長野県
の両知事は、記号で回答していなかったが、自由回答欄に記号解答と同内容を回答していたため、筆者の判断で無回答では
なく上記に分類している。
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表 7-2：知事の補助金改革案議決時における投票結果と態度変化 
 
 
表 7-1 から分かるように、当初地方六団体に改革案作成が依頼された際には、補助金改
革、とりわけ義務教育費国庫負担金を含めた改革に賛成であった知事は 7名のみであった。
次に、表 7-2 をみると、40 もの知事が賛成していることがわかる。興味深いのは、6 月のア
ンケート調査の時点から 8 月の議決投票まで一貫して賛成もしくは反対であった知事もい
るものの、多くの知事が補助金改革賛成へ立場を変化させている点である。この二つの表か
ら、当初補助金削減案に反対であった知事や態度表明を留保していた知事の多くが改革案
支持へと立場を変え、そのことが削減案議決にとって重要だったことが確認できる。 
以上に示した補助金改革をめぐる知事たちの行動とその変化に注目して、本章では以下
の問いを設定する。それは、知事たちの補助金削減案に対する賛否はどのような要因によっ
て決定したのか、またなぜ当初賛成を表明していなかった知事の多くが補助金改革案の支
持に回ったのかという点である。第６章での分析では、改革派知事たちが知事会の行動が鍵
となったことを定性的分析によって示した。そこで本章では、改革派知事の改革賛同の意向
はどのような知事たちに共有されることで知事たちの行動の変化が生じ、知事会としての
改革賛同の行動となったのかを明らかにする。 
 
７.１. 先行研究の検討 
 
本項では、三位一体改革の知事の行動に関連する先行研究を整理する。先行研究は大きく
二つに分かれる。第一に、補助金改革に伴う地方政府としての利益が知事たちの行動の基盤
になったとするものである。第二に、地方分権のアイデアの流布・共有の観点から知事たち
の行動を説明しようとするものである。 
改革案に反対（7県）
付帯意見を提出 付帯意見を提出（6都県） 付帯意見なし（34道府県）
群馬、山梨、長野、三重、
広島、愛媛、大分
栃木、東京、滋賀、
鳥取、佐賀、長崎
北海道、青森、岩手、宮城、秋田、山形、福島、茨城、
埼玉、千葉、神奈川、新潟、富山、石川、福井、岐阜、
静岡、愛知、京都、大阪、兵庫、奈良、和歌山、島根、
岡山、山口、徳島、香川、高知、福岡、熊本、宮崎、
鹿児島、沖縄
改革案に賛成（40県）
出典：前掲「都道府県知事アンケート」と『全国知事会六十年史』より筆者作成。
（注）太字は6月のアンケートでは反対していたにもかかわらず、賛成に回った知事であり、下線は6月の時点
で態度を表明していなかった知事を表す。
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７.１.１. 地方政府の利益 
第一に、知事たちの行動の要因を地方政府の利益、すなわち補助金改革と税源移譲による
自律性の向上を挙げるものがある。先述の通り、国庫補助負担金制度は地方政府の政策決定
を拘束し、国会議員を通した利益誘導につながっていると長く批判されてきた。よって補助
負担金を廃止・縮小し、国から税源移譲することで地方政府は使途の自由な財源を獲得でき
る190。この政策自律性の獲得は、確かに地方政府やその運営者たる知事にとっては魅力的で
ある。しかし、地方政府が得る財源の総量は改革によって失う補助負担金の額と得られる税
源移譲の額との割合によって大きく異なる。政策自律性を獲得したとしても、改革前よりも
政策実施に利用可能な財源の総量が減額された場合には地方政府は政策総量を減少させざ
るを得ない。このことは財政力の弱い非都市部の地方政府において影響が顕著となる191。こ
れらの点を踏まえると、知事たちの行動はそれぞれの社会経済環境・財政事情を反映した結
果となろう。つまり、財政力の強い都道府県の知事ほど改革に賛成し、弱い知事ほど反対す
ることが予測される192。しかし、その傾向は表 7-2 からは見て取れない193。 
 
７.１.２. アイデア・政治的企業家 
第二に、地方分権のアイデアの流布・共有によって知事たちの行動を説明する議論がある。
この議論はさらに二つに分けられる。第一は、マクロ・トレンドの存在とその変化を指摘す
るものであり、第二は、知事たちの中の政治的企業家の存在を重視するものである。第一の
マクロ・トレンドの指摘は、特に義務教育費国庫負担金の改革に関するものである。徳久恭
子は、「ナショナル・スタンダードの確保」という社会民主主義的な傾向から「消費者中心
主義」を特徴とする経済自由主義的な傾向への変容があり、教育政策に関する地方政治家の
政策選好が変化したとする。よって義務教育費を含む補助金削減案に対する多数の知事た
                                                   
190 例えば、西尾（1998：108-112）など。 
191 先述の注 5 を参照。また小西砂千夫は、地方分権の推進と地域間格差是正の推進にトレ
ード・オフの関係があると指摘している（小西 2008：104-109）。 
192 このように地方政府間に社会経済環境を背景とした対立構造が存在することは、古くか
ら指摘されてきた（例として、阿利 1960）。 
193 例えば、2004 年度の財政力指数が 0.3 未満の都道府県は 15 県あるが、そのうち改革案
に反対したのは 1 名である（反対者は広瀬勝貞大分県知事。他には、賛成が 11 人、付帯意
見付賛成は 3 人）。財政力指数に関しては、総務省統計局（2007）を参照。 
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ちの支持を生み、結果として義務教育費国庫負担金制度の改革に至ったとする（徳久 2006）。  
第二に、政治的企業家たる知事の存在を重視する研究に関して、北村亘が「改革派」と呼
ばれた知事たちの行動に注目している。「改革派」知事たちは、2004 年に補助金問題で全国
知事会に注目が集まる以前から、知事間で政策研究会や勉強会を組織して積極的な意見交
換を行い、問題意識を共有していた。彼らが知事会内部の議論を主導し、決定過程で重要と
なる知事会長職を掌握していたことが、多数決ルールを用いた改革案の議決承認を可能に
したという（北村 2007）。 
こうしたアイデアに基づく説明は、以下に示す二つの問題がある。第一に、知事会全体の
行動を説明しているが、個々の知事の行動を説明することが難しい点である。同様に、一部
の知事たちを政治的企業家と位置づけたとしても、最初から支持をしていた知事はさほど
おらず、後に知事たちの多くが賛成に回っている点を説明できない。第二の問題点としては、
他の変数の影響を考慮していない点である。分析単位を個々の知事に置いておらず、仮にア
イデア変数が個々の知事の行動を規定しうるとしても、他の変数が影響を与えていること
を排除していない。 
 
７.１.３. まとめ 
先行研究には、個々の知事の行動の違いを説明できない点と、その知事の行動に影響を与
えうる他の変数との関係を明らかにできていない点に問題がある。本章はこの二点を改善
し、次節で示すように知事がそれぞれ議会とは別に公選された二元代表制のもとでの政治
家である点に注目する。このことで、全体としての知事会の行動を個々の知事の行動と結び
つけて説明する。また、各都道府県の社会経済環境やアイデアが、知事の行動に影響を与え
たか否かも同時に確認する。 
 
７.２. 分析枠組みと仮説の提示 
 
本項では、前節での先行研究の整理を受けて、分析枠組みと仮説を提示する。本項がまず
注目するのは、知事と議会との部門間関係である。そのほかに知事の選挙での得票構造、任
期である。これらを順に説明したのち、先行研究で示された仮説を補助仮説として設定する。 
 
128 
 
７.２.１. 二元代表制下における知事と議会の関係 
（１）知事と議会の目指す利益の違い 
日本の地方政府は、首長と議会が別々に公選される二元代表制を採用している。知事は予
算執行や条例制定など、具体的な政策実施に議会の同意を必要とする。この意味で議会は知
事の行動を制約しうる拒否権プレイヤーであり、比較政治学上の統治機構制度としては、二
元代表制は立法府と執政府の権力が分立した大統領制に含まれる194。この立法府と執政府
の関係は両者の目指す利益もしくは選好に違いを生みうる。それは、知事が都道府県全体を
選挙区とした小選挙区で選出されるのに対し、議員は都道府県内で細分化され、多くの場合
複数人が当選する中選挙区で選出されることによる195。この選挙区の地理的範囲と定数の
違いから、議員がより組織化されやすい利益（個別利益）を志向するのに対して、知事は組
織化されない利益（集合財）を志向し、部門間対立の可能性が形成される196。よって、知事
はこの部門間対立を意識しつつ政策形成を行う必要がある。（曽我・待鳥 2007；砂原 2011）。 
 この知事と議会の潜在的な利害対立の可能性は常に顕在化するとは限らない。一般的に
知事は、同一政党所属の議員などの議会内支持勢力を有し、その割合が高ければ高いほど、
政策実施が円滑化する。しかし、歳出削減や政策の終了など既存の利益配分を変更する場合、
また特にその削減が迫られるような場合には先に示した対立が顕在化する。知事は改革な
ど集合財を追求できるのに対し、議員は個別利益を志向するので集合行為問題が起きやす
いのである。 
（２）知事―議会関係と補助金の関係 
 これら知事と議会の関係は、補助金制度改革をどのように規定するのだろうか。税源移譲
を伴う補助金改革は、税収格差により地方政府によっては国からの移転財源が総額で減少
しうる。しかし、この財源問題を捨象して考えるならば、知事にとって補助金改革は望まし
い。それは、予算編成権を有している知事にとって補助金改革が国の政策関与を縮小させ、
                                                   
194 曽我・待鳥（2007）、建林・曽我・待鳥（2008）。大統領制の分類に関し、さらに辻（2005-
2006）、Mainwaring and Shugart (1997)、Shugart and Haggard (2001)などを参照。 
195 かつての衆議院における中選挙区制は、候補者に政党得票よりも個人得票を重要化させ
た。また、同一政党の候補者との「同士討ち」を避けるために、議員に政策分野による差別
化や選挙区内の地域割りによる得票戦略をとらせ、より狭い部分的な利益提供を志向させ
たという（建林 2004）。この説明からは、同様の選挙制度で公選される地方議員も同じ戦略
をとることが予測される。 
196 この部門間での志向する利益の違いは、議会内政党の規律が緩い場合や、選挙日が異な
れば一層大きくなる（Shugart and Haggard 2001; Samuels and Shugart 2010)。 
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地方政府の自律的な政策形成を可能にするからである。 
では議員にとってはどうであろうか。ここで重要となるのは、補助金の部分利益として
の性格である。補助金は中央省庁別に編成・区分されるものが多く、政策領域的に限定さ
れ、それゆえ使途も厳格である。よってその内容が義務的な経費である国庫負担金にせよ
政策誘導的な国庫補助金にせよ、その便益が地理的もしくはセクター的に限定されてい
る。こうした補助金の性格は、部分利益を追求する議員の目標と合致する。議員側からす
れば、補助金によって実施される政策は都道府県全体、もしくは都道府県民全体にその効
果がもたらされるものばかりではなく、都道府県内の一部の地域、もしくは一部セクター
にその受益がもたらされるものもある。それゆえ補助金は通例国会議員にとっての選挙区
への利益分配であると言われるが、同時に地方議員にとっての選挙区利益の側面があると
考えられる197。よって、知事と異なり議員は国の補助金改革に対して消極的になりうる。
また補助金削減額が税源移譲額に及ばないならば、なおさら議員は補助金改革に賛成しな
くなるであろう。 
以上より財政上の利害を捨象して考えれば、知事はより補助金改革に積極的になり、地方
議員は補助金として得ている部分利益を失う限りにおいて消極的になることが予想される。 
（３）知事の改革推進と知事与党の多寡 
以上では、知事と議会との部門間で追求する利益の対立が発生する可能性と、補助金改革
の関係を述べた。以下では議会における知事の支持勢力の多寡が、知事の補助金改革に対し
て取りうる態度に与える影響について考える。 
議会における知事の支持勢力は、一般に選挙時にその知事に対して公認や推薦・支持を与
えたかどうかによって決定され、知事与党比率として表される。この議会内知事与党の存在
は、知事の議会運営を円滑化させる要因として作用する。よって知事与党比率が増加するほ
ど、知事は自らの政策を容易に実現できる。この点からは、知事は補助金改革を志向した場
合、支持勢力が増加するにつれて改革を進めることが容易になると考えられる。 
一方で、これら議会における支持勢力の知事に対する選挙時の支持や協力に対しては見
返りも求められ、知事は支持勢力の意向を取り入れた政策を実施する必要が出てくる。この
観点からは議会における支持勢力の増加は知事の議会への依存を強めることにもなり、知
                                                   
197 例えば補助金の「箇所付け」の問題や、地方議員が国会議員のもとに「系列化」すると
いった議論（井上 1993）などは、国会議員が分配に影響力を有するとされている補助金が、
同時に地方議員にとっても重要な政治的資源であることを示しているだろう。 
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事の支持勢力への譲歩の必要もより強くなると考えられる198。 
先述の通り、補助金改革に対して議会が消極的であることが予測される。よって議会にお
ける知事の支持勢力の増加は、知事の補助金改革への賛同の可能性を低下させるとも考え
られる。つまり知事にとって補助金改革の政策実現の可能性と支持勢力への配慮の間には
ジレンマが存在しているのである。 
このことから、議会における知事の支持勢力の増加はある程度までは知事の改革支持の
可能性を高めると考えられるが、一定程度以上の支持勢力を抱える知事は議会の支持勢力
増加に従って改革を支持する可能性が低下する逆Ｕ字の関係が予測される199。 
 
仮説 1：議会支持勢力の増加に伴い、知事は補助金改革への賛成・転向の可能性が増加
する。ただし、一定以上の場合には、知事は議会支持勢力の増加に伴い、補助金改革へ
の賛成・転向する可能性が低下する。 
 
７.２.２. 知事個人の要因 
（１）得票構造 
知事は 4 年ごとに選挙で選出される。よって選挙における得票構造は知事の行動に影響
を与える。前回選挙においてより広範な支持を得た知事、つまり、利益団体の支持のみなら
ず広く一般有権者の支持を受けている知事はより公共的な目標を追及でき、改革に積極的
になるだろう。反対に一部の有権者の支持のみで当選を果たした知事は、公共的な利益より
も補助金を含め部分利益の追求を志向すると考えられる。よって前回選挙でより広範な有
権者の支持を集めた知事は、補助金改革に賛成する可能性が高まると考えられる。一方で、
前回選挙において広範な有権者の支持を得ずして当選した知事は、補助金改革には反対す
る可能性が高まると考えられる。 
 
仮説 2-1：広範な有権者の支持を得た知事は、補助金改革に賛成・転向する可能性が高く
                                                   
198 この例として、大統領の政策転換を扱う研究がある（Samuels and Shugart 2010：ch.8）。
この研究では、政策転換が行われた割合は議員内閣制よりも大統領制で多いことが示され
ている。また大統領制では、大統領の所属政党が議会において多数を占める場合よりも、少
数である場合に政策転換が多く行われたとしている。 
199 砂原庸介も知事と議会の部門間対立に注目し、ダム事業廃止に関わる都道府県の政策選
択を分析している（砂原 2011：特に 118-121）。 
131 
 
なる。 
 
（２）任期 
政治家は再選を重ねることで政治的な実績をより多く残し、また有権者への認知も広ま
り、さらなる再選の可能性を高めることができる。よって、再選し任期を重ねるにつれて知
事は政治的な基盤を固めることができ、補助金改革への賛同の可能性が高まると考えられ
る。また再選回数が少ない知事は、次の選挙での再選を志向して政治的リスクを冒すことに
慎重となることが予想される200。 
 
仮説 2-2：任期を重ねるごとに、知事は改革への賛成・転向の可能性が高くなる。 
 
７.２.３. 補助仮説 
 これまで本章の主張する仮説を述べてきたが、先行研究を踏まえて以下の補助仮説を設定
する。 
（１）社会経済変数 
先行研究で整理した通り、知事が都道府県の個別の利益に基づいて行動した場合、その行
動は社会経済変数などに基づく財政力を反映すると考えられる。 
 
補助仮説 3-1：財政力の強い都道府県の知事は、補助金改革に賛成・転向しやすく、財政
力の弱い都道府県の知事ほど反対する。 
 
（２）知事の経歴と属性 
先行研究で重要視されていたアイデア仮説は、知事のその経歴や属性によって表すこと
が可能である。他の研究でも政治家の経歴が知事の政策選好や政策に影響を与えることが
指摘されている201。国会議員にとって、補助金分配を通じた選挙区への利益誘導が再選可能
                                                   
200 これに対して再選回数の少ない知事ほど、「改革」を志向することでより広範な有権者
の支持を獲得しようとすることも考えられる。しかし、政治家の目標が一般的に再選、昇進、
政策実現であるとされるが（Fenno 1973；建林 2004 など）、政策の実現は当選しなければ
そもそも不可能である。よってここでは知事の任期と改革志向に正の関係を想定している。 
201 例えば砂原庸介は、党派性に加え、自治省出身、それ以外の中央省庁出身、マスメディ
ア・文化人などの知事の経歴が都道府県の歳出に有意な効果があることを示す（砂原 2011）。
また、公共選択論の立場から、官僚の出身の市長の中で、特に公共事業に関する部局の出身
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性を上昇させる手段として有効であったことはすでに述べた。よって国会議員出身の知事
は補助金改革に消極的になると考えられる。また都道府県の職員として勤務経験のある知
事は、地方政府の財政環境により敏感であるとも考えられる。この結果、補助金改革のもた
らす帰結に関して必ずしも肯定的な予測を持ちうるとは限らず、改革に消極的になりうる
202。自治（総務）官僚は、旧来より補助金の廃止・削減と、地方政府への税源移譲を志向し
ているとされる203。よって、自治（総務）省出身の知事は補助金の削減を支持すると考えら
れる。また、知事会以外の組織を通して他の知事たちと意見交換を行い、政策調整を行う「改
革派」の知事たちは改革に積極的になるだろう。 
 
補助仮説 3-2：知事の行動はその経歴や属性によって規定される。国会議員経験と都道府
県職員出身属性は、知事が改革に反対する可能性を高める。しかし、自治省出身知事と「改
革派」の知事は、改革への賛成・転向の可能性が高まる。 
 
７.３. 実証分析 
 
実証分析では、すでに述べたように各都道府県の知事を分析単位とする。以下では分析に
用いる従属変数と独立変数を具体的な指標として特定し、分析結果の検討に移る。 
 
７.３.１. 従属変数 
従属変数として設定するのは 2004 年 8 月 17、18 日の全国知事会議で行われた、国庫補
助負担金改革案議決での各知事の投票行動である204。表 7-2 で示したものがその内容であ
                                                   
者の影響について指摘したものとして、漆戸（2006）を参照。 
202 地方政府には、企画調整・総務系部局と事業部系部局とが存在する。前者の出身経歴を
背景とした知事は、政策自律性の獲得を重視するかもしれないが、同時に行政サービスの提
供に必要な財源の総額確保にも強い関心を有するとも考えられる。後者は中央の政策実施
官庁との結びつきが強い。こうした中央地方のテクノクラートのコミュニティーは、いわゆ
る第一次分権改革でも、第五次勧告作成段階で、公共事業の地方移管などが検討された際の
障害になっている（本論文第 6 章：96-98；西尾 2007：54-56）。よって事業部系部局の出身
経歴を強みとした知事も補助金改革に反対するかもしれない。 
203 官僚調査でも自治（総務）官僚が、他省庁の官僚よりも、地方自主財源の拡大に積極的
な考えを有していることが明らかになっている（北村 2006）。 
204 知事の中には、知事会議に副知事等に代理出席させたものもいる。しかし、代理出席者
が知事の政治的態度と異なる行動を取るとは考えにくく、代理出席であっても知事の行動
として分析する。 
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る。この投票行動で、反対票を投じた知事には 0、付帯意見付きの賛成票を投じた知事には
1、賛成票を投じた知事には 2 を割り当てる。このように改革案への賛成と反対、また賛成
者の中で付帯意見を付したのかどうかを区分し、0、1、2 と改革案に対する賛意を表す順序
変数として分析に用いる。 
分析は対象を二つに分け、「全知事の投票行動」と「知事の賛成への転向」とを比較する。
後者の分析は、改革案の議決にあたり、それまで改革案に反対、もしくは立場の表明を留保
していた知事が、賛成へと立場を変更したか否かを分析するものである。具体的には第 1 節
で示した日本経済新聞社のアンケート調査において、義務教育費を含む補助金削減案の作
成に賛成の立場を表明していなかった知事が 8 月の知事会議の議決において賛成に転じた
か否かに従い指標化する（表 7-1 と表 7-2 を参照されたい）。全知事の投票行動の分析との
実質的な違いは、6 月のアンケートにおいてすでに賛成の立場を表明している知事を分析か
ら除く点である205。また 6 月末から 8 月の知事会までに知事が交代した場合も欠損値とし
て分析から除く206。この作業により、当初、反対もしくは態度を留保していた知事が議決に
際しその立場を変更したか否かを表す順序変数とすることができる。 
 
７.３.２. 独立変数 
独立変数は先に示した仮説に従い、以下の変数を用いる207。仮説 1 を検証するために、
知事与党比率とその二乗値を用いる。仮説 2—1 の「有権者の広範な支持」の有無に関して
は、知事の前回選挙での得票率を用いる。一部の支持組織だけでなく、一般有権者の支持を
獲得できれば得票率は高くなり、有権者の一部にしか支持が及んでいない場合には得票率
は低くなる208。仮説 2-2 の「任期」に関しては、8 月 18 日次点での任期（当選回数）を指
                                                   
205 分析で除いているのは、アンケートにおいて義務教育費国庫負担金を「05～06 年度の
補助金廃止縮減候補に入れるべきだ」と回答した 7 人の知事である。この知事らは、議決に
際し全員が付帯意見を付さない賛成票を投じている。よって、この 7 知事はアンケートの
時点で、すでに義務教育費を盛り込んだ補助金改革案に賛成であったと考えられる。 
206 須賀龍郎鹿児島県知事が通算 5 期の任期満了で引退し、7 月の選挙の結果、伊藤祐一郎
新知事に交代した点を反映している。 
207 独立変数の設定に関して、砂原庸介大阪大学准教授が編集作成され、WEB 上に公開さ
れているデータ（http://www.geocities.jp/yosuke_sunahara/data/data.html）を基に内容を
一部修正し使用した。修正内容は 2004 年 8 月の知事会開催時の状況に合わせている点であ
る。データの使用を快諾してくださった砂原先生に感謝申し上げる。 
208 得票率の他に、次点候補者の得票数に対する知事の得票数の割合である、対次点得票比
率を指標として用いることも考えられる。しかし、対次点得票率は選挙の接戦度を表す指標
としては適切だが、当選した知事の支持が広範に及んでいるか否かを測定するには、得票率
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標として用いる。 
補助仮説に関して、指標として以下のものを用いる。第一に、都道府県の財政力を表すも
のとして 2004 年の各都道府県の財政力指数を用いる。第二に、知事の経歴として国会議員
出身、自治省出身、都道府県職員出身をそれぞれ表すダミー変数を分析に用いる。第三に、
先行研究で示された「改革派」知事の変数を設定する。しかし、「改革派」知事の定義はこ
れまで明確なものがない209。そこで本章は、補助金改革を含む地方分権を政策提言として強
く行っていた知事会以外の組織への知事の参加をその指標とする。具体的には、「21 世紀臨
調」と「地方分権研究会」という知事会外の組織に所属した経験を持つか否かを指標として
変数を作成した210。両組織に所属経験を有する知事に 2、いずれか一方の組織に所属した知
事に 1、両組織に所属していない知事に 0 を与えた。なお、仮説と使用する指標、予測され
る独立変数の効果とデータ出典を載せた一覧を表 7-3 に、独立変数の記述統計を表 7-4 に、
知事の出身属性と知事会外組織加入の一覧を表 7-5 に示す。 
 
 
 
 
 
 
                                                   
を用いる方が望ましいと判断した。 
209 一般的に「改革派」知事とは、梶原拓岐阜県知事、増田寛也岩手県知事、浅野史郎宮城
県知事、北川正恭三重県知事、橋本大二郎高知県知事ら 5 人を中心に、他の知事も含む一群
を指す場合が多い（北村 2007：376）。ただし、北川知事は 2003 年に 2 期満了で退任して
いる。 
210 「21 世紀臨調」と「地方分権研究会」の 2 つを挙げた理由は以下である。21 世紀臨調
は、知事の他に研究者や財界関係者、知事以外の地方政治家など多くが参加した政策組織で
ある。21 世紀臨調は 2004 年の知事会の改革案の作成に先立ち、2003 年 9 月に独自の補助
金削減案を作成し公表している。また地方分権研究会は、「改革派」と呼ばれていた知事た
ちによって、地方分権の実現と知事間での意見交換を目的として 2002 年に設立され、「改
革派知事連合」と話題を呼んだ（塩田 2007：259-263）。よって種々ある知事間組織の中で、
特にこれら２つの組織へ所属する知事間では、補助金改革に関する賛成への政策調整が生
まれうる。この２組織への知事の所属に関するデータは、「21 世紀臨調」ホームページ内に
ある、ライブラリ文書（http://www.secj.jp/s_library/seiji_chronology_5.htm）、「地方分権
研究会」ホームページ（http://www.f.waseda.jp/y.takahashi/member/index.html）に存在
する文書と新聞報道から筆者が作成した。所属は 2004 年 8 月現在での参加が確認できたも
ので、それ以降に参加した知事は、不参加としている。 
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表 7-3：仮説と使用するデータ、予測の一覧 
 
 
 
表 7-4：記述統計 
 
 
 
 
 
 
 
仮説 計測対象 コーディング・ルール 予測 データ出典
知事与党比率（2004年8月の知事
会議当時）
＋ 砂原庸介氏作成WEB公開データ（一部修正）
知事与党比率2乗（2004年8月の知
事会議当時）
－ 同上
2－1 選挙での得票の広範さ 前回選挙での得票率 ＋ 同上
2－2 任期
知事の任期（当選回数）
（2004年8月の知事会議当時）
＋ 同上
3－1 地方政府の財政力
2004年度の各都道府県の財政力
指数
＋ 総務省『統計でみる都道府県のすがた2007』より
国会議員経験
国会議員の経験を持つ知事に1、な
いものに0
－ 各都道府県HP、新聞報道より
都道府県職員出身
都道府県職員としての経験（中央官
庁出身者の出向は除く）を有する知
事に1、ないものに0
－ 砂原庸介氏作成WEB公開データ
自治省出身
自治（総務）省出身知事に1、ないも
のに0
＋ 同上
アイデア（改革派）
2004年8月時点で、「21世紀臨調」
「地方分権研究会」の両方に参加経
験を有する知事に2、どちらかに参
加経験のある知事に1、いずれも参
加経験のない知事に0
＋
「21世紀臨調」、「地方分権研究会」のWEBページ、
及び新聞報道より筆者作成
3－2
1 知事与党比率の多寡
変数名 観察数 平均値 標準偏差 最小値 最大値
投票行動（3段階） 47 1.574 0.744 0 2
行動の変化（3段階） 39 1.436 0.821 0 2
知事与党比率 47 0.459 0.312 0 0.878
知事与党比率2乗 47 0.306 0.246 0 0.770
得票率 47 0.635 0.175 0.291 1
任期 47 2.213 1.232 1 6
財政力指数 47 0.411 0.181 0.203 1.060
国会議員経験（ダミー） 47 0.149 0.360 0 1
自治省出身（ダミー） 47 0.298 0.462 0 1
知事会外組織所属（3段階） 47 0.596 0.798 0 2
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表 7-5：知事の経歴と出身属性、知事会外組織加入の一覧 
 
 
 
 
７.３.３. 推定結果 
分析は順序ロジット分析を用いた211。推定結果は表 7-6 である。まず、知事全体を分析し
た「知事会議の議決における全知事の行動分析」を見てほしい。独立変数の中では、知事与
党比率が正に、知事与党比率二乗値が負に、ともに統計的に有意な結果を得ている。仮説で
示した通り、知事与党比率と議決における賛成との間に逆 U 字型となる関係が見て取れる
212。任期や財政力、補助仮説の変数群（財政力指数、国会議員経験、自治省出身ダミー、都
道府県職員経験、知事会外組織加入）に関しても仮説通りの係数の方向が確認できるが、統
                                                   
211 統計ソフトは Stata11.1 を用いた。分析には従属変数が連続変数ではなく順序変数であ
るため、最尤法を用いた推定である順序ロジットモデルを採用している。しかし、本章の分
析のようにサンプル数が限定される場合には、最尤法を用いた推定に不安定性が指摘され
うる。そこで合わせて最小二乗法による推定も行ったが、順序ロジットモデルと大きく差の
ない結果を得た。よって分析結果は、特定の統計手法に依存して得られたものではない。 
212 全知事の行動分析の推定結果の描く二次曲線の頂点の位置は約 36 パーセントである。 
都道府県 知事
国会議
員出身
自治省
出身
都道府
県職員
出身
21世紀
臨調
分権研
究会
都道府県 知事
国会議
員出身
自治省
出身
都道府
県職員
出身
21世紀
臨調
分権研
究会
北海道 高橋はるみ 滋賀県 国松善次 ○ ○
青森県 三村申吾 ○ 京都府 山田啓二 ○ ○
岩手県 増田寛也 ○ ○ 大阪府 太田房枝
宮城県 浅野史郎 ○ ○ 兵庫県 井戸敏三 ○
秋田県 寺田典城 奈良県 柿本善也 ○
山形県 高橋和雄 ○ 和歌山県 木村良樹 ○ ○ ○
福島県 佐藤栄佐久 ○ 鳥取県 片山善博 ○ ○
茨城県 橋本昌 ○ 島根県 澄田信義
栃木県 福田富一 岡山県 石井正弘 ○
群馬県 小寺弘之 ○ 広島県 藤田雄山 ○
埼玉県 上田清司 ○ 山口県 二井関成 ○
千葉県 堂本暁子 ○ ○ 徳島県 飯泉嘉門 ○
東京都 石原慎太郎 ○ 香川県 真鍋武紀
神奈川県 松沢成文 ○ ○ ○ 愛媛県 加戸守行
新潟県 泉田裕彦 ○ 高知県 橋本大二郎 ○
富山県 石井隆一 ○ 福岡県 麻生渡 ○ ○
石川県 谷本正憲 ○ 佐賀県 古川康 ○ ○
福井県 西川一誠 ○ 長崎県 金子原二郎 ○
山梨県 山本栄彦 熊本県 潮谷義子 ○
長野県 田中康夫 大分県 広瀬勝貞
岐阜県 梶原拓 ○ 宮崎県 安藤忠恕 ○
静岡県 石川嘉延 ○ ○ 鹿児島県 伊藤祐一郎 ○
愛知県 神田真秋 沖縄県 稲嶺恵一
三重県 野呂昭彦 ○
注）知事は2004年8月の全国知事会当時。知事会外組織加入も同時点までの参加が確認できたもの。
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計的に有意なものではなかった。しかし、得票率に関しては、統計的に有意な数字ではない
が、係数が仮説とは逆に負を示している。 
次に「知事会議議決における知事の行動変化の分析」を見てほしい。この分析は全知事の
分析と比較して以下のことがわかる。まず全知事の分析同様に、知事与党比率と知事与党比
率二乗値に統計的に有意な効果が確認できる213。さらに任期、都道府県職員経験ダミー変数
が統計的に有意である。さらに、知事会外組織加入の変数が正に有意な効果を与えている点
が指摘できる。また統計的に有意な結果が得られた独立変数は、係数の大きさの比較から全
知事の投票行動よりも 39 知事の転向の分析においてより強い効果をもつことが確認でき
る。 
 
表 7-6：推定結果 
 
 
 
                                                   
213 39知事の行動変化の分析の推定結果が描く二次曲線の頂点の位置は約 38パーセントで
ある。 
（全知事の投票行動分析） 　（知事の行動変化の分析）
（独立変数） 係数 z値 P>z 係数 z値 P>z
知事与党比率 9.1056 1.69 0.091 * 17.0572 2.43 0.015 **
知事与党比率2乗 -12.7023 -1.74 0.082 * -22.3378 -2.32 0.020 **
得票率 -1.8672 -0.69 0.492 -1.0715 -0.38 0.706
任期 0.8235 1.57 0.117 1.3844 1.95 0.051 **
財政力指数 0.9806 0.50 0.620 2.4085 0.98 0.328
国会議員経験（ダミー） -1.0419 -1.07 0.283 -1.8277 -1.64 0.100
都道府県職員出身（ダミー） -0.9901 -0.81 0.416 -4.3974 -2.42 0.015 **
自治省出身（ダミー） 0.7694 0.75 0.455 -0.6418 -0.49 0.627
知事会外組織所属（3段階） 0.9884 1.42 0.156 1.8327 1.83 0.067 *
/cut1
/cut2
N
尤度カイ2乗値
Prob > chi2
Pseudo R2
　*はp<0.1、**はｐ<0.05
3.2482
47
12.35
-0.5481
0.4153
2.0289
0.1944
0.1683
39
20.82
0.0135
0.2972
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７.３.４. 推定結果の解釈 
先の統計分析から、知事の行動は議会における支持勢力の影響を受けていることが明確
になった。知事与党比率の増加は一定の値までは削減案への賛成と転化の可能性を高める
ものの、それ以降は知事与党比率の増加と共に賛成への可能性は減少していく。つまり、議
会における支持勢力が少ない場合には、知事は個別利益志向の議会を意識し、補助金削減案
に賛成しにくくなる。また議会に支持勢力が多すぎる場合にも、知事は議会の影響力の大き
さを考えて補助金削減案に賛成しにくくなる。ここに知事と議会の部門間対立が見て取れ
る。 
さらに、知事の賛成へ転じた要因の分析結果には、加えて四点が指摘できる。第一に、補
助金改革への賛成と知事の任期の増加が正に有意な関係にある点である。つまり任期を増
すにつれて、知事は賛成に流れる可能性が高くなるのである。仮説で示した通り、知事は任
期を重ねることでより政治的基盤を強固にすることができ、改革に取り組むことが可能に
なると言える。 
第二に、都道府県職員の経験者が補助金改革に消極的であることが確認された。このこと
は補助金改革案の内容に、あまり裁量の増加を見込めない義務教育費国庫補助負担金が入
っていることが影響していることも要因として考えられる。  
第三に、財政力が知事の行動を規定することは確認できなかった。各都道府県の財政力は
知事たちの行動選択における重要な要因であると一般的に考えられているが、その効果を
見出すことはできなかった。 
最後に、「改革派」と呼ばれる知事たちのネットワークの存在が、知事の賛成への転向を
促進したことが確認できた。ただし、全知事の分析では統計上の有意性を確認できなかった。
この点は、改革派のネットワークが知事たちに改革賛成に向かわせた効果は、全知事に影響
を与えたのではなく、賛否を明確化することに窮した知事に影響を与えたことが理解でき
る。つまり行動を決定する場合の指針となったといえる。 
 
７.４. 本章のまとめ 
 
本章は、知事会の補助金改革案に関する知事の行動の違いと変化を分析した。知事たちの
行動とその変化を決定したものは、知事と議会との関係である。一般的な利益を志向する知
事は、個別的な利益を志向している議会を意識した行動をとる。特に知事の機会内での支持
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勢力が少ない場合と多すぎる場合には、知事の議会の影響力が大きくなり、知事の行動も議
会に配慮した行動をとることが示された。つまり、地方議員は補助金改革による移転財源が
減少することに不満を持っており、議会の影響を強く意識する知事は補助金改革に消極的
となっていることが本章の分析から示された。つまり、一般利益を志向する知事と個別利益
を志向する議会の部門間対立構造が三位一体改革における各知事の行動選択にも当てはま
ることが示されたのである。 
また任期や経歴、改革派ネットワークの存在が知事の改革への転向に影響を与えていた
点も示されている。ここからは、自分たちの政治的な環境に対応し補助金改革への態度を決
定した知事たちの姿が明らかにされている。さらに、各都道府県の財政的な環境が知事の行
動に影響を与えていない点が示された。この点は知事の改革への賛同、もしくは賛同への転
向という行動選択が、潜在的な都道府県間の財政的な対立構造に基づいたものではないこ
とを示している。この点は、小泉首相の税源移譲実施の言明によって、補助金改革が行われ
た際に一定程度の財源が確保されると知事たちが認識していたという、第６章で示した内
容に合致している。つまり知事たちにとって、財源確保の問題自体は補助金改革に対する賛
否の行動を決める上で大きな障害とはなっていなかったことが、本章での分析でも示され
ている。 
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第８章 結論と含意 
 
 本章では、論文全体の要約を行った後で、第 1 章で提示した問いに対する解答を提示す
る。続いて、本論文の知見と議論が比較政治学や日本政治に対して与える含意について示す。
最後に本論文に残された課題を提示する。 
 
８.１. 内容の要約 
 
８.１.１. 各章の議論の内容 
第 1 章では、本論文の設定する問いを提示した。国会における中央政府と地方政府の財
源と権限の配分はどのような要因によって成立し、また変化するのかという一般的な問い
を提示して、日本での起きている地方分権改革を事例として取り上げることでこの問題に
答えることとした。日本では 1990 年代半ば以降地方分権改革が実施されている。しかし、
1950 年代に制度が成立して以降 1990 年代に入るまで、行政面でも財政面でも中央地方関
係には大きな変化がなかった。このことから、日本の地方行財政制度の安定と変化をもたら
した要因を解明することを本論文の第一の目的として設定した。 
さらに第一の目的に加えて、日本の地方分権改革と地方財政に関して、以下三点に検討を
加えた。第一に、1990 年代半ば以降の一連の地方分権改革を整合的に説明することである。
第一次分権改革、三位一体改革、第二次分権改革と断続的に続けられた改革は、すべて行政
面での改革とともに財政面での改革を目指していた。しかし、財政面での改革は三位一体改
革でしか実現していない。第二に、地方行財政制度の維持と変化にとって、地方政治家が果
たす役割が何かを明らかにすることである。三位一体改革において、全国知事会を中心とし
て地方政治家が政策過程に参入したことで、制度改革における地方政治家の重要性は認識
された。この地方政治家の存在と行動が、地方行財政制度の存立にとっていかなる役割を果
たしていたのかを明らかにすることを課題とした。第三に、地方行財政に関わる政策がどの
ような要因によって規定されてきたのかを明らかにすることであった。これまでの研究で
は官僚による政策運営が強調されてきた。その議論が正しかったのかを再検証することと
した。 
第２章では、中央地方関係の変化や地方分権改革に関わる先行研究を取り上げ、その後に
依拠する理論枠組みを提示した。地方分権をもたらす要因としては、マクロ要因が指摘され
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るが、具体的なアクターの行動を説明することが困難である点に問題があることを示し、よ
り具体的な改革アクターに注目する必要を明らかにした。そして、具体的な改革アクターに
注目した研究の中で、官僚や地方自治を推進するエントレプレナーの行動に注目している
諸研究を批判的に検討し、最終的な決定権限を有している国会議員に注目する必要を示し
た。続く理論枠組みの提示では、地方財政制度を国会議員と地方政治家の戦略的行動によっ
て成立する「均衡としての制度」として位置づけた。この均衡としての制度を成立させるた
めには、中央政府から地方政府に対して行われる財源の確実性が重要となる。そして地方財
政制度を国会議員と地方政治家によって成立する契約関係に位置づけ、契約におけるコミ
ットメント問題の解決のされ方が地方財政制度の変化と安定を決定することを示した。地
方政府は政策実施主体としてリソースを有しており、中央政府の一方的な地方財政の集権
化および分権化に対して抵抗することが可能である。このため国会議員は一方的な制度変
更を行うことができず、財政面の改革には地方政治家の同意が必要になることも示した。他
方、制度変化を志向する国会議員の行動は選挙制度と政党組織に規定される。このことは選
挙制度や政党組織の変化によって、地方行財政制度に対する国会議員の政策選好と行動が
変化することを意味しており、以下の仮説を提示した。中選挙区制度下では国会議員が選挙
区への利益分配を志向しており、地方政治家は国会議員の集票にも貢献していたと考えら
れる。ゆえに地方財政制度は安定化する。地方交付税と補助金という財政移転制度がこの国
会議員の分配を媒介する。このことによって国会議員のコミットメントが確実であると地
方政治家が認識することになる。よって地方財政制度の安定がもたらされる。しかし、選挙
制度改革が行わると、国会議員は小選挙区制の下で選挙区への分配志向は小さくなり地方
政治家への集票依存も小さくなる。従って、国会議員は地方分権を志向するようになる。ま
た財政的分権化にはコミットメント問題が存在しており、地方政治家が同意しない限り行
政的な分権化は進んでも財政的分権化が進展しない。以上の仮説を提示した。 
第３章では、第２章で示した仮説を検証する上で、戦後日本の地方財政制度を概観し、地
方財政制度が国会議員にとって重要であったことを示した。その上で、地方財政制度が中選
挙区制度下の国会議員と地方政治家の双方にとって利益をもたらす制度であった点を示し
た。つまり中選挙区制下において、国会議員は地方財政制度を通じて利益を分配していた。
この利益分配を仲介する上で地方財政制度の中で細かな制度改正が行われた。この結果、中
選挙区制度下での中央地方間の財政上のコミットメント問題は解決しており、地方分権改
革、とくに財政面での地方分権化を志向するようなインセンティブを国会議員はもとより
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地方政治家も持たなかったことが明らかになった。 
第４章では、地方財政計画の策定過程を計量分析によって分析した。地方財政計画は中央
政府からから地方政府への財政移転の大枠を規定するものであり、通説的には自治官僚に
よってミクロレベルでは客観的な配分がされていると考えられている。しかし本章の分析
によって、地方財政計画の策定が選挙の存在や内閣支持率の影響を受けていることが明ら
かにされた。また、選挙制度改革の影響が地方財政計画の策定にも及んでいることを示した。
このことはマクロなレベルにおいて地方財政制度の運営が政権党の影響下におかれていた
ことを物語るものである。 
第５章では、国会議員の地方行財政に関して有している政策選好について分析した。国会
内での発言状況と、総選挙での公約における地方分権の言及状況に注目し、中選挙区制期と
選挙制度改革後とを比較検討した。その結果、国会議員は 1990 年代まで地方分権を重要な
政策課題だとは認識していなかったものの、1990 年代に入り特に選挙制度改革後に地方分
権を提唱し始めたことが明らかになった。この結果、選挙制度改革を期に国会議員が地方分
権の提唱が増加していること、また地方財政に対する積極的な姿勢を弱めていることが示
された。このことは、国から地方への財政移転の確実性を揺るがすことにつながる。 
第６章では、地方分権改革における財政的分権化の成功要因を検討することで 1990 年代
後半以降の地方分権改革を整合的に説明することを試みた。第一次分権改革、三位一体改革、
第二次分権改革という三回の改革のいずれにおいても行政面、財政面での地方分権化が目
指されながら、三位一体改革においてのみ財政的な分権化が進んでいる。この差異を生んだ
要因は、改革後の財源移転が確実に行われることが示されたことで地方政治家の改革に対
する賛同を得ることができた点であることを示した。つまり、中央政府の与えるコミットメ
ントが確実であると地方政治家が認識したことによって、財政的な分権改革における可能
となった。三位一体改革がこの状況に該当している。 
第７章では、第６章で分析した三位一体改革について、特に地方政治家が財政面での分権
化に賛同する行動をとった点に注目し、全国知事会の補助金削減案の削減過程についての
計量分析を行った。知事たちは当初地方分権化改革に賛成していなかったが、多くの知事が
行動を変更することになった。この要因を計量分析で明らかにした。分析結果からは、各知
事の決定がそれぞれの議会との関係に規定されているほか、任期や経歴といた知事の個人
的な属性も影響を与えている点が示された。また他の知事との政策組織への加入経験を有
していたか否かという点も行動に影響を与えている点が示された。 
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  以上が、論文全体の要約である。 
 
８.１.２. 問いに対する答え 
 本節では、先説の要約を踏まえて、第 1 章で設定した問いに対する本論文の回答を述べ
る。 
 
（１）戦後の中央地方関係をめぐる制度の安定的発展はいかにして可能になったのか、ま
たなぜ変化を始めたのか。 
1950 年代の制度形成期以降、地方行財政制度は中選挙区制度下における国会議員の再選
戦略と地方政治家の利益獲得戦略との合致の上で成立してきたといえる。国会議員は地方
行財政制度を維持・発展させることで、地方政治家を選挙時における集票組織として利用す
ることが可能になった。他方、地方政治家にとっても国会議員が財政移転を保証する限りに
おいて、地方財政制度を維持することが合理的な戦略となっていたのである。官僚もこの国
会議員と地方政治家の連携関係を媒介する役割を果たしてきた。地方財政制度は国会議員
の意向によって運営されており、補助金を裏打ちする交付税制度の変更や地方財政計画に
おける歳入総額の確保といった行動は、国会議員が地方への財政移転を保証していること
を地方政治家にシグナルとして伝える役割を果たしてきたのである。1990 年代までの地方
行財政制度の安定化は国会議員、地方政治家、官僚の三者リンケージによって成立していた
といえる。 
国会議員の行動は選挙制度とそれに影響をうける政党組織に依存している。中選挙区制
度下で、再選のために個別利益の提供を積極的に行い地方行財政制度の維持を志向してい
た国会議員の行動は、選挙制度改革によって変化することになる。国会議員は、中選挙区制
度下では地方政治家に集票を依存していたが、小選挙区制度の下ではその依存の程度が低
下した。また小選挙区制度下では政党間の一般利益を志向した改革競争が進み、政党組織と
執政制度の集権化に伴い個別利益の分配を抑制されることになった。このことで、より効率
的な制度をめざして、国会議員は地方分権改革を目指すことになったのである。つまり、地
方行財政制度は、選挙制度を基盤として安定化し、また選挙制度の変化に伴い変化が生まれ
ているといえる。 
 
（２）1990 年代以降の地方分権諸改革の帰結の違いはどのように整合的に説明されるのか  
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1990 年代以降の地方分権改革は、行政面での分権化を行いながらも財政面での改革には
必ずしも成功していない。財政面での改革が可能になる条件は、改革に対する地方政治家の
支持を調達できるかどうかに依存する。地方政治家は行政面での分権化には積極的になる
が、改革後の財源確保が確かでない場合には財政面での分権化には消極的になる。よって地
方政治家は改革における国会議員の財源確保が確実視される場合、つまり国会議員のコミ
ットメントが達成されるとの認識を地方政治家が有したときにのみ財政改革を支持するこ
とになる。この地方政治家の支持が調達された場合に、地方財政制度は変更される。このこ
とは、三位一体改革でのみ財政的な分権化が成功し、第一次および第二次分権改革が財政的
な分権化に失敗したことを説明する。国会議員は地方政治家の意向を無視して、改革を行う
ことはできる。しかし、中央政府の政策の実施主体である地方政府の意向を考慮しない場合
には、中央政府の政策自体に支障を来す可能性があり、地方政治家の意向に依存した行動を
とる。つまり、地方政治家の存在と行動が改革の帰結を決定するのである。 
 
（３）中央地方関係に対して地方政治家の行動の与える影響 
地方政治家の行動は、地方財政制度の安定化の局面においても変化の局面においても影
響を与えている。地方行財政制度の安定化の局面は、地方政治家と国会議員の戦略的相互関
係によってもたらされている。この意味で、地方政治家の行動は地方行財政制度の安定化に
寄与していたといえる。他方変化の局面においては、地方政治家の行動は分権化を促すだけ
でなく、場合によっては抑制する効果を持つ。分権改革の内容のうち、財政的な分権化は必
ずしも地方政治家に利益をもたらすとは限らない。地方政治家は財源の伴わない補助金改
革や権限移譲には消極的となる。地方政治家が改革を拒んだ場合には、財政的な分権化を実
施することは難しい。よって、地方政治家は地方分権改革の帰結を左右する存在である。 
 
（４）地方行財政運営の規定要因 
本論文の知見からは、これまで地方交付税の各自治体への配分の分析で指摘されてきた
ほどに、自治官僚の地方財政制度の運営におけるイニシアティヴは強いものではないこと
が指摘できる。地方交付税制度の変更や、地方財政計画の策定は、いずれも政権党の利害に
沿った形で行われてきたことが示されている。この意味で、自治官僚の行動は、基本的に国
会議員の代理人で委任の範囲内において行われてきたと判断して良いと考えられる。 
以上四点が、本論文の知見から導かれる問題設定に対する解答である。 
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８.２. 比較政治に対する含意 
 
本項では、比較政治の理論に対して与える含意と示唆について述べる。本論文が取り上げ
た日本における地方行財政制度の分析は、従属変数として中央地方関係を、独立変数として
中央政府と地方政府の政治家の行動を位置付けており、以下二点を導くことができる。 
第一に、中央地方関係の規定要因としての政治制度の重要性である。中央地方関係を従属
変数に位置づける研究は、本論文が依拠したディアス＝カエロスの集権化の議論を除き、一
般に連邦制と単一国家の国家体制の初期選択、もしくは連邦制国家の体制転換といった問
題として取り上げられる場合が多い。中央地方関係の変化を従属変数にとった研究は少な
い。 
本論文の分析は、選挙制度を基礎として政党組織が形成されることによって、国会議員の
政策選好が決定され、中央地方関係が決定づけられることを示している。比較政治上の研究
では、中央地方関係は国会議員や地方議員の行動のルールとして機能し、政党組織や政党制
が規定されることを示す研究はある。しかし、本論文の分析からはそれらの研究とは逆に政
党組織が中央地方関係を規定することが示されている。また日本の場合、国会議員にとって
地方財政制度は、ゲームのルールとしてではなくむしろ再選などの政治的目標を実現する
ための手段として認識されている。つまり、本論文の知見は、選挙制度や政党組織といった
政治制度が地方行財政制度を形成することを示しており、南米の地方分権改革研究とも共
通する。よって選挙制度によって規定される政策や制度の範疇を広げる議論に本論文の議
論は貢献できると考える。 
 第二に、融合的な中央地方関係における地方政府の有する中央政府に対する政策影響力
である。本論文からは、地方政府は融合的な中央地方関係において中央政府の政策実施を担
うことで、制度改革における地方政府の中央政府に対する影響力行使が可能になり、一方的
な中央政府による改革の押しつけが困難となることが示されている。政策実施の体制が中
央地方間の政治家の駆け引きの材料となりうる点を本論文は示している。 
 
８.３. 日本政治に対する含意 
 
次に本論文の分析から日本政治に対して与える含意と示唆について三点を述べる。第一
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に、中央地方関係を分析する上での政治変数の重要性である。第二に、分権改革における地
方政治家の存在である。第三に、今後の地方分権改革に対する示唆である。 
第一に、政治変数の重要性である。本論文では地方分権を推進する改革アクターとして国
会議員を提示し議論を展開してきた。地方行財政は専門性が高く国会議員は興味を持たな
いというのが、日本の行政学における通説的な理解であった。しかし本論文の分析からは、
地方財政計画の策定という主として官僚が行う政策形成過程においても政権党の意向が反
映されていることが確認されている。本論文の分析の中では直接に政治家が政策過程に介
入した事実は確認されてはいないが、自治官僚が政権党を意識した行動をとったことが示
されている。これまでの地方財政研究は、自治官僚に焦点を当てながらもその行動原理を提
示することなく議論を展開してきた。しかし本論文の知見からは、自治官僚の行動は政官関
係を通じてより明確にその行動が理解されることが示されたといえる。政官関係に基づい
た政策分析は、日本政治に全般で見れば新味性のある議論ではないが、これまで地方行財政
の議論に適用されることが少なく「行政」研究偏重であった点からすると、本論文の議論は
自治官僚および地方行財政の研究に新たな視覚を導入したといえる。 
第二に、分権改革における地方政治家の存在である。地方分権改革の分析においては、行
政面においても財政面においても分権化することがふさわしいとする規範論に基づいた議
論が展開されていたこともあり、地方政治家の中に分権改革に消極的であるものが多く存
在する点に関して一部で指摘されることはあっても、分析の対象となることはなかった。そ
こで本論文は改革に伴うコミットメント問題の存在を指摘し、地方政治家の合意を調達す
ることが財政的な地方分権改革の成功条件であることを提示した。このことは、地方政治家
が分権改革の担い手にとなることを示すと同時に障害ともなることを示している。これま
での研究では、地方分権改革は中央政府によって進められており、推進者も反対者も含めて、
国によって決められた土俵の上で決定されているという「上からの改革」（伊藤 2007）であ
るとして理解されてきた。しかし、地方分権改革の成否は、特に財政面において、地方政治
家の意向や行動に注目することで、成功だけでなく失敗を含めてより多角的に理解できる
ことを本論文は示している。 
最後に今後の地方分権改革に向けた含意である。本論文では 1990 年代以降の地方分権改
革に焦点を当てた分析を行ったが、今後も進められる地方分権に対しても示唆を与えるこ
とができる。本論文の議論からは中央政府と地方政府間の財源をめぐるコミットメント問
題の解決が予測されない限り、財政面での地方分権化が進展しないことが示される。この背
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景には、地方政府が財政的な分権改革により既存制度で保持している財源の量を減少させ
てしまう可能性を有していることによる。地方政府の間には財政上の格差が存在しており、
地域間対立が発生する可能性を内包している。さらに地方政治家の間でも首長と議員とで
は利害が異なっており、地方政治家の改革における選択は各地方政府の社会経済環境に加
えて政治的環境に基づいたものとなる。よって、今後も財政的な分権改革が行われた場合に
はもちろん成功する可能性はあるが、その成功には少なくとも地方政治家の財源不足の懸
念を払拭できるような財政的なコミットメントを国会議員が示すことが必要である。しか
し国家財政も逼迫する中で、地方政治家に対して十分な税財源を確保することは容易では
ない。従って地方財政改革は今後容易には進展しにくいことが予測される。 
 
８.４. 残された課題 
 
 本論文は 1990 年代半ば以降、日本で地方分権改革が提起された要因とその地方分権改革
の進行過程の分析を、財政制度を中心として行った。しかしながら本論文が十分に議論でき
ていない論点が存在することも確かである。 
その一つは、地方議員の存在である。本論文の中では首長と地方議員とを包括的に地方政
治家と位置付けながら、地方議員の行動に関する分析は十分に行えているとは言えない。こ
れは資料の制約による部分もあるが、今後地方議員の意向と行動をより詳細に検討する必
要があると考える。例えば、地方議会内における各政党の議席占有状況にも都道府県によっ
てバリエーションがあり、地域政党の伸長なども観察されている。さらに、国会議員から首
長への転出が散見されている状況もある（砂原 2011）。こうした現状と地方議員の地方分権
に関する利害に関しては、稿を改めて検討を行う必要がる。第二点目には、地方分権改革と
密接にかかわる区域問題の扱いである。本論文の分析の時期に重なる 2000 年代には、地方
分権改革と同時期に市町村合併が推進され、道州制や大都市制度の改革問題も議論されて
いる。自治制度における区域の変更に向けた政治アクターの行動が、地方分権改革とどのよ
うな関連を有しているのか、また本論文で用いた枠組みは区域問題の分析においても適用
可能であるのか、今後研究を進めて明らかにする必要がある。 
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